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1YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

（2017年制定）

企業理念

YOKOGAWAは
計測と制御と情報により
持続可能な社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり
勇気をもった開拓者であれ

測る力とつなぐ力で、
地球の未来に責任を果たす。

YOKOGAWAがもつ測る力とつなぐ力を社会課題の解決に生かしたい、という意思を込めてYokogawa’s Purposeを定めました。 

気候変動、プラスチックや廃棄物、COVID-19など、今世界で顕在化している深刻な課題は、

単独の組織やシステムで解決できるものではありません。 

状況を測り、さまざまな情報を共有し、組織やシステムを有機的につなぎながら解決への道を探っていく必要があります。 

私たちの活動の大前提として、すべての人の人権を尊重し、差別のない世界をつくっていくことも重要です。 

YOKOGAWAは世界中のステークホルダーとともに変革を続け、より豊かで持続可能な社会の実現に挑戦します。 

（Yokogawa’s Purpose 2021年制定）

サステナビリティ貢献宣言

YOKOGAWA は、未来世代のより豊かな人間社会のため
に、2050年に向けて、Net-zero emissions、Well-being、
Circular economyの実現を目指します。
目標実現に向け、変化に柔軟に対応できる適応力・回復力を
強化し、循環型社会に適した価値を創造し、
ステークホルダーとのCo-innovation を
推進することにより、自らを変革します。

（2017年制定）
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3YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

YOKOGAWAらしさを磨きながら、
貢献と成長の歩みを進めています

YOKOGAWAは、「 測 る 力 と つ な ぐ 力 で、地 球 の 未 来 に 責 任 を 果 た す。」と い うYokogawa’s 
Purposeのもと、経営におけるE・S・G（環境・社会・ガバナンス）の3つの視点を重視しています。

環境や社会の課題が年々深刻化するなか、この1年間でもさまざまな出来事がありました。
2022年11月にエジプトで開催された気候変動に関する国際会議「COP27」では、産業革命前から
の気温上昇幅を1.5℃に抑えること（1.5℃目標）の重要性が再確認されました。また、2022年12月
にカナダで開催された生物多様性に関する国際会議「COP15」では、ネイチャーポジティブに向
けた目標を含む「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択されました。これら国際会議で環
境課題への対策が活発に議論されるなか、2023年7月の世界の平均気温が観測史上最も高くなる
など、すぐに対策を実行しなければ、地球環境の危機がさらに深刻化していくことは明らかです。

このような変化を踏まえ、ESG経営をさらに深化させています。これまでYOKOGAWAは、2050
年に向けて目指す社会の姿をサステナビリティ目標「Three goals」として掲げ、2021年度に策
定した中期経営計画「Accelerate Growth 2023」（以下、AG2023）ではマテリアリティ分析により
Three goalsの達成に向けた「6つの貢献分野」を設定しました。「6つの貢献分野」を軸に、お客様が
向き合う社会課題を解決することを事業機会ととらえ、各事業の貢献と成長を両立させていま
す。そのプロセスを「貢献と成長のストーリー」としてまとめ、昨年度のYOKOGAWAサステナビリ
ティレポートに掲載しましたが、その後ストーリーをさらに拡充し、本レポートではすべての注
力領域のストーリーを紹介しています。また、貢献と成長の基盤となるガバナンスについては、
取締役会を中心にかねてから強化しており、ESGの諸課題に関する議論も活発に行っています。
特に、経営会議の諮問機関として2022年に設置したサステナビリティ委員会では、私が委員長と
なり、全執行役員が参加して、前述のマテリアリティ分析や「貢献と成長のストーリー」の策定な
ど、さまざまなテーマについて議論しています。今年度は、温室効果ガス排出量Scope3の削減戦
略や製品の資源循環など、さらに踏み込んだテーマを取り上げており、貢献と成長のさらなる一
体化を意識し、ESG経営を推進しています。

事業環境の変化をとらえ、ESG経営を深化

社長メッセージ

代表取締役社長

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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4YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

YOKOGAWAの強みは、変わりゆく状況に合わせて自らを変革できる適応力の高さとレジリエンス
ではないかと思っています。一方で、事業環境の変化はスピードを増しており、変革へのチャレンジ
も大胆にスピードを上げていく必要があります。そのためには、社員一人ひとりの成長がますます重
要になってきます。

YOKOGAWAは、海外売上高比率が約7割のグローバル企業です。多様な経験、視点、文化などを持
つ人財が集まっており、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンへの取り組みが非常に重要
です。いろいろな人が集まることで化学反応が起き、これまでの延長線上の考え方、やり方ではなく、
新しい視点、手法を自ら考え、そして他社と協働することで変革が起こります。その変革の積み重ね
がYOKOGAWAの未来の姿です。

こういった変革の加速に加え、社員の提案や挑戦を称える企業文化や組織風土の醸成を目指
し、さまざまな取り組みを進めています。社員一人ひとりの成長を束ね、YOKOGAWAの未来を
創っていきます。

私はこの1年間、さまざまな地域や業種のお客様を訪問しましたが、社会課題が深刻化するな
かで、産業界が新たな挑戦を進めていることを肌で感じました。例えば、ヨーロッパでは、エネルギー
トランジションの潮流のなかで、水素社会へのシフトが加速しています。

AG2023では、主力事業である制御事業に、お客様の業種に合わせて、エネルギー＆サステナビ
リティ、マテリアル、ライフの3つのサブセグメントを設定しています。この体制としたことで、多様
な業種のお客様に対して当社の製品やソリューションを提供することができるようになり、貢献の
領域が広がっています。また、お客様の課題が多様化、複雑化するなかで、これまでの豊富な納入実績
を基盤としながら、IT（Information Technology）とOT（Operational Technology）の融合など当社の
強みを生かしたソリューションを提供しており、確かな手応えを感じています。例えば、オラン
ダのロッテルダム港のグリーン水素プロジェクトでは、当社はプラント制御に関するシステム
や機器を統合するインテグレータとして操業の最適化を担います。また、国内の化学プラント蒸
留塔の従来手動で制御してきた箇所に自律制御AIを適用する実証実験を成功させ、品質維持や人
の作業負担の軽減を実現したことに加え、蒸気使用量とCO2排出量をともに40%削減することがで
きました。

ご紹介した事例はほんの一部ですが、今後も、お客様と共に社会や環境の変化によって生じた
さまざまな課題の解決に取り組んでいきます。

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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Circular 
Economy

Net-zero 
Emissions

Well-being

Three
goals

6つの貢献分野 重点課題

カーボンニュートラル
の達成

GHG排出の抑制と、安価で信頼できる持続可
能なエネルギーへの転換

企業や社会の
効率化

DXによる生産の効率化、自律化と資源・エネ
ルギーの効率的利用

ライフサイクル
最適と環境保全

プラント資産の長期最適運用と環境負荷低減
の両立

安全と健康の向上 ライフイノベーションの推進とプラント、地
域社会の安全向上

資源循環型
エコシステムの創造 バイオエコノミーや資源循環システムの確立

能力を発揮できる
環境の実現

一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる
環境の整備

社長メッセージ

サステナビリティへの貢献を通じて広がる事業機会 社員の成長がYOKOGAWAの未来を創る

Three goalsと6つの貢献分野

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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5YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

YOKOGAWAの事業概要
ビジネス
YOKOGAWAは、測る力とつなぐ力を通じて社会課題の解決に貢献しています。
主力事業である制御事業は、「エネルギー＆サステナビリティ」、「マテリアル」および「ライフ」の3つの業種別のサブセグメントに区分し、各業種のお客様課題や社会の課題解決に役立つ製品とソ

リューションサービスを提供しています。

探索領域 防災、宇宙、海洋

エネルギーの有効活用とサステナブル社会
の実現に貢献し、地球環境を守る事業です。
YOKOGAWAは、オイル＆ガス、石油化学、再生
可能エネルギー、電力、エネルギー・マネジメン
ト・システム（EMS）およびエネルギースト
レージなどの分野において、現場の知見とお
客様との信頼関係を生かし、多様化するエネ
ルギーの生産、供給、利用、廃棄、リサイクルの
バリューチェーン全体にわたって安全かつ最
適な運用を支えます。

便利で快適な物質社会と循環型社会の双方
の実現に貢献する事業です。YOKOGAWAは、
高機能化学、バイオマスマテリアル、紙パルプ、
繊維、鉄鋼、非鉄、マイニング、モビリティおよ
び電機・電子分野のお客様に、生産性向上、環
境負荷の低減、エネルギーの効率利用を実現
するソリューションを提供していきます。

人々の命を支え、健康と安全を守る事業
です。YOKOGAWAは、医薬品、医療に加え、
誰もが安心して口にできる安全な水と食料
の供給に貢献します。長年培ってきたセンシ
ングや制御の技術で新製品の創出や生産プ
ロセスの革新を支え、医薬品、食品分野のバ
リューチェーン全体の生産性向上を目指し
ます。水分野では、遺伝子解析や科学機器で
培った計測技術を用い、新しい価値を創出し
ていきます。

測定器事業は、お客様の技術革新を支える
事業です。高精度な測定技術を生かし、3つの
産業分野（脱炭素、通信、Well-being）のお客様
にソフトウェアやサービスを含めたトータル
ソリューションを提供します。また、新事業他
は、バイオ関連ビジネス等の新事業を展開し
ています。

エネルギー＆ サステナビリティ マテリアル ライフ 測定器事業、新事業他

 オイル＆ガス 
 石油化学 
 再生可能エネルギー 
 電力 
 EMS 
 エネルギーストレージ 

高機能化学 
バイオマスマテリアル 
紙パルプ 
繊維 
鉄鋼 
非鉄 
マイニング 
モビリティ 
電機・電子  

  医薬品 
  医療 
  食品 
  水

測定器
  エネルギー 
  情報通信 
  医療

新事業他
  amnimo
  バイオ関連ビジネス

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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YOKOGAWAの事業概要

ネットワーク
YOKOGAWAは、世界80か国以上でビジネスを展開しています。各国の拠点で積極的に現地の人財を採用し、お客様や地域社会と長期にわたって信頼関係を築いてきました。
また、企業理念に基づき、良き市民として持続可能な社会の実現を目指して事業を行っています。

■ 日本
■ アジア・オセアニア
■ 欧州・CIS
■ 北米・南米　
■ 中東・アフリカ

地域別人員構成比 （2022年度末時点）

��.�%

��.�%

��.�%

�.�%
�.�%

��,���名

（2022年度末時点）

ビジネスの発展を支えるグローバル体制

オランダ
Yokogawa Europe B.V.

バーレーン
Yokogawa Middle East & 
Africa B.S.C.（c）

中国
横河電機（中国）有限公司

アメリカ
Yokogawa Corporation 
of America

韓国
韓国横河電機株式会社

   本社・地域統括
 生産拠点

インド
Yokogawa India Limited

シンガポール
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd

ブラジル
Yokogawa America do 
Sul Ltda.

日本
横河電機株式会社

ビジネス展開国数

60か国

サービス体制

サービス提供国数・
地域数

サービス拠点数

サービスエンジニア数

200+

180+

2,500+
生産拠点展開国数

 12か国

関係会社数

国内13社 海外115社
※支社、支店、駐在員事務所を含む

外部団体との活動

2009年、
「グローバル・コンパクト」
（国際連合）に参加

2017年、
WBCSD※に加盟  

2019年、
TCFD※提言への支持を表明

※  持続可能な発展のた
めの世界経済人会議

※ 気候関連財務情報開示タスクフォース 

4 分野（人権、労働、環境、腐敗防止）10原則への取り
組みを本レポートでご紹介しています。

持続可能な発展に向けたプロジェクトに参画しています。 TCFD提言に沿った情報開示を行っています。
詳細は気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）のページをご覧ください。

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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YOKOGAWAの事業概要

テクノロジー
YOKOGAWAは、これまでに培ってきた「測る力」と「つなぐ力」で、
事業を通じて社会課題の解決に貢献しています。

「測る」は、YOKOGAWAの原点であり起点です。ものごとを測り、今あ
る状態をとらえ、見通し、そこから導き出される情報に価値を見出し
てきました。

「つなぐ」は、YOKOGAWAが価値ある情報を結び付けるだけではな
く、さまざまな産業におけるお客様との信頼関係を築き、企業と企
業、産業と産業の結束点となって、さらに価値を共鳴させていくこと
を意味しています。

測る力

制御事業の主な製品・ソリューションポートフォリオ

つなぐ力

YOKOGAWAは、産業のマザーツールであるオシロスコープやパワーアナライ
ザ、光測定器などの高精度な計測機器から、プラントや工場などの現場に配
置される流量計、差圧・圧力伝送器、プロセス分析計などのフィールド機器ま
で、産業を支える「測る力」で価値を提供し続けています。

YOKOGAWAは、高効率で高品質、安全なプラントの操業基盤を支える制御
システムやソリューションの提供を通じて「つなぐ力」を培ってきました。いま、
ソリューションの提供範囲はお客様のバリューチェーンやサプライチェーン
にまで拡大し、価値協創の輪を拡げ続けています。

YOKOGAWAが長年培ってきた計測技術、制御技術からデジタルツイン、AIなどの最新技術まで高品質・高信頼の製品、
ソリューションをインテグレーションしてお客様の課題を解決し、社会課題の解決に貢献しています。

制御事業 エネルギー＆サステナビリティ事業 マテリアル事業 ライフ事業

現場から経営レベルまで、
ワンストップで製品・ソリューション・

サービスをご提供
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生産管理
/生産最適化

高度制御・
運転最適化

アセットライフ
サイクル最適化

安全管理 操業リスク管理

セキュリティ

品質管理
/品質最適化

経営戦略
プランニング

原材料購買
/最適化

生産計画
/最適化

サプライチェーン・
物流最適化

ERP
エネルギー・カーボン
マネジメント/最適化

産業用クラウド/
プラットフォーム、
アプリケーション群

統合情報
サーバ

コンサル
ティング

デザイン＆
エンジニアリング/
システムインテグ

レーション

インスタ
レーション

トレーニング

ライフサイクル
サービス

統合生産制御システム（DCS） 安全計装システム（SIS） エッジコントローラ/PLC

フィールド機器　差圧・圧力/温度伝送器
無線伝送器　コリオリ/電磁/渦流量計

データ収集システム
ペーパレスレコーダ、
データロガー

プロセス分析計
ガスクロマトグラフ

オンライン
厚さ計

IIoT無線センサ 光ファイバ
温度センサ

工場操業レベルの
最適化（MES）

企業経営
レベルの最適化

（SCM / ERP）

操作・監視
制御・安全

データ生成・収集
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8YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

YOKOGAWAの事業概要

豊富な実績と変革
YOKOGAWAは、世界中でお客様や社会の課題解決に貢献してきました。豊富な実績を基盤とし、貢献と成長のさらなる拡大に向けて変革し続けていきます。

YOKOGAWAは、1915年の創立以来、計測、制御、情報の技術を軸に、最先端の製品や
ソリューションを産業界に提供し、社会の発展に貢献し続けています。現地に根付いた
グローバルな事業展開を始めてから約60年、YOKOGAWAは、世界中で4万件以上のプロ
ジェクトを手掛けてきました。多様な業種展開により、日本国内だけでなく、中東、中国、
ASEANなどの資源国や新興国で高いシェアを有しています。

この豊富な納入実績は、お客様とYOKOGAWAとが長年にわたって築いてきた信頼関係の
証であり、YOKOGAWAの持続的な成長と社会課題の解決に向けた貢献の基盤となります。

変 化 の 激 し い 事 業 環 境 の 中 で、社 会 課 題 解 決 へ の 期 待 が ま す ま す 高 ま っ て い ま す。
YOKOGAWAは、こうした変化を事業機会と捉え、測る力とつなぐ力をさらに強化し、価値を創
出し続ける企業に変革していきます。中期経営計画Accelerate Growth 2023（AG2023）では、ソ
リューションの提供範囲の拡大や業種対応力の強化に向けて、M&Aやアライアンスも活用しな
がら、貢献と成長のケイパビリティを拡大しています。

貢献と成長の基盤となる豊富な納入実績 貢献と成長のさらなる拡大に向けた変革

ソリューションの提供範囲の拡大

業種対応力の強化

2022年度の主なトピックス（会社設立、M&A、アライアンス）

 製造業のDXを支援する「横河デジタル株式会社」を設立

 ベルギー大手エンタープライズソフトウェア会社Waylayに出資

 東南アジアにおけるERP事業成長の加速のため、Votiva社を買収

 重合反応プロセス測定のデジタル化におけるパイオニアFluence Analytics社を買収

 廃棄物・バイオマス発電所向け効率改善技術をもつデンマークのDublix社を買収

 インドにおける循環型の廃棄物処理事業を手がけるIdeation3X社と資本業務提携

  大塚化学との合弁会社「シンクレスト」を設立し、中分子医薬品向け受託研究開発製造事業

に本格参入

中東・
アフリカ
14.0%

欧州・CIS欧州・CIS
9.9%9.9% 中国

15.6% 北米
9.5%

日本
27.1%

2022年度 制御地域別　売上高構成比

インド
4.3% 中南米中南米

3.5%3.5%
東南アジア・
極東
16.0%
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9YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

お客様 株主・投資家 従業員 取引先 地域・社会
目的・テーマ

 お客様が向き合う社会課題の解決
 サポート体制の確立

  適時適正な情報開示
  積極的かつ継続的な対話
  経営へのフィードバック

  従業員のエンゲージメント
  人財育成と能力開発
  働きやすい環境の整備
  労働者の権利の尊重

  公平で公正な取引関係
  サプライチェーンのサステナビリティ
推進

  国際社会の持続的発展への貢献
  地球環境保全
  良き市民として地域コミュニティへの
貢献

主な取り組み

  課題発掘から解決に導く 
コンサルティング

  最先端技術やDXを活用した 
製品・サービスの開発と提供
 グローバルなサービス体制の構築

  決算説明会（年4回）や株主総会（年1回）
  事業戦略説明などのIRイベント
  投資家やアナリストとの 
個別ミーティング

  エンゲージメントサーベイによる 
状況の把握と対応
  Yokogawa University（企業内大学） 
による学習の促進
  労働安全衛生委員会の設置
  労使間での協議

   SAQ (Self-Assessment Questionnaire) 
によるサステナブル調達の実施
  環境負荷の少ないグリーン調達の推進

  新興国や途上国の発展に向けた国家間
プロジェクトへの参画
  温室効果ガス削減や水資源の保全
  NGOやNPOとの協働
  地域でのボランティア活動

関連情報

ネットワーク(P.06)
Our Stories (P.17)

当社ウェブサイトの「株主・投資家情報」
https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/

社員エンゲージメントの向上(P.42)
人財開発(P.44)
安全で働きやすい職場環境(P.45)

サプライチェーンマネジメント(P.72) Our Stories (P.17)
コミュニティ・エンゲージメント(P.52)
温室効果ガス(GHG)排出量削減(P.57)
事業所での環境の取り組み（P.61）

社外からの評価 YOKOGAWAのESG（環境、社会、ガバナンス）経営は、社外から高い評価を得ています。

グロー
バル

日本

ステークホルダーとのエンゲージメント
YOKOGAWAは、多様なステークホルダーと、さまざまな課題をテーマにエンゲージメントを進めています。

社外からの評価の詳細については、当社ウェブサイトをご参照ください。https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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10YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

ステークホルダーとのエンゲージメントの取り組み

お客様と共創し、イノベーションを起こす さまざまなステークホルダーとの懇親の場

社員によるボトムアップの活動 お取引先様と協力してサステナビリティを推進

お客様

地域・社会
従業員

制御システムはデジタル技術の発展と共にさまざまな進化を遂げてきましたが、基本的には
各社独自のクローズなシステムで構築されています。

お客様の事業環境が大きく変化するなかで、制御システムに対するお客様のニーズも変化し
ており、その変化の1つが制御システムへのオープン技術の活用です。オープン技術を活用した
システムでは、各種標準規格に準拠して通信言語など情報を伝達する仕組みを共通化すること
で、他社の機器やアプリケーションとのインテグレーションが容易になり、最新の情報技術との
融合も促進されます。

2016年には、制御システム業界へのオープン技術の導入を目的としたOpen Process Automation 
Forum （OPAF）が設立されました。YOKOGAWAはOPAFのメンバーに加わり、オープン技術を活用し
たシステムの実用化に向け、お客様と共に研究や実証実験を進めています。

YOKOGAWAは、1965年より、横河電機本社にて横河まつりを開催しています。2019年以降は開
催を見合わせていましたが、2023年7月に4年ぶりに開催し、約12,000人が来場しました。

横河まつりは、上司が部下を慰労するという趣旨でスタートしましたが、今では職場の親睦に
とどまらず、海外拠点の社員、社員の家族、お客様、お取引先様や地域の皆様にも楽しんでいただ
いています。

YOKOGAWAの社員が店舗の運営やステージ
でのイベントで来場者をもてなし、日頃お世話
になっている方々への感謝を伝えるとともに、
業務の枠を超えたコミュニケーションが実現し
ました。

社会課題の解決に向けたアイデアを創出していくためには、社員が多様な視点から活発に議
論し、マインドを変革していくことが重要となります。

YOKOGAWAは、2022年度に「生物多様性と企業行動」をテーマに社内でのワークショップを開
催し、20名の意欲ある社員が各国・各地域から自発的に参加しました。ワークショップでは、大学
院大学至善館教授の枝廣淳子氏をアドバイザーに迎え、参加メンバーが数カ月間にわたり学習
と活発な議論を行いました。このワークショップでの議論は、YOKOGAWAの自然関連リスクと機
会を把握するための、最初のステップとなります。

YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」を策定し、お取引先様
に遵守をお願いしています。ガイドラインに従い、お取引先様とサステナブル調達を阻害するリ
スクの特定を進めており、顕在化したリスクについては、お取引先様と協力して改善を行ってい
ます。

また、定期的に「パートナーズデイ」を開催し、
YOKOGAWAの戦略などの説明を行うと同時に、
サステナブル調達ガイドラインの解説ハンド
ブックを用いた環境方針やサプライチェーンに
関わる法令の理解を深める場を設けています。

制御システムのオープンイノベーション 横河まつりの開催

生物多様性に関する社内ワークショップ サステナブル調達活動

地域・社会取引先
従業員お客様

取引先
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11YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

地球の未来、そして未来の人々に対する責任を果たすため、
YOKOGAWAはThree goalsを目指して進んでいきます。

私たちが目指すもの

Our Goals

CONTENTS

サステナビリティ目標「Three goals」12

6つの貢献分野13 

マテリアリティ分析に基づく貢献分野の設定14

6つの貢献分野の指標（社会インパクト指標）15

6つの貢献分野の指標（事業活動指標）16
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12YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

サステナビリティ目標「Three goals」

for 2050
2015年に採択されたパリ協定や、持続可能な開発目標（SDGs）といった世界の動きを背景に、2050年に向けて目指す社会を、サステナビリティ目標「Three goals」として2017年

に定めました。

Three goals
2050年に向けて目指す社会の姿

Net-zero emissions　気候変動への対応
再生可能エネルギーの導入やエネルギー利用の効率化に貢献することで、温室効果
ガス(GHG: Greenhouse Gas)の排出と吸収の均衡が保たれ、大気中のGHG濃度が上
がらない状態、Net-zero emissionsを目指します。

Well-being　すべての人の豊かな生活
安全で快適なワークプレース、生命科学、創薬など、幅広い分野で人々の健康と豊かな
暮らしを支援します。また、地域社会における人財育成や雇用の創出、ダイバーシティ、
エクイティ＆インクルージョンを推進します。

Circular economy　資源循環と効率化
さまざまな資源が無駄なく循環し、資産が有効に活用される社会の枠組み、エコシス
テムの実現を目指すとともに、地球を循環する水資源の効率的な利用や安全な飲み水
の確保にも貢献します。

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野

能
力
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13YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

6つの貢献分野

for 2030

Three goalsの達成と事業の成長のための重点課題を明確にするためマテリアリティ分析を行い、その結果に基づき6つの貢献分野を設定しました。

2022

2030年に向けて貢献と成長を加速させる６つの貢献分野

カーボンニュートラルの達成
GHG排出の抑制と、安価で信頼できる持続可能な
エネルギーへの転換

ライフサイクル最適と環境保全
プラント資産の長期最適運用と環境負荷低減の両立

資源循環型エコシステムの創造
バイオエコノミーや資源循環システムの確立

企業や社会の効率化
DXによる生産の効率化、自律化と資源・エネルギー
の効率的利用

安全と健康の向上
ライフイノベーションの推進とプラント、地域社会の
安全向上

能力を発揮できる環境の実現
一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境
の整備

6つの貢献分野における貢献の度合いを測る長期的な指標として、
社会インパクト指標を設定

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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マテリアリティ分析に基づく貢献分野の設定
YOKOGAWAは、エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフなどの事業分野において、お客様の課題を解決することで、社会・環境へ大きくプラスのインパクトを与えています。社会・環

境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上と密接に関連しています。YOKOGAWAでは、「社会・環境への影響」および「自社の価値創造や事業モデルへの影響」の両面における重要
性をマテリアリティと定義しました。2021年に策定したAG2023においては、各事業の関係者に対するサーベイに基づき、重要性が高くかつ自社が解決すべき課題（重点課題）と貢献のテーマ（貢献
分野）を選定しました。さらに、2022年7月には、サステナビリティ委員会でマテリアリティ分析を実施し、重点課題と貢献分野はAG2023策定時から変更が無いことを確認しました。

マテリアリティ分析のプロセス

1   分析の対象は、「事業機会に関するテーマ」と「マネジメン
トに関するテーマ」とし、企業価値創造（および毀損防止）
に向けた事業活動全般を網羅
 事業機会に関するテーマ：
エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフ、
測定器などの事業分野を通じて貢献と成長を加速さ
せるテーマ

    （例：再生可能エネルギー発電支援、高機能化学やバイ
オケミカル、ライフサイエンスなど）
 マネジメントに関するテーマ：
社会からのESGの要請に基づき取り組む、事業を支え
る基盤となるテーマ

   （例：GHG削減、人権尊重、DE&Iなど）
2    「社会・環境への影響（縦軸）」および「自社の価値創造や

事業モデルへの影響（横軸）」の両面から個別テーマのマ
テリアリティ（重要性）を評価し、注力領域を選定

3    ステークホルダーの視点で注力領域の妥当性および網
羅性をレビュー

4   選定した注力領域に基づき、解決すべき課題（重点課
題）と貢献のテーマ（貢献分野）が適切であることを確認

サステナビリティ委員会P.65

①事業機会とマネジメントに関する
　テーマが分析対象

③ ステークホルダーの視点で妥当性および
網羅性をレビュー

Three goalsと6つの貢献分野

④ 貢献分野と重点
課題が適切であ
ることを確認

貢献分野 重点課題

カーボンニュートラル
の達成

GHG排出の抑制と、安価で信頼
できる持続可能なエネルギーへ
の転換

企業や社会の効率化
DXによる生産の効率化、自律化
と資源・エネルギーの効率的利用

ライフサイクル最適と
環境保全

プラント資産の長期最適運用と
環境負荷低減の両立

安全と健康の向上
ライフイノベーションの推進と
プラント、地域社会の安全向上

資源循環型
エコシステムの創造

バイオエコノミーや資源循環シ
ステムの確立

能力を発揮できる
環境の実現

一人ひとりが尊重され平等であ
り活躍できる環境の整備

社
会
・
環
境
へ
の
影
響

自社の価値創造や事業モデルへの影響

②注力領域を選定

● 中期的な収益規模予測と収益成長への寄与度
●  ESGの外部評価における産業別の重要度と 

自社の成熟度

● SDGs
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献
度
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15YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

6つの貢献分野 指　　標 2030年度（2040年度）目標 2022年度実績 進捗状況

カーボンニュートラルの達成

お客様事業のCO2排出抑制量 
10億t-CO2

（内、50%以上は再生可能エネルギー、新技術に
よる）

3.8億t-CO2

（内、再生可能エネルギー
2.7億t-CO2）

主に風力発電への貢献が伸長しました。

温室効果ガス排出量（Scope1,2）
（基準年2019年度）

2030年 50%削減
2040年 100%削減 14.8%削減 再生可能エネルギー調達が拡大しました。

温室効果ガス排出量（Scope3※1）
（基準年2019年度） 30%削減 4.4%削減 ハード製品の物量減により、排出量が抑制されました。

企業や社会の効率化
お客様の生産性効率化で創出された
経済価値 2兆円 2,048億円 生産・エネルギー効率化事業を拡大しています。

ライフサイクル最適と環境保全
持続可能な操業に貢献している
工場の数 2万工場 6,280工場 ライフサイクルサポートにより、持続可能な操業に貢献して

います。

安全と健康の向上
安全や健康に貢献している人数 １億人 4,978万人 海外での水環境ソリューション事業を拡大しています。

資源循環型エコシステムの創造
資源循環に貢献する新規ビジネス
立ち上げの状況 複数の資源循環システムの確立 横河バイオフロンティア株式会社がバイオマスマテリアル事業を展開するなど、資源循環型シス

テムの構築を進めています。

能力を発揮できる環境の実現

社員のWell-beingを高める
エンゲージメント 世界トップ集団と同レベル エンゲージメント

サーベイスコア76%
サーベイ結果を踏まえた施策を実行することで、スコアの
改善に取り組んでいます。

変革に向けた人財育成・能力開発の実績 フューチャースキルセット※2の習得 DX人財育成の取り組みなど事業成長につながる人財育成を進めています。

ダイバーシティ・インクルージョンの
達成度 

女性管理職比率 20% 13.3% 地域の状況を踏まえて拡大に取り組んでいます。

上位の意思決定層のダイバーシティ向上 事業成長に必要となるダイバーシティの定義を検討し、目標の設定を検討しています。

※1 購入した製品／サービス(カテゴリー1)および販売した製品の使用(カテゴリー11)が対象　※2 フューチャースキルセット：新事業や新分野で活躍するためのスキル 

６つの貢献分野の指標（社会インパクト指標）
社会インパクト指標は、社会への貢献の度合いを測る長期的な指標です。この指標によってThree goalsやSDGsの達成に向け、6つの貢献分野において社会・環境への

貢献を拡大していきます。2030年度（2040年度）目標の達成に向けて、2022年度は概ね順調に進捗しました。

for 2030

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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16YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

６つの貢献分野の指標（事業活動指標）
事業活動指標は、2023年度に向けて社会へ貢献する事業の成長を測る中期的な指標です。この指標によってSDGsへ貢献する事業（注力領域）を拡大し、成長を加速させていきます。
2022年度は、生産・エネルギー効率化事業の受注と高機能・高付加価値、精密化学品向けの受注が伸長しました。また、温室効果ガス排出量（Scope1,2）については、削減が

進捗しました。一方で、無線設備監視センサの受注台数伸長と創薬開発支援製品の売上高伸長については課題となっています。事業機会は着実に増加しており、目標達成を目
指して取り組んでいきます。

for 2023

■：エネルギー＆サステナビリティ事業　■：マテリアル事業　■：ライフ事業 ◆：測定器事業　★：新事業他　◎：事業を支える基盤

6つの貢献分野 注力領域 事業 指　標 2023年度目標 2022年度実績

カーボンニュートラルの
達成 

再生可能エネルギーの発電支援 ■ ◆ お客様事業のCO2排出抑制量（2018年度からの累計） 5億t-CO2 3.8億t-CO2

再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援 ■ ■ ◆
再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率

（基準年2020年度） 2.2倍 2.5倍

電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年2020年度） 1.7倍 3.2倍

（自社）事業所とサプライチェーンのGHG削減 ◎
温室効果ガス排出量（Scope1,2）（基準年2019年度） 10%削減 14.8%削減
温室効果ガス排出量（Scope3※1）（基準年2019年度） 10%削減 4.4%削減

企業や社会の効率化 

スマートマニュファクチャリング、
コンサルティング、ERP、MES、EMS

■ ■ ■ 生産・エネルギー効率化事業の受注伸長率
（基準年2020年度） 1.3倍 1.2倍

医薬・食品バリューチェーンの最適化（ERP、
MES、LIMS、EQMS）

■ 医薬・食品バリューチェーン最適化支援事業の
受注高伸長率（基準年2020年度） 1.3倍 1.1倍

（自社）オペレーション最適化 ◎
業務自動化による削減時間 （基準年2018年度） 300,000時間 削減 329,066時間
社内業務プロセスのデジタル化率 63% 63%

ライフサイクル最適と
環境保全 

プラントの長期最適運用支援 ■ ■
ライフサイクルサポート契約プラント数 6,000プラント 6,280プラント
無線設備監視センサ受注台数伸長率 （基準年2020年度） 3.2倍 1.4倍
設備保全管理システム契約ライセンス数 8,500ライセンス 7,683ライセンス

プラントの環境負荷低減支援 ■ ■ ■ 環境分析計受注高伸長率（基準年2020年度） 1.3倍 1.2倍
（自社）事業所における環境保全
（水、生物多様性）

◎ 事業所の取水量（基準年2019年度） 4%削減 2%削減

安全と健康の向上 

プラントと働く人の安全、保安支援 ■ ■
安全計装システム提供数 157システム 157システム
プラント運転訓練シミュレータ提供システム数 30システム 21システム

ライフサイエンス ■ 創薬開発支援製品の売上高伸長率（基準年2020年度） 2.5倍 1.2倍
ライフライン・上下水道支援 ■ 水環境改善ソリューション提供数（日本を除く） 90ソリューション 87ソリューション

（自社）労働安全衛生、人権尊重 ◎ ISO45001認証取得実績 主要拠点での取得（12拠点） 主要拠点での取得（10拠点）
資源循環型
エコシステムの創造 

高機能化学やバイオケミカル産業への
貢献、リサイクルビジネス効率化支援

■ ★ 高機能・高付加価値、精密化学品向けの受注高伸長率
（基準年2020年度） 1.6倍 2.6倍

能力を発揮できる
 環境の実現 

（自社）社員のWell-beingとエンゲージメント ◎ エンゲージメントサーベイスコア 81% 76%
（自社）変革に向けた人財育成と能力開発 ◎ 1人あたりのトレーニング時間 1人あたり年40時間 41.3時間
（自社）ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー

ジョンの推進
◎

女性管理職比率 12.5% 13.3%
障害者雇用率（日本） 2.5% 2.52%

※1：購入した製品／サービス(カテゴリー1)および販売した製品の使用（カテゴリー11）が対象

詳細は、ウェブサイトをご覧ください。https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/ 
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17YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

社会・環境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上と密接に関連しています。
本章では、6つの貢献における貢献と成長のストーリーを紹介します。また、最新の取り組み事例についてもあわせて紹介します。

貢献と成長のストーリー

「貢献と成長のストーリー」一覧18

20　 ヨーロッパ最大のグリーン水素プラントの
MACに選定

21　 水素ストレージの運用による再生可能エネル
ギー価値最大化の実現

21　 ブロックチェーンを活用したトラッキング技術
により製造工程の再生可能エネルギー比率
を見える化

1.カーボンニュートラルの達成20
25　貢献と成長のストーリー
26　 銅製錬プロセスの高度制御による発電量

増加でCO2削減に貢献

3.ライフサイクル最適と環境保全25
33　AI 人財の育成プログラム

6.能力を発揮できる環境の実現33

27　貢献と成長のストーリー
30　 最先端のテクノロジーを活用したサイバー

セキュリティサービス
31　 バーチャル現場作業トレーニングの導入に

より、実践的な研修カリキュラムを実現
31　 遠隔監視・制御技術でインドの国家水資源

プロジェクトに貢献

4.安全と健康の向上27

32　 独自の診断技術による中古リチウムイオン
蓄電池の有効活用へ向けた取り組み

5.資源循環型エコシステムの創造32

22　貢献と成長のストーリー
23　 世界初 強化学習AIが化学プラントに正式

採用
23　 次世代型スマートファクトリー構築への

貢献－日清食品株式会社の事例－
24　 製造業のDXを支援する「横河デジタル株式

会社」を設立
24　 合弁会社「シンクレスト」を設立し、中分子

医薬品向け受託研究開発製造事業に本格参入

2.企業や社会の効率化22

Our Stories

CONTENTS

気候変動リスクと機会34
TCFDへの対応

生物多様性関連の情報開示39
TNFDへの対応
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18YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

「貢献と成長のストーリー」一覧

貢献分野 注力領域
貢献と成長のストーリー

Why　向き合う社会課題 How　アプローチ Impact　創出価値 ストーリーの詳細

カーボン
ニュートラルの
達成

再生可能エネルギーの
発電支援

  温室効果ガス排出
  再生可能エネルギーの安定的な生産と供給

   「つなぐ力」とグループに新たに加わった会社の
ノウハウ
  複数の再生可能エネルギー設備の統合や
システム全体の最適化

【事業成長】
  ソリューションラインナップの拡充
  顧客基盤の拡大
【社会・環境】

  お客様のCO2排出抑制
  発電設備の効率性と生産性の最大化

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

再生可能エネルギーの
輸送、貯蔵、活用支援

  温室効果ガス排出
  再生可能エネルギーの発電効率改善と
安定供給

  高精度の電力測定技術
  電力変換効率改善の
トップカンパニーとしての実績

【事業成長】
 発電機器メーカーへのソリューション拡大
【社会・環境】

 発電コスト削減に伴う
再生可能エネルギーの普及促進
 温室効果ガス排出量削減

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

企業や社会の
効率化

スマートマニュファクチャ
リング、コンサルティング、
ERP、MES、EMS

  製造業における資源、
エネルギーの効率的な利用と脱炭素化
  環境への配慮と経済成長の両立

   スマートインダストリー準備指標によるデジタル
成熟度評価
   ソリューションロードマップを立案
   現場と本社、企業とコミュニティを統合し、
トータルソリューションを提供

【事業成長】
   貢献事例の積み上げによる認知度向上
【社会・環境】

   高い効率性の実現
   脱炭素化やサプライチェーン最適化など
大規模で複雑な課題の解決に貢献

企業や社会の効率化 P.22

医薬・食品バリューチェー
ンの最適化（ERP、MES、
LIMS、EQMS）

  高品質医薬品の安定供給
  食品の安全、安心確保
  労働人口の減少

   生産管理システム等による
生産性向上支援の実績
   操業の自律化やスマートファクトリーの
貢献に発展

【事業成長】
   日本のノウハウを海外に展開し、売上を拡大
【社会・環境】

   新薬供給のリードタイム短縮
   安全、安心な食品の安定供給

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

社会・環境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上に直接つながっています。
貢献分野に紐づく事業の注力領域それぞれに対し、向き合う社会課題、課題解決のアプローチ、その結果創出される事業の価値と社会・環境の価値を「貢献と成長のストーリー」としてまとめる取り

組みを2022年度から開始しました。
P.20以降に、各ストーリーと貢献の事例を紹介しています。一部のストーリーについては昨年度発行したYOKOGAWAサステナビリティレポート2022で紹介しています。

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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2023 Report  …YOKOGAWAサステナビリティレポート2023で紹介しているストーリー

2023 Report
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「貢献と成長のストーリー」一覧

貢献分野 注力領域
貢献と成長のストーリー

Why　向き合う社会課題 How　アプローチ Impact　創出価値 ストーリーの詳細

ライフサイクル
最適と
環境保全

プラントの長期最適運用
支援

  エネルギーや資源の枯渇
  プラント資産の最大活用

  豊富なインストールベースとライフサイクルパー
トナーとしての信頼
  Managed Serviceを提案

【事業成長】
  保守サービス（LCA）契約数の伸長
【社会・環境】

  安全操業による環境保全
  操業コスト最適化

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

プラントの環境負荷低減
支援

  有害性物質の排出や排水による環境汚染
  環境法規制の順守

  分析計による水の浄化プロセス管理と廃水の水
質モニタリング

  信号処理部のプラットフォーム化とセンサのデジ
タル化による、導入コスト低減と保守の効率化

【事業成長】
  あらゆる産業への応用による事業機会創出
【社会・環境】

  環境汚染の防止に貢献

ライフサイクル最適と
環境保全 P.25

安全と健康の
向上

プラントと働く人の安全、
保安支援（1. 安全計装シス
テム）

  自然災害、事故によるプラントの安全リスク
  過剰なリスク低減策による生産性の低下

  国際規格に準拠した安全計装システムの提供
  安全レベルに応じた製品ラインアップ
  制御と安全システムの統合

【事業成長】
  緊急遮断システム等の導入機会増加
【社会・環境】

  プラントの安全、安心な運用に貢献

安全と健康の向上 P.27

プラントと働く人の安全、
保安支援（2. プラント運転
訓練シミュレータ）

  次世代への技術継承、安全面のノウハウ継承

  ダイナミックシミュレータによる
プラント運転訓練
  ダイナミックシミュレータをベースとした
デジタルツインによる最適な運転条件の把握

【事業成長】
  シミュレータの通算納入数の拡大
【社会・環境】

  エンジニア、オペレータのプロセス知識向上
  安全な操業の実現
  最適な運転による原材料、廃棄物の最小化

安全と健康の向上 P.28

ライフサイエンス   研究の複雑化、高度化
  安全で効率的な研究スタイルの需要増

  特許技術と世界での販売実績
  基礎研究から実用化まで支援
  バイオラボオートメーションへの発展

【事業成長】
  機能拡張と新製品開発
  海外ビジネス拡大
【社会・環境】

  新薬の発見や疾患の原因特定に貢献

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

ライフライン・
上下水道支援

  水の安定的な供給
  品質基準等に則った安全な水の供給

  水循環のすべてをつなぐ
  上下水道設備の運転支援・自律化への貢献
  下水再生水の飲用化等、水不足の解決に向けた
ソリューションの提供

【事業成長】
  新興国での事業機会創出
 水環境改善ソリューションの提供数拡大
【社会・環境】

 安全で安定的に水を供給できる環境の構築

安全と健康の向上 P.29

資源循環型
エコシステムの
創造

高機能化学やバイオケミカ
ル産業への貢献、リサイク
ルビジネス効率化支援

  環境負荷の低い素材の開発と安定供給、
リサイクル

  バッチソリューションの強化
  操業改善ソリューションの展開、拡大
  カーボンマネジメントソリューション

【事業成長】
  事業基盤の確立に注力
【社会・環境】

  蓄電池の生産性向上、省エネルギー
  資源循環型社会の実現

YOKOGAWAサ ス テ ナ
ビリティレポート2022

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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2023 Report  …YOKOGAWAサステナビリティレポート2023で紹介しているストーリー

2023 Report

2023 Report

2023 Report

2023 Report
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20YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

「カーボンニュートラルの達成」に向けた取り組み

水素は、脱炭素社会実現に向けてのエネルギートランジションにおいて有望なエネルギー源
として注目されています。

ホランド・ハイドロジェンI は、シェルがオランダロッテルダム港に建設する水素プラントで
あり、洋上風力発電など再生可能エネルギー由来の電力を使って、いわゆるグリーン水素を生成
します。ホランド・ハイドロジェンIは、ヨーロッパ最大のグリーン水素プラントとして、2025年
に操業開始予定です。

生成されたグリーン水素は、パイプラインを通してシェル エネルギー&ケミカルズパーク ロッテ
ルダム（Shell Energy and Chemicals Park Rotterdam）に供給され、製油所でこれまで使用されて
きたグレー水素の一部を代替し、ガソリン、ディーゼル、ジェット燃料などの生産時に発生するCO2を
削減します。

YOKOGAWAは、お客様から長年の信頼関係や大型プロジェクト遂行の実績等をご評価いただ
き、本プロジェクトにおいてMAC（Main Automation Contractor）に選定されました。プラント制
御に関するシステムや機器を有機的に統合し、プラント操業の最適化を実現します。

YOKOGAWAは、社会全体がシステムとシステムを有機的に接続したSoS（System of Systems）
となる世界をリードすることを目指しています。水素サプライチェーンにおいては、生産、パイ
プライン輸送、保管、供給など、さまざまな機能ごとにオーナーが異なるシステムが存在し、それ

らを統合して運用するには、高いインテグレーション能力が求められます。お客様が脱炭素ビジ
ネス戦略を推進し、持続可能な社会を構築する企業として価値を高めるために、YOKOGAWAは今
後もこのようなプロジェクトを通じて、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

注力領域 再生可能エネルギーの発電支援

ヨーロッパ最大のグリーン水素※1プラントのMAC※2に選定case 1

ホランド・ハイドロジェンIの完成予想図 （提供：シェル）

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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※1 グリーン水素：再生可能エネルギーで水を電気分解して作る水素。水素の製造時も使用時もCO2を排出しないことが特徴。
※2 MAC = Main Automation Contractor：プラントオートメーションに関するプロジェクト遂行のすべての領域をカバーする事業者

AG2023における注力領域

再生可能エネルギーの発電支援

再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援

（自社）事業所とサプライチェーンのGHG削減

YOKOGAWAは、GHG排出の抑制と安価で信頼できる持続可能なエネルギーへの転換に貢献します。
AG2023では、「再生可能エネルギーの発電支援」、「再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援」、「（自社）
事業所とサプライチェーンのGHG削減」を注力領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出していき
ます。

貢献と成長のストーリーは、YOKOGAWAサステナビリティレポート2022で紹介しています。

1.カーボンニュートラルの達成6つの貢献分野

YOKOGAWAサステナビリティレポート2022

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories
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再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、その出力変動や余剰電力が課題となる中、エネルギー
を安定供給する仕組みとして蓄電池のみならず、水素、メタン、アンモニアなどのエネルギーを
蓄える技術に注目が集まっています。

太陽光発電や風力発電が大規模導入されると、気象条件や時間帯によっては供給が需要を上
回り、大量の余剰電力が発生します。電力貯蔵には、一般的に蓄電池が使用されますが、大量の電
力を貯めるには膨大な容量の蓄電池が必要となり、多くの費用がかかります。その点、水素は月
～年単位の長期エネルギー貯蔵が可能で、貯蔵時のエネルギーロスも無く、可搬性も高いといっ
た、蓄電池には無い優れた特徴があります。さらに利用時にCO2を排出しないため環境負荷を低
減でき、さまざまな資源から生成することも可能で、水素は脱炭素化の実現には欠かせないエネ
ルギー源でもあります。

YOKOGAWAではエネルギーを「ためる」という点で、蓄電池の運用の提案だけでなく、水素等を貯蔵
する、ストレージの運用も見据えたESS※1運用最適化サービスの提案を進めています。

本取り組みでは、国内の水電解装置メーカーが構築した実証プラントに本サービスを提供し、
水素を生成する水電解装置の効率的な運転方法と、需要とのバランスを踏まえた水素タンクの
運用方法の検討を行っています。需要と太陽光発電の予測に基づき、ストレージの運用計画を策
定することで、エネルギーの安定供給が可能となり、エネルギー調達コストの削減や、CO2排出量
削減が期待できます。そして、本システム稼働後は各機器の特性把握や変換効率算出など、さま
ざまなKPI解析を共同実施し、システム全体の運用方法を確立していく予定です。

YOKOGAWAはストレージ管理を活かした最適運用化サービスを提供することで、お客様の脱
炭素・カーボンニュートラルに貢献していきます。

※1 ESS: Energy Storage System

近年、サプライチェーン全体での脱炭素への取り組みが注目されており、工場における製品製
造時のCO2排出量が重視されています。CO2排出量削減に向けて、再生可能エネルギーの利活用
が拡大していますが、発電所で作られた電力は、電力系統に集約されたうえで企業などの消費者
に届けられるため、電気の由来は分かりません。RE100（Renewable Energy 100%）などの国際
的なイニシアチブでは、企業が使用する再生可能エネルギーの由来（属性）を証明することが求
められており、そのためのトラッキング技術の確立が課題となっています。

YOKOGAWAは、本社工場の屋上に設置した太陽光発電設備から作られた再生可能エネルギー
を仮想的に特定の半導体製造装置（ミニマルファブ）エリアに供給し、製造工程毎の再生可能エ
ネルギー比率とCO2排出量の見える化を実現しました。また、ブロックチェーン技術を用いるこ
とで、特定製品の再生可能エネルギー比率を向上させることや、製造時の再生可能エネルギー比
率を証明することが可能となりました。今後は、太陽光発電の予測データを基に半導体製造装置
の生産/運用計画を立案したうえで、蓄電池の計画的な充放電とあわせて、製品製造時における使
用エネルギーとCO2排出量を制御していく予定です。

CO2排出量削減に向けて、再生可能エネルギーの利活用は今後もさらに拡大していくと想定さ
れます。YOKOGAWAはお客様との共創を進め、ブロックチェーン技術を使ったエネルギー由来

（属性）トラッキング技術の開発と普及を進めていきます。

6つの貢献分野

注力領域 再生可能エネルギーの輸送、貯蔵、活用支援

水素ストレージの運用による
再生可能エネルギー価値最大化の実現

case 2 ブロックチェーンを活用した
トラッキング技術により製造工程の
再生可能エネルギー比率を見える化

case 3

再エネ電源
（PV発電／自社屋上）

夜間は
再エネ比率 �%

昼にためた
再エネを放電蓄電池

充電時および放電時の再エネ比率をコントロール

半導体工場

石油由来の電力 YOKOGAWA
例　製造時の再エネ比率が

��%の半導体

��%
��%

��%��%
��%

再エネ比率の分配をコントロールし脱炭素価値を求めるお客様へ

再エネ比率
�%

再エネ比率
���%

「カーボンニュートラルの達成」に向けた取り組み
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持続可能な社会に向けて、製造業においては、資源・エネルギーの効率的な利用と脱炭素化が求められています。しかし、工場単位、会社単位の効率化に留まっていては、世
界に広がるサプライチェーンなど、変化が激しく複雑化した社会の課題を解決することは難しく、システムとシステムを結び付ける必要があります。そして、システム間
で情報を結合させるだけでなく、運用やマネジメントを含めてシステムが連携し、全体として課題を解決していくことを目指す「System of Systems」への発展が重要とな
ります。System of Systemsの実現に向け、産業界では、AIや機械学習といった最新のDXを活用した生産（スマートマニュファクチャリング）への変革が求められています。

事業活動指標 （2023年度目標）（2022年度実績）1.2倍 1.3倍生産・エネルギー効率化事業の受注伸長率（基準年2020年度）

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

AG2023における注力領域
スマートマニュファクチャリング、
コンサルティング、ERP、MES、EMS 

医薬・食品バリューチェーンの最適化
（ERP、MES、LIMS、EQMS）

（自社）オペレーション最適化

YOKOGAWAはDXを活用し、資源やエネルギーの効率的な利用につながる企業や社会の効率化に貢献します。
AG2023では、「スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP※１、MES※２、EMS※３」、「医薬・食品バリュー

チェーンの最適化（ERP、MES、LIMS※4、EQMS※5）」、「（自社）オペレーション最適化」を注力領域とし、社会課題の
解決を通じて価値を創出していきます。

このページでは、「スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP、MES、EMS 」の貢献と成長のストー
リーを紹介します。

YOKOGAWAは、最先端のDXやIT-OT（Operational Technology：運用・制御技術）の知見とさまざまな業種に特有となる知識を活用して、お客様のスマートマニュファクチャリ
ングの実現を支援します。
 S.I.R.I※６人財 ……………………… S.I.R.I認定評価者が、お客様の組織や工場のデジタル成熟度を評価し、ビジネスの目標や準備状況に合わせた最適なソリューションの

ロードマップを立案します。
 トータルソリューションの構築 …… ロードマップに基づき、ERP、MES、EMSなどのソリューションと、YOKOGAWAのコンサルティングノウハウを融合し、現場と本社、企業とコ

ミュニティなどを統合して、膨大な情報を収集・分析し、生産プロセスやエネルギー消費効率の全体最適化、脱炭素経営などを実現する
トータルソリューションを構築します。また、地域社会と連携した電力需給の効率化ソリューションも提供しています。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
さまざまなお客様に提供している社会に貢献するソリューションの事例を積み重ね、社会での認知度を向上させることで、事業機会を創出し、受注・売上を拡大していきます。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
提供するソリューションが、独立性を保ちながら密接に連携することで、単独のシステムでは達成できない高い効率性を実現します。これにより、サプライチェーンの最適化や脱炭素
化などの大規模で複雑な課題の解決に貢献します。

How
課題解決の
アプローチ

Impact
創出価値

■ スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP、MES、EMS

※1 ERP: Enterprise Resource Planning   ※2 MES: Manufacturing Execution System   ※3 EMS: Energy Management System   ※４ LIMS: Laboratory Information Management System   ※５ EQMS: Enterprise Quality Management System   
※6  S.I.R.I=Smart Industry Readiness Index：スマートインダストリー準備指標。シンガポール経済開発庁が主要なテクノロジー企業、コンサルティング会社、産業界・学識経験者のネットワークと協力して作成。インダストリー4.0の３つの基本的構成要素

であるプロセス、テクノロジー、および組織の観点からデジタル成熟度を評価する。

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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2.企業や社会の効率化6つの貢献分野
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23YOKOGAWAサステナビリティレポート2023
強化学習AIの実証実験で確認できた効果

※1  自律制御AIとは、「自らが最適な制御方法を導き出し、経験していない状況でもある程度自律的に対応できるロバスト性の高さを持
つもの」とYOKOGAWAでは定義しています。

※2※3 2023年3月 に市場調査会社IoT Analytics（IoTアナリティクス）社が行った公開情報の調査結果に基づく。
※4 エッジコントローラで自律制御AIを活用できるサービスを提供開始。最適な制御で省エネ、生産性の向上に貢献。

※1   一部プロダクト、ソリューションは日本国内のみ販売しています。

株式会社ＥＮＥＯＳマテリアルとYOKOGAWAは、共同実証実験を継続して行い、自律制御AI※1

（強化学習アルゴリズム FKDPP：Factorial Kernel Dynamic Policy Programming）が約１年にわ
たり、化学プラントを高いパフォーマンスで自律制御できることを確認し、ＥＮＥＯＳマテリア
ルが本AIを正式採用することに合意しました。なお、強化学習AIがプラントを直接制御するもの
として正式に採用されるのは、世界初となります※2。

本実証実験は、2022年1月17日から2月21日までの35日間（840時間）連続で、既存の自動化手法が適
用できず、運転員が制御で使用するバルブの操作量を自ら考えて手動制御していた箇所をAIが制御で
きることを確認した後、プラントの定期修理を経て、現在（2023年9月末時点）まで継続して行っている 
ものです。蒸留塔の留出物の品質や液面レベルを適切な状態に保ち、かつ排熱を熱源として最大限に
活用するという複雑な条件を満たす制御をAIが行い、品質の安定化、高収量、省エネを実現しました。

YOKOGAWAは、プラントの自律化を実現する製品として自律制御AIをエッジコントローラで
利用できるサービスを世界で初めて※3開始※4しました。さらに、プラント操業の自律化を目指す
お客様に、制御箇所の課題抽出から最適な制御方法の検討とその費用対効果の試算、安全確保、
実装、保守・運営までを含めたコンサルティングサービスをグローバルで提供します。

食品業界では、食の安全・安心の追求、バリューチェーン全体の生産性向上や人材不足が課題とな
っており、IT技術やロボティクスの活用など、工場の自動化や省力化に向けたスマートファクト
リー実現への取り組みが加速しています。食品業界のトップランナーである日清食品株式会社は、
製品の安全性向上、省人化、コスト競争力のある新たな供給体制の確立が必要であると考え、次世代
型スマートファクトリーの構築に取り組まれました。

YOKOGAWAは、経験値が高く、現場を熟知していて、かつ、お客様の運用を学んで理解し、ソ
リューションを提案するパートナーとして日清食品株式会社から認めていただき、全体の設計
図を描く基本構想フェーズより参画し、お客様と共に検討しました。そして、製造実行管理システ
ム（CIMVisionLIBRA）、倉庫管理システム（MaterialStream）、操業情報管理システム（PI System）を
はじめとした合計5つのソリューション※1導入を支援しました。最新鋭の設備を自動で動かすに
はシステム間のデータ連携が必須ですが、
YOKOGAWAの5つ の ソ リ ュ ー シ ョ ン は、ス
マートファクトリーの基幹システムとして中
心的な役割を果たしています。その結果、日清
食品株式会社の生産現場の安全性、製品品質
や生産性の向上に大きく貢献しています。

YOKOGAWAは、バリューチェーン全体の最
適化を支援するソリューションの提供を通じ
て、永続的な安定供給を使命とする食品製造業
の皆様に寄り添いながら、これからもともに世
界の食卓を守り続けていきます。

世界初 強化学習AIが化学プラントに
正式採用

次世代型スマートファクトリー構築への貢献
－日清食品株式会社の事例－

注力領域 注力領域スマートマニュファクチャリング、コンサルティング、ERP、MES、EMS 医薬・食品バリューチェーンの最適化（ERP、MES、LIMS、EQMS）

case 1 case 2

日清食品株式会社 関西工場外観

6つの貢献分野 「企業や社会の効率化」に向けた取り組み
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YOKOGAWAは、製造業のお客様の経営から現場までを見渡した経営コンサルティングサービ
ス事業を展開する「横河デジタル株式会社」を設立し、2022年10月より営業を開始しました。

近年、世界の製造業は、サステナビリティトランスフォーメーション（SX）※1を進めています。
新型コロナウイルス感染症の流行、サプライチェーンの課題への対応、SDGsへの貢献、ESG経営
が求められている中、企業は競争力を高め、持続可能な社会の実現に貢献するために、サプライ
チェーンも含めた経営から現場までの事業活動全体を最適化することが必要です。これを実現
していくには、AIの活用を含めたDXが欠かせません。

一方で、すでに各組織で個別最適化されたシステムやプロセスが存在しており、その統合が容
易ではないため、現状のDXは、部分最適に留まるケースが多く見受けられます。より大きな効果
を出していくためには、各地に分散した工場やオフィスのさまざまなシステムやプロセスをグ
ローバルで統合管理し、全体で最適化を図ることが必要です。これにより、企業は経営戦略をさ
まざまな部署に浸透させ、本質的なSXを進めることができます。

横河デジタルは、DX戦略立案、AI活用、カーボンニュートラルサービス、セキュリティサービ
ス、OT戦略立案、ソフトウェアサービス、トレーニングサービス等、当社が強みとしているOTの
知見に加え、DX/ITのノウハウを加
え、IT/OTを融合したコンサルティン
グファームを目指し、お客様のビジ
ネス全体最適の価値を提供していき
ます。

※1  GMP（Good Manufacturing Practice）：安全で効果的な医薬品・食品を生産するための製造・品質管理に関する基準。各国がそれぞ
れ規則や指針を定めている。

※2  インライン計測統合型連続フロー合成法：反応から精製・取出までの生産における複数の工程において、インライン計測により統合的
に制御し、工程連続化を実現したフロー合成法を指す。

近年、低分子医薬品とバイオ抗体医薬品の長所を兼ね備えた理想の医薬品として、ペプチド医
薬品や核酸医薬品といった中分子医薬品が、薬効が高く副作用が低い特徴を持つことから活発
に研究されています。

今後成長が見込まれる中分子医薬分野において、横河電機は、受託開発から受託製造までを一
貫して請け負うCDMO （Contract Development and Manufacturing Organization：医薬品受託
開発製造）に研究機能を加えたCRDMO（Contract Research, Development and Manufacturing 
Organization：医薬品受託研究開発製造）事業を推進する合弁会社「シンクレスト株式会社」（出
資比率：大塚化学51%、横河電機49%）を大塚化学株式会社様と設立しました。YOKOGAWAが持
つ世界トップレベルの計測・制御技術で実現可能とな
る生産工程管理と大塚化学のGMP※1管理のノウハウを
ベースとした最先端の技術を融合させることにより、
被測定物に対する非破壊的高精度計測がリアルタイム
で可能な世界最先端のインライン計測統合型連続フ
ロー合成法※2の開発に成功しました。

共同開発したインライン計測統合型連続フロー合成
法を用いることにより、シンクレストは、製薬会社の基
礎創薬研究からプロセス開発、商用生産まで一貫して
対応し、生産効率の向上に貢献していきます。さらに、
バリューチェーンにおけるQ（クオリティ）、D（デリバ
リ）、C（コスト）に関するさまざまな課題や多様なニー
ズに対し最適なサービスを提供していきます。

製造業のDXを支援する
「横河デジタル株式会社」を設立

合弁会社「シンクレスト」を設立し、中分子医薬
品向け受託研究開発製造事業に本格参入

6つの貢献分野

case 3 case 4

シンクレスト社の鳴門工場

横河デジタルが実現するグローバルでの最適化

「企業や社会の効率化」に向けた取り組み

※1  サステナビリティトランスフォーメーション：企業
の強みやビジネスモデルを強化しつつ、持続可
能性を意識した経営に取り組む変革。

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories

010_0876614182308.indd   24010_0876614182308.indd   24 2023/10/17   11:55:372023/10/17   11:55:37



25YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

プラントでの生産活動にともない排出される有害性物質や排水による、環境や生物への影響が問題となっており、環境負荷低減の取り組みが加速しています。環境汚
染の防止や抑制を目指し、各国・各地域でさまざまな規制が整備されており、その順守が事業を継続するうえで極めて重要となります。化石燃料の燃焼に伴う温室効果
ガス、硫黄酸化物、窒素酸化物の排出削減や、排水の水質を管理し規制を順守することは企業の社会的な責任であり、地域社会と良好な関係を構築することにもつなが
ります。

事業活動指標 （2023年度目標）（2022年度実績）1.2倍 1.3倍環境分析計受注高伸長率（基準年2020年度）　　

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

AG2023における注力領域

プラントの環境負荷低減支援

プラントの長期最適運用支援

（自社）事業所における環境保全(水、生物多様性)

YOKOGAWAは、プラント資産の長期最適運用と環境負荷低減の両立に貢献します。AG2023では、「プラントの長
期最適運用支援」、「プラントの環境負荷低減支援」、「（自社）事業所における環境保全（水、生物多様性）」を注力領
域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出していきます。
このページでは、「プラントの環境負荷低減支援」の貢献と成長のストーリーを紹介します。

信頼性の高い気体成分や水質の計測値の取得はあらゆる燃焼、浄水、廃水処理などのプロセスの監視・制御に必須となります。
水質管理を例にとると、YOKOGAWAが提供しているpH計、溶存酸素濃度計、導電率計などの分析計は、浄水設備における水の浄化プロセス管理、廃水や汚水処理の過程およ
び排水の最終段階で水質をモニタリングする目的で使用されています。また、水質管理においては複数の分析計が必要であり、正確な計測を継続的に行うためには定期的な
保守（洗浄・校正・部品交換）も求められます。YOKOGAWAの液分析計SENCOM4.0プラットフォームは、信号処理部のプラットフォーム化とセンサのデジタル化により、導入コ
スト低減と保守性の向上を実現しました。具体的には１台の信号処理ユニットで複数のセンサの信号を処理できるようにすることで設置工事を含めた導入コストを削減すると
ともに、わかりやすいユーザーインターフェースの導入や豊富な通信プロトコル群により外部システムとの接続の拡張性を向上しました。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
分析計の売上拡大により、YOKOGAWAの中長期的な成長に貢献します。また、環境負荷低減支援の中核製品としてあらゆる産業へ応用することで、事業機会を創出します。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
工場排水を始めとした水の水質モニタリングや、気体成分のモニタリングにより、環境法規制が順守され、汚染の防止に貢献します。

How
課題解決の
アプローチ

Impact
創出価値

■ プラントの環境負荷低減支援
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3.ライフサイクル最適と環境保全6つの貢献分野
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注力領域 プラントの環境負荷低減支援

銅製錬プロセスの高度制御による発電量増加でCO2削減に貢献case 1

銅製錬プロセスでは自解炉、転炉、硫酸製造プロセスの反応器といった各装置で大量の熱が発
生します。これらの熱は装置毎に設置されている廃熱ボイラでスチームを生成することで回収
されます。この高温高圧のスチームは発電用タービンに供給されて減圧された後、工場用スチー
ムとして使用されます。しかし、本プロセスは発生スチーム量が「基本的に一定」である一般的な
火力発電プロセスと異なり、銅製錬の状況によって発生するスチームが短時間で激変します。し
たがって、発生スチーム量が工場のスチームの要求量より多い時は、スチームを短時間蓄える装
置に供給して、発生スチーム量が少ない時に備えます。発生スチーム量が短時間で急増する時
は、タービンに供給するスチーム量を上限値まで素早く調整し、それでも間に合わない時は減圧
弁を素早く開けて工場用スチームに逃がさないと、スチーム圧力が急上昇して安全弁からの無
駄な大気放出を招くことになります。そのため、必要な量の工場用スチームを最優先で確実に供
給しつつ、タービンに供給するスチームを最大化してタービンでの発電量を最大化するのが課
題となっていました。

今回、高度制御（Platform for Advanced Control and Estimation）を使ってスチームをタービ
ンで最大限有効に利用するシステムを実現しました。本高度制御はスチームを蓄える装置や
タービンの運転制約条件を満足しつつ、工場用スチーム供給圧力を一定に保ち、発電に貢献しな
い減圧弁経由での工場スチーム供給量を最小化して、タービン供給スチーム量を最大化してい
ます。

従来は熟練オペレータの操作に頼っていましたが、高度制御により自動的に工場用スチーム
の安定供給と発電量増加が同時に達成できました。また、本高度制御により、発電量が1％程度増
加しました。その分だけ電力会社からの電力購入量が減り、年間300t程度のCO2削減が試算され
ました。YOKOGAWAは、このような高度制御ソリューションの提供を通じて、お客様プラントの
パフォーマンスを向上させるとともに、環境負荷の低減に貢献していきます。

JX金属製錬株式会社 佐賀関製錬所

製錬所での実績 CO2排出抑制量
300t/年

6つの貢献分野 「ライフサイクル最適と環境保全」に向けた取り組み
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自然災害や事故などによりプラントが危機的な状態に瀕した場合、プラントで働く人やお客様の資産にさまざまな悪影響をもたらす可能性があります。プラントオー
ナーには、プラントで起こり得るリスクを評価し、それが「人、モノ、環境」に与えるリスクを最小化することが求められています。一方、過剰なリスク低減策はプラント
の生産性を低下させるため、適切なリスク低減策を実行し、維持管理する必要があります。

事業活動指標 （2023年度目標）（2022年度実績）157システム 157システム安全計装システム提供数

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

AG2023における注力領域
プラントと働く人の安全、保安支援

ライフサイエンス

ライフライン・上下水道支援

（自社）労働安全衛生、人権尊重

YOKOGAWAは、ライフイノベーションの推進と、プラントや地域社会の安全向上に貢献します。AG2023 では、「プ
ラントと働く人の安全、保安支援」、「ライフサイエンス」、「ライフライン・上下水道支援」、「（自社）労働安全衛生、人権
尊重」を注力領域とし、社会課題の解決を通じて価値を創出していきます。

このページでは、「プラントと働く人の安全、保安支援」の1つ目の貢献と成長のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAは、国際規格や業界のベストプラクティスに基づき安全計装システム(ProSafe-RS)の社内管理基準を定めており、安全計装システムが適切に提供される仕組みを
構築しています。また、求められる安全水準に応じて適切な製品・サービスが提供できるように、製品ラインナップの拡充を継続的に行っています。安全計装システムは、自己診
断機能を有し異常発生時に確実に動作できることが必須となりますが、自身の状態を適切にオペレータに通知することも重要となります。YOKOGAWAの安全計装システムは、
統合生産制御システム（CENTUM VP）や統合情報サーバ（CIサーバ）との統合を図ることができ、プラントの安全を見える化することにより、お客様や社会に安全・安心を提供し
ています。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
求められる安全レベルに対して優れた製品・サービスを提供し、お客様の緊急遮断システムおよび防消火システム等への導入機会を拡大します。また、安全計装システムの提供を
起点に、他のYOKOGAWA製品の導入機会を創出します。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
プラントの安全・安心な運用に貢献し、お客様が安全かつ安定的な供給責任を果たすことに貢献します。

How
課題解決の
アプローチ

Impact
創出価値

■ プラントと働く人の安全、保安支援 (1)

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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4.安全と健康の向上6つの貢献分野
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4.安全と健康の向上

これまで産業を支えてきた高度な知識と経験を保有するベテランエンジニアやオペレータが引退しつつあります。また、人手不足や業務を引き継ぐ若手世代が十分な
経験を積んでいないため、プラントの安全な操業や運転を維持していくことが課題となっています。

事業活動指標 （2023年度目標）（2022年度実績）21システム 30システムプラント運転訓練シミュレータ提供システム数

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

AG2023における注力領域

このページでは、「プラントと働く人の安全、保安支援」の2つ目の貢献と成長のストーリーを紹介します。

YOKOGAWAのグループ会社である株式会社オメガシミュレーションで培ったダイナミックシミュレータを軸に、以下のソリューションを強化し、課題を解決していきます。さらに、
ダイナミックシミュレータをベースとしたデジタルツインを活用することで、プラントの最適運転を支援し、環境保全にも貢献します。
 プロセス教育 …………… 経験の浅い人が化学プロセス(プラントや機器)をダイナミックシミュレータ上で実際に操作して、体感しながらプロセスの基本を習得します。
 プラント運転訓練 ………… 運転訓練システムにより、定常操作、異常時操作を学習することで、安全なプラントの運転、保守点検を実現します。
 プラント最適運転支援 ……  ダイナミックシミュレータにより実際のプラントの状態を仮想プラント上に写像し、真のダイナミック・デジタルツインを構築します。これにより、最適

な運転条件を把握することが可能となります。また、AI技術を利用したプラント制御や運転支援が着目されていますが、ダイナミックシミュレータを
活用して異常状態を含むさまざまな操業データをシミュレーションにより生成することで、AIが運転条件を継続的に最適化することができます。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
ダイナミックシミュレータの通算納入数を500システム以上まで伸長させ、売上の拡大を目指します。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
プロセスの教育や運転訓練がお客様のエンジニア、オペレータのプロセス知識の向上につながり、プラントの安全な操業に貢献します。また、最適な運転条件の把握を通じて、投入
する資源や廃棄物の最小化に貢献します。

How
課題解決の
アプローチ

Impact
創出価値

■ プラントと働く人の安全、保安支援 (2)

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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6つの貢献分野

Introduction Our Goals Social Environment Governance InformationOur Stories

010_0876614182308.indd   28010_0876614182308.indd   28 2023/10/17   11:55:402023/10/17   11:55:40



29YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

水は飲用水などの日常的な用途だけでなく、食料生産や経済活動においても人間の生活を支えていますが、気候変動や世界的な人口の増加によって、安定した水資源の確
保が困難になっています。2050年までに世界人口は約90億人に達する見通しですが、約50億人が水不足に見舞われると言われており、安全な水を安定的に供給すること 
が不可欠です。また、国や地域ごとに品質基準や使用率、需要などの異なる課題を抱えており、地域特性に応じた要求や課題にも取り組んでいかなければなりません。

事業活動指標 （2023年度目標）（2022年度実績）87ソリューション 90ソリューション水改善ソリューション提供数（日本を除く）

Why
向き合う社会課題

貢献と成長のストーリー

このページでは、「ライフライン・上下水道支援」の貢献と成長のストーリーを紹介します。

安全な水を安定して供給するためには、水源の開発、上下水道のインフラ構築、水処理と水質管理、効率的なシステム運用などを適切に行う必要があります。 YOKOGAWAは、
日本の上下水道での豊富な納入実績とプロジェクト遂行力を生かし、水源から上水道、水利用、下水道、放流水域までの水循環のすべてをつなぎ、水資源の量・質の確保と向
上を支援し安全・安心な水供給に貢献します。具体的には、上下水道設備や海水淡水化、再生水プラント、パイプラインや貯水池などへの各種製品・ソリューション・サービスの
提供を通じて、運転支援・自律化の実現や配水・水質管理、エネルギー使用量の削減、処理コストの削減、水処理量の最大化、保守管理コストの削減などに貢献します。また、将
来的には、下水再生水の飲用化、シミュレータとAI技術を活用した運転支援および人材育成などへの貢献も目指します。

YOKOGAWAの事業成長にあたえるインパクト
新興国向けODA（政府開発援助）に参加し、事業機会を創出します。監視・制御、フィールド機器などの既存製品の提供に加え、下水再生水飲用化や配水管理・漏水管理などの新た
なソリューションを開発し、水環境改善ソリューションの提供数を拡大していきます。

お客様を通じて社会、環境にあたえるインパクト
新興国や発展途上国を中心に、人口増加や社会、経済の発展により水不足が課題になっている国や地域に向けて、安全で安定的に水を供給できる環境の構築を支援し、水リスクの
ない平和な社会づくりに貢献します。これにより、SDGsの目標6（すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する）の達成に貢献します。

How
課題解決の
アプローチ

Impact
創出価値

■ ライフライン・上下水道支援

AG2023における注力領域

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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4.安全と健康の向上6つの貢献分野
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OpreX IT/OT SOC

注力領域 プラントと働く人の安全、保安支援

最先端のテクノロジーを活用したサイバーセキュリティサービスcase 1

現在、毎日のように新たなサイバーセキュリティ脅威が出現しています。技術の進化に伴い、
サイバー脅威や脆弱性が組織のデータ・資産・評判に深刻な損害を与える可能性があり、セキュ
リティの脅威は経営リスクの1つとして認識されています。セキュリティ・オペレーション・セン
ター（SOC）は、サイバー攻撃の検知や分析を行い、対策を講じる専門組織であり、効果的なサイ
バーセキュリティ戦略に欠かせないものとなりつつあります。

製造業では、オペレーショナルテクノロジー（OT）のデータを会社の経営情報資源として有効
活用する動きが加速しています。従来別々に管理されていたOTとITがDXによって統合が進んで
おり、サイバーセキュリティもIT/OT双方を統合して管理することが重要となります。

YOKOGAWAでは、DX推進のためにはセキュリティの強化が必須であると考え、2019 年から横
河電機セキュリティ・オペレーション・センター（Y-SOC）を設置し、生産工場を含む世界各地のグ
ループ企業のさまざまなIT機器を監視しています。

こうした経験やこれまで培ってきたさまざまな業種のOTナレッジを生かし、YOKOGAWAは、
OpreXTM IT/OT Security Operations Center （IT/OT SOC）サービスの提供を2022年8月に開始し
ま し た。IT/OT SOCは、セキュリティ情報およびイベント管理（Security Information and Event 
Management：SIEM）を採用したクラウドベースのセキュリティ管理サービスであり、さまざまなサ
イバー脅威情報や機械学習ツールによる検知プログラムを用いて、インシデント検知から防御にま
で亘る運用の自動化を実現します。さらに、YOKOGAWAグループの各地域のエキスパートがお客様
のセキュリティチームと密接に連携し、お客様をサポートしています。

YOKOGAWAは、最先端のテクノロジーとOTナレッジを活用したサービスにより、お客様のDX
推進とセキュリティリスク低減の両立に貢献していきます。

Industrial Enterprise 
IT/OT

Value added Dashboards

OT Network Security Monitoring

ML and AI-based SIEM

Automated incident workflow 
with orchestration tools Cyber Threat Intelligence

Elastic cloud for a fast, scal-
able, and unified approach

Real Time Monitoring

IT Network Security Monitoring

Quick incident 
response

Detection of known 
and unknown threats Pro-active defense

Ultimate collabora+
tion, flexibility, and 
support 

6つの貢献分野 「安全と健康の向上」に向けた取り組み
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石油ガスの安定供給を図るために、新しい技術の導入や人材育成に対するニーズが高まって
います。

一般財団法人JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関（Japan Cooperation Center 
for Petroleum and Sustainable Energy、以下JCCP）は、技術協力や人材交流を通じて産油・産ガス
国と日本との友好関係を増進するために1981年に設立され、主要事業として、海外エンジニア対象
の研修内容も含めたさまざまな研修提供を通した人材育成事業に注力しています。

JCCPは、産油・産ガス国における産業強化のための新しい技術導入や人材育成に対するニーズ
に応えるため、デジタルトランスフォーメーション（DX：Digital Transformation）を活用して研修カ
リキュラムの拡充を検討した結果、最新デジタル技術である仮想現実（VR：Virtual Reality）の現場活
用に着目したYOKOGAWAのバーチャル現場作業トレーニングを導入することを決定しました。こ
のシステムでは、仮想環境内に構築された化学プラントにおいて、講師がフィールド機器の分解な
どの作業を行う様子を各国からリモートで参加する研修生とオンラインで共有することができ、研
修生はその場にいなくても臨場感溢れるより実践的なトレーニングを受けることができます。

YOKOGAWAが提案したこのバーチャル現場作業トレーニングは、「現場作業のトレーニングにイ
ノベーションを」をコンセプトとし、仮想空間内に作
られたプラントに対する操作を模擬体験できる次世
代の3Dソリューションで、プラントのデジタルツイ
ンを構築し活用します。これにより、研修参加者の満
足度を向上させることができました。

YOKOGAWAは今後も最新デジタル技術を活用
し、物理的制約のない仮想環境で行える魅力的な研
修カリキュラムを提供することで、最先端技術を用
いてより有効な現場作業トレーニング環境を構築し
ていきます。

インドでは、近年の急速な人口増加や経済発展により水需要が年々増加し、水不足が深刻化して
います。水資源は、人々の生活や命に直結するため、水資源管理のインフラ構築が喫緊の課題となっ
ています。

インドNational Hydrology Project (NHP)は、インド国内の水資源供給の最適化および管理機関の
能力強化を目標とし、水資源の範囲、質、アクセスのしやすさ、洪水および流域レベルの資源評価/計画 
に関する意思決定支援システムを改善する国家プロジェクトです。YOKOGAWAは、このインドNHP
に対し、水資源ネットワークの構築を加速し、インド全域にわたるインド水資源情報システム（WRIS） 
の強化を支援するため、DCSおよびSCADAシステムによる遠隔監視・制御を提案・提供しています。

インドでは、灌漑と発電を目的として堰、ダム、貯水池などが多く建設されており、各貯水池には灌
漑用に運河システムが整備されています。この運河システムには、運河に水が無くならないよう、水
量を計測し、計測した水量に応じて放出流量を制御する 
ためのモーターを備えた計測機器が設置されています。 
放出する本水路と副水路の水流は、ダム貯水量に基づき、
DCSおよびSCADAシステムによって中央制御室から遠隔
監視・制御しています。また、ダム水位や配水量などの重
要データから遠隔制御によるゲート操作を行い、副水路
を通じて最適水量を算出し、各農業区画に配水します。

YOKOGAWAの現場状況に応じたリアルタイムな遠
隔制御による水資源の最適化制御技術はインド政府に
高く評価いただき、2020年12月から2023年7月現在ま
で、9州にまたがる14のNHPで当社制御システムが採用
されました。YOKOGAWAは、当社のリアルタイムな遠
隔監視・制御により、インド各州で展開されているNHP
の推進に貢献していきます。

バーチャル現場作業トレーニングの導入により、
実践的な研修カリキュラムを実現

遠隔監視・制御技術でインドの国家水資源
プロジェクトに貢献

6つの貢献分野

注力領域 注力領域プラントと働く人の安全、保安支援 ライフライン・上下水道支援

case 2 case 3

バーチャル現場作業トレーニングのイメージ インドNHPにおけるYOKOGAWAの実績

「安全と健康の向上」に向けた取り組み
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世界的にカーボンニュートラルの動きが強まる中、リチウムイオン蓄電池(Lithium ion 
Battery , LiB)を使用した、電気自動車(Electric Vehicle , EV)の普及が各国で加速しています。車載
用LiBの需要拡大に伴い、使用済みの車載LiB（中古LiB）も増加すると予想されています。さらに欧
州では蓄電池の製造過程やライフサイクルの各段階の情報をデジタル上で記録・管理する「バッ
テリーパスポート」が今後制度化される見通しであり、資源確保の面からもLiBの再利用を活性
化することが求められます。この流れは欧州以外の国や地域にも影響を与えると考えられます。

この社会的要求を受け、さまざまな企業が中古LiBを定置用のエネルギーストレージシステム
（Energy Storage System , ESS）としてリパーパスする（一次利用時とは異なる用途向けに作り

かえる）取り組みを進めています。
しかし、「車載LiB時の一次データが入手できず劣化状態が十分に把握できないため、ESSとし

て再構築する際に懸念が残ること」や「リパーパス企業はLiBメーカーに代わってESSの製品保証
を行う必要があること」など、安全性の課題により、リパーパスの取り組みが進んでいないのが
現状です。そこでYOKOGAWAは、中古LiBのリパーパスに取り組むお客様へ独自の診断技術を用
いたソリューションを展開しています。

YOKOGAWAの蓄電池診断システムは、LiBの充放電データをYOKOGAWAのクラウドにアップ
ロードすることでLiBの劣化状態を診断することが可能です。そのため、インピーダンス測定器
など専用の機器は必要なく、さらには車載LiB時の一次データがなくとも診断が可能です。また、
中古LiBをESSに再構築する時だけでなく、運用中ESSの劣化状態についても継続的に把握でき、

リパーパス企業の製品保証をサポートすることができます。
現在、YOKOGAWAは国内や中国のお客様が進めているリパーパス事業に参画し、診断技術の

有効性検証や中古LiBをリパーパスしたESSの構築実証を進めています。また、ESS構築に必要な
各種機器のメーカーや保険会社などとの連携も行い、保守力の高いビジネス体制を目指してい
ます。YOKOGAWAはこれからも自社のコアコンピタンスを活用し、お客様の課題を解決すると
同時に資源問題などの社会課題の解決に貢献していきます。

EV中古蓄電池の再利用フロー全体図

蓄電池診断サービス

リパーパス 二次利用

YOKOGAWA
蓄電池診断システム

大型定置用蓄電池

リサイクル工場
素材へ

回収 初期診断
定置用蓄電池

低出力高容量型

定期診断初期診断

「資源循環型エコシステムの創造」に向けた取り組み

注力領域 高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援

独自の診断技術による中古リチウムイオン蓄電池の有効活用へ向けた取り組みcase 1

AG2023における注力領域
高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、
リサイクルビジネス効率化支援YOKOGAWAは、バイオエコノミーや資源循環システムの確立に貢献します。

AG2023では、「高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、リサイクルビジネス効率化支援」を注力領域とし、社
会課題の解決を通じて価値を創出していきます。

貢献と成長のストーリーは、YOKOGAWAサステナビリティレポート2022で紹介しています。

5.資源循環型エコシステムの創造6つの貢献分野

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野
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33YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

には、外部ベンダーが提供するコースに加えて、社内で開発した18のeラーニングのコースが含
まれており、YOKOGAWAのビジネスにおけるAIの活用事例を社員が自由に受講できます。2020
年度から2022年度の3年間で、全従業員の約7%がeラーニングを受講しました。これまではビギ
ナーレベルのカリキュラムが中心でしたが、今後はよりハイレベルなカリキュラムの提供も目
指していきます。

各カリキュラムを修了した人財は、AI技術を駆
使してデータを分析するだけではなく、さらに
YOKOGAWAのプロセスに関する豊富な知識や知
見を加えてデータの分析結果の解釈や意味づけ
を行い、お客様の目標達成に貢献する最適な操業
を実現していきます。

YOKOGAWAの主要なお客様である製造業においては、操業対象範囲の拡大、品質のばらつき、
熟練技術員の不足などのさまざまな問題に対応することが求められています。そのような状況
のもと、IIoT（Industrial Internet of Things）技術などの発展によって、プラントや工場では多く
のデータを収集できるようになってきています。そこで、収集したデータとAI（人工知能）を活用
することで、先に示したような問題を解決していくことが望まれています。しかし、AIの活用が急
速に求められている一方、AIの導入や普及を担う人財の不足が深刻な問題になりつつあります。
そのような中でYOKOGAWAは、「今を知り、将来を予測し、操業を最適化する」としたビジョンを
掲げ、AI技術を使ってデータを分析するだけでなく、ドメイン知識なども同時に活用してお客様
の目標達成に貢献できる人財を育成しています。

私たちはAIを活用できる人財のタスクイメージを想定し、その役割をAIコンサルタント、AI
セールスエンジニア、AIエンジニア、AIプランナー、AIユーザーの５つに分けて定義しました。そ
して、目標とする人財像をビギナーからプロフェッショナルまで4つにレベル分けし、適切なカ
リキュラムを各自が選定して習得できるような育成プログラムを構築しました。カリキュラム

AI 人財の育成プログラム
注力領域 変革に向けた人財育成と能力開発

case 1

「能力を発揮できる環境の実現」に向けた取り組み

AG2023における注力領域

YOKOGAWAは、一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境を整備します。
AG2023では、「（自社）社員のWell-beingとエンゲージメント」、「（自社）変革に向けた人財育成と能力開発」、「（自

社）ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進」を注力領域とし、社員を支援するとともに、社会課題解決
のための基盤を強化していきます。

6.能力を発揮できる環境の実現6つの貢献分野

Y O K O G A W A の 貢 献 分 野

能
力

を
発

揮
で

きる

環
境

の
実

現

資源循環型エコシステムの創 造

安
全

と
健

康
の

向
上

ライフサ
イク

ル
最

適
と

環
境

保
全

企業や社会の
効率化

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ートラルの

達
成

能
力

を
発

揮
で

きる

環
境

の
実

現

Circular 
Economy

Net-zero 
Emissions

Well-being

Three
goals

（自社）社員のWell-beingとエンゲージメント

（自社）変革に向けた人財育成と能力開発

（自社） ダイバーシティ、エクイティ＆ 
インクルージョンの推進
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）
YOKOGAWAを取り巻く環境 気候関連財務情報

TCFDへの賛同

気候変動は、世界が一丸となって取り組むべき喫緊の課題となっています。
産業革命前からの気温上昇幅を1.5℃に抑えること（1.5℃目標）が世界の公式な目標として合意さ

れています。この1.5℃目標は、気候変動に伴う豪雨や強風、干ばつ等による被害が近年世界中で顕著に
なっていることを踏まえ、2015年パリ協定の2℃目標からさらに踏み込んだ目標となっています。企業
もさらなる気候変動への対応が求められています。

このような動きを受けて、YOKOGAWAのお客様や投資家の行動は大きく変化しています。お客様
は、サプライチェーン全体での温室効果ガス（GHG）の排出削減を目指しており、YOKOGAWAの排出削
減に向けた取り組みを加速することが求められています。加えて、資本市場では、GHG排出量に関する
情報開示を拡充させていく動きが活発になっており、世界各国で事業を展開する我々は、適切な対応
を迫られています。

世界の人口が増え続ける中、社会全体が必要とするエネルギーや資源を供給し続けていく必要があ
ると同時にGHG排出量削減を実現していくことが、社会全体の課題となっています。YOKOGAWAは、
2050年に向けて目指す社会の姿としてNet-zero emissionsを掲げ、AG2023で設定した６つの貢献分野
の1つに「カーボンニュートラルの達成」をあげています。GHG排出の抑制と、安価で信頼できる持続
可能なエネルギーへの転換を重点課題と認識し、自社の操業により排出するGHGを削減するだけでな
く、事業を通じて、再生可能エネルギーの普及やエネルギー利用の効率化に貢献しています。

気候変動の課題に積極的に向き合い将来に備えていくという意思のもと、金融安定理事会（FSB）が
気候変動に関する財務情報の開示を推進するために設立した「気候関連財務情報開示タスクフォース
TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」に よ る 提 言 の 支 持 を 表 明 し ま し た

（2019年2月）。

取締役会は気候変動への対応の基本方針と、リスクと機会の管理体制の整備に関する基本方針を
定め、その体制が有効に運用されていること、およびサステナビリティの課題へ適切な対応がなされ
ていることを監視・監督しています。また、事業戦略や計画を議論する際に気候関連の影響を考慮し
ています。

取締役・監査役の選任にあたっては、当社に必要性の高い経験、スキル、専門性などを考慮してい
ます。気候関連問題はサステナビリティおよびESGにおける最重要な項目です。

経営会議は、業務執行にかかる意思決定機関として、事業戦略や計画の立案に際し、リスクと機会
の両面から気候変動の影響を考慮しています。気候変動に関する目標を含む、中期経営計画とリンク
したサステナビリティ目標に取り組むとともに、進捗状況を定期的に取締役会に報告しています。

気候変動のリスクを含むグループ全体のリスクに関して、リスク管理委員会を設置し、グループ
として重点的に管理すべき重点管理リスクを選定し、管理状況をモニタリングして取締役会に報告
しています。代表取締役社長は、リスク管理委員長としてリスク管理の統括責任を負っています。

サステナビリティ視点に特化した議論を行うことを目的として、代表取締役社長を委員長とし
経営会議の諮問機関となるサステナビリティ委員会を設置しています。サステナビリティ委員会で
は、気候変動・GHG排出の諸課題を対象に含むマテリアリティ分析の実施や、気候変動に関するリスク
や機会について議論します。サステナビリティ委員会で議論した内容は経営会議で決定し、取締役会
に報告しています。

取締役会の役割

経営の役割

推奨開示事項：a）取締役会による監視体制　b）経営の役割

気候変動のリスクと機会に関するガバナンス

ガバナンス
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YOKOGAWAは、エネルギーや化学など、GHG排出量に大きな影響を与える製造業をお客様として事業を
行っており、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリューションで、お客様の
GHG排出量削減に貢献しています。 また、蓄電池や水素などのエネルギー貯蔵の活用も含めたエネルギー
サプライチェーンにおけるインフラの最適運用を可能にするエネルギーマネジメントの確立に取り組んで
います。

劇的な事業環境変化の加速を踏まえ、長期経営構想では気候変動への対応などの社会共通価値の
提供を通じて成長を目指すこととし、AG2023では再生可能エネルギー関連の市場の成長や気候変動
の課題を踏まえたお客様の事業戦略の転換により生まれるビジネス機会を捉え、ビジネスの拡大に
向け取り組んでいます。また、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリ
ューションで、お客様のGHG排出量削減に貢献しています。具体的には、中長期的な6つの貢献分野を
設定し、それぞれの貢献分野について、注力領域とサステナビリティ目標（2030年度・2023年度）を設

経済的合理性の高いGHG排出量削減施策を推進するため、2022年度よりICPの運用を開始しまし
た。設備投資やエネルギー調達の検討時に想定されるGHG排出量の増減を金額換算し、財務的な判断
に加味することで、GHG排出量の影響を踏まえた意思決定をしていきます。グループ全体を対象に、
Scope2の削減に大きく寄与する再生可能エネルギー電力の調達や生産機械設備への投資をターゲット
に、炭素価格（1,000円/t-CO2）を設定しています。ICPの方針や炭素価格はサステナビリティ委員会
で審議し、経営会議で決定します。今後は、Scope1やScope3、また、事業計画の立案などにも順次ICP
を適用し、炭素価格を設定していきます。

定しました。貢献分野の1つである「カーボンニュートラルの達成」では、GHG排出の抑制と安価で信
頼できる持続可能なエネルギーへの転換の実現に向け、再生可能エネルギーインフラ支援、蓄電池製
造支援や当社事業所とサプライチェーンのGHG排出量削減等を注力領域と定めています。また、「企
業や社会の効率化」のスマートマニュファクチャリング事業や、「資源循環型エコシステムの創造」を
目指す新しいビジネスの支援など、GHG排出量削減に貢献するお客様の効率化や新規事業も注力領
域としています。 

サステナビリティ目標達成のため、主力事業である制御事業は、3つのサブセグメント「エネル
ギー＆サステナビリティ」「マテリアル」「ライフ」でビジネス展開を行っており、着実に事業を拡大し
ています。脱炭素社会に向けたビジネスにスポットを当てた「エネルギー＆サステナビリティ」では、
再生可能エネルギー業種に注力しており、脱炭素化に向けた世界の潮流が進む中で、お客様のビジネ
スの変革に貢献します。また蓄電池を含む複雑なエネルギーサプライチェーンにおける、エネルギー
送配インフラ全体の最適運用を可能にするエネルギーマネジメントを確立していきます。「マテリア
ル」では高機能化学市場におけるソリューションを拡大しています。カーボンニュートラルと循環型
経済の動きが加速する中、モビリティ市場におけるCO2削減を背景に電気自動車（EV）向け2次電池な
ど新素材のニーズに応えていきます。カーボンマネジメントソリューションの取り組みで、CO2削減
をはじめ、環境、社会課題の解決に貢献します。「ライフ」では、気候変動の適応に貢献する医薬・食品
分野におけるエネルギー削減や効率化ニーズを背景とした、バリューチェーン全体の生産性向上支
援に関するビジネス拡大しています。水ビジネスでは、水の安定供給や品質向上ニーズの高まりを受
け、広域排水管理や海水淡水化といった海外展開、さらに再生水の引用利用に向けた実証実験など新
たな価値創出に取り組んでいきます。測定器事業では、電力供給会社の化石燃料から再生可能エネル
ギーへの転換実現への貢献、またEVをはじめとした電動化開発向けの計測ソリューション提供によ
り、CO2排出Net-zeroを目指します。

気候変動に関するおよそ10年後の事業環境の変化を、政治、経済、社会、技術の観点でそれぞれ分析しま
した。政治の観点では、気候変動対応に向けた法規制強化や、人口増に伴うエネルギー不足に起因する地政
学リスクの高まりが想定されます。経済の観点では、再生可能エネルギーの普及を前提としたエネルギーの
多様化に加え、食料、水不足や資源の枯渇が想定されます。社会の観点では、温暖化の進行や経済成長に伴
う消費拡大による環境汚染の深刻化が想定されます。また、技術の観点では、AIやIoTなどのデジタル技術が
社会構造を大きく変化させ、資源循環に貢献するバイオマス素材が普及すると想定されます。これらの環
境変化を背景に、当社のお客様は、再生可能エネルギーを含む低炭素ビジネスやバイオ等の低環境負荷素
材を生み出す企業への転換を進めており、それらの領域におけるビジネスの機会が拡大しています。 

戦略の概要

長期経営構想・中期経営計画 
インターナル・カーボン・プライシング（ICP）の導入

中長期的な事業環境変化

推奨開示事項：a）中長期リスク
b）事業、戦略、財務計画への影響
c）気候シナリオに対する戦略のレジリエンス

気候変動のリスクと機会がもたらす事業、戦略、財務計画への影響

戦略

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）
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長期経営構想およびAG2023の策定に際しては、社内で設定した1.5℃シナリオと4℃シナリオにおい
て、リスクと機会の評価や対応策の立案を行いました。1.5℃シナリオにおいては、各国の脱炭素政策の
強化等によるエネルギートランジションの加速に伴い、化石燃料ビジネスの縮小を見込むものの、再生
可能エネルギーや省エネルギービジネス等のニーズの高まりを想定しています。また、4℃シナリオに
おいては、洪水などの自然災害増加に伴う事業所およびサプライチェーンへの被害、異常気象に伴う農
作物の収穫量低下や疾病の増加といった物理リスクの増大に起因する、防災ソリューションや医薬品・
食品生産関連ビジネスの拡大を想定しています。これらの気候変動に関するリスク・機会を、事業セグ
メントとリスクの種類ごとに深掘りし、対応の方向性を策定・事業戦略に組み込んでいます。 

不確実性の高い気候変動については、地球全
体に深刻で、広範、不可逆的な影響が生じる4℃
シナリオ、2℃シナリオより厳しく温室効果ガス
の排出削減などが必要となる1.5℃シナリオへの
対応を含めて、2030年の社会を考察しています。

※ 物理リスクについては、グループ各社・全拠点を含む全組織を対象としたリスク評価を実施しました。また中長期リスク（3～5年）として管理されて
おり、毎年リスクへの対策計画を立案しています 。

気候シナリオに対する戦略のレジリエンス

想定される気候変動シナリオ

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

分類 事業セグメント 主な機会 対応の方向性

機会

エネルギー＆
サステナビリティ
事業

蓄電池や水素などのエネルギー貯蔵の活
用も含めたエネルギーサプライチェーンに
おける、エネルギー送配インフラ全体の最
適運用を可能にするエネルギーマネジメン
トの確立

・ソリューションの提供範囲をバリューチェーン全体へ拡大
・PoCや先行実験的なプロジェクトを通した、お客様との共創
・ CCUSや水素などのビジネス分野で、関連する業界のステーク

ホルダーと協働しながらビジネスモデルや事業採算性を検証
・M&A、各国政府の支援スキームも活用した事業展開の加速
・ 再生可能エネルギーインフラ支援をカーボンニュートラルの

達成に向けた注力領域に設定・推進

脱炭素に向けた世界の潮流が進む中で、
お客様の業種についての深いドメインナ
レッジを活用してお客様のビジネスの変
革に貢献

マテリアル事業

カーボンニュートラルなど現場から経営レ
ベルを含めたサプライチェーンでの課題
解決や循環型経済の実現に貢献できるよ
う、ソリューションポートフォリオを拡充

・グローバルレベルでのソリューション提供力を強化
・ カーボンマネジメントソリューションの取り組みで、CO2削減を

はじめ、環境、社会課題の解決に貢献
・ モビリティサプライチェーン（高機能化学、蓄電池、半導体）の

製造支援をカーボンニュートラルの達成に向けた注力領域に
設定・推進

ライフ事業

医薬・食品産業分野におけるエネルギー
削減や効率化ニーズを背景とした、バ
リューチェーン全体の生産性向上支援

・海外へのビジネス展開と新規製品開発の加速 
・M&Aやアライアンス活動の継続

水の安定供給や品質向上ニーズの高まり
を背景とした水分野のソリューション提供

・ 遺伝子解析や科学機器で培った計測技術によるデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）の推進

測定器事業

CO2排出Net-zeroを目指し、電力供給会
社の化石燃料から再生可能エネルギーへ
の転換実現に貢献

・ 再生可能エネルギー発電で使用されるパワーコンディショ
ナーの変換効率測定を中心に、技術開発の支援と電力品質規
格適合試験等へソリューションを拡大

・ 電気自動車(EV)等の輸送機器の電動化開発に向けて、高精度
広帯域の電力測定技術をさらに強化し、統合計測により高精
度かつシームレスな評価ソリューションを提供

迅速で効率的な電気自動車(EV)をはじめ
とした電動化開発への貢献

分類 種類 カテゴリー 主なリスク 対応の方向性

リスク

移行
リスク

政策と法

炭素税、燃料・エネルギー消費への課税、
排出権取引などの導入に伴うビジネスへ
の影響

・Scope1,2,3の目標達成に向けた削減計画の実行
・ ICPの適用拡大による、脱炭素に向けた投資や施策

の効率的な推進
法規制の変化によるビジネス機会損失

テクノロジー
脱炭素社会に向けた新製品・新サービ
スの技術開発の遅れによる、販売機会
の逸失

・ カーボンニュートラルに向けた新製品・サービスの
開発を加速、既存製品の拡張

・ ライフサイクルアセスメント（LCA）基準を用いた評
価など、環境に配慮した製品づくりを推進

・ 技術獲得を目的としたM&Aやアライアンスへの投資

市場
気候変動への取り組みによる市場環境
の変化への対応遅れによるビジネス機
会損失

・ エネルギーシフト等の環境変化への取り組み検討
と市場環境の変化への対応

・ ドメインナレッジとデジタルトランスフォーメーション
（DX）の活用、ソリューションポートフォリオの拡充

評判 横河の気候変動に対する取り組みの遅
れによる評価・企業価値の低下

・ 世の中の気候変動に対する関心や企業の役割に対す
る期待の高まりを踏まえ、2050年に向けて目指す社
会をサステナビリティ目標 「Three goals」として設定

・情報開示の充実

物理
リスク

急性的・慢性的な
物理リスク

サイクロンや洪水（急性）、天候パターン
の変動や上昇する平均気温（慢性）な
ど、気候変動の影響による気候災害によ
りもたらされる社会的混乱からのビジ
ネスへの影響、また事業所への被害や
サプライチェーンへの影響

・ グループ内での情報収集、外部機関との契約等を
通じ、その予防・回避・影響の低減

・調達先管理の徹底、調達先の分散化
・ 代表的な生産拠点に、定期的なリスク評価を実施

し、事業継続計画（BCP）を策定・見直し

（出典）ARS SYR Figure SPM.6

気候変動に関する主な機会

気候変動に関する主なリスク
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世界平均地上気温変化予測（���� ~ ���� 年平均との差）

�℃シナリオ
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37YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

リスクの抽出 優先順位付け 対策の実施対応策・
目標の設定

リスクと機会の両
面から単年度およ
び中長期の気候変
動に伴う不確実性
を抽出

財務的・人的側面
と気候変動影響を
考慮し優先順位を
設定

優先度に応じ、対
策 や 目 標 を 立 案
し、事業計画に織
り込み

計画に沿った対策
の実施と有効性の
確認・改善

リスクマネジメントP.66

推奨開示事項：a）識別・評価プロセス　b）リスク管理プロセス　c）全体のリスク管理への統合の状況

気候変動リスクに対する識別、評価、管理の状況

リスク管理

リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と改善を
行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任をもつ代
表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。 

気候変動を含めた外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響
を与える不確実性をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、
事業に関連する内外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプ
ライアンス・危機事象の観点から分類・管理しています。 2022年度は、「脱炭素社会に向けた変革、自社のGHG排出量削減などの対応において外部環境の

変革スピードに遅れるリスク」をグループの重点管理リスクの1つに選定し、管理しました。2023年
度も引き続き同リスクを重点管理リスクに選定しています。

気候変動に起因するマクロ経済動向や洪水などの大規模災害は、グループ各社・全拠点を含む全組
織で評価を行い、その結果は重点管理リスクの選定に織り込まれます。グループ各社・全拠点を含むグ
ループの各組織は、毎年自律的なリスク管理活動の一環としてリスクを洗い出し、評価するとともに、
対応策と目標を設定し、リスクの低減などの対応策を実行しています。また、各組織にリスク管理責任
者を設置し、グループのリスク管理のためのネットワークを確立しています。

リスク管理委員会は、リスク評価に基づき、経営戦略や課題、外部環境なども踏まえ、グループとし
て重点的に管理すべき重点管理リスクを選定しています。重点管理リスクは経営会議で決定し、取締
役会に報告しています。また、重点管理リスクに対する対策内容や対策の進捗については四半期ごと
に確認し、リスク管理委員会でリスクの状況を評価するとともに、経営会議・取締役会に報告してい
ます。また、対策の見直しや改善点の洗い出しを実施し、翌年の重点管理リスクの選定に反映させて
います。

リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、
環境、安全衛生、企業倫理（粉飾、贈収賄などの腐敗行為、ハラスメントなど）、情報セキュリティ、危機

管理などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評
価しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への
対応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、グループの各組織からのボトムアップの観
点だけでなく、経営環境の変化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。 

また、経営に重大な影響を及ぼすおそれがある事実、事件、災害、事故などの危機事象に対応するた
め、代表取締役社長を委員長とする危機管理委員会を設置しています。リスクが顕在化し、危機事象
が発生した場合には、情報収集と危機に迅速、適切に対応する指示を行い、人的な安全を確保し、経済
的な損失を最小限に抑えるとともに、企業の社会的責任を果たします。 

内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価し、重要な事項は取締役会お
よび監査役に年2回報告しています。

リスク管理体制

重点管理リスク

リスク評価とリスク管理の推進
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38YOKOGAWAサステナビリティレポート2023

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

推奨開示事項：a）評価するための指標　b）GHG排出量と関連するリスク　c）目標と実績

気候変動のリスクと機会を評価・管理するための指標と目標

指標と目標

AG2023では、2030年度に向けたYOKOGAWAの貢献分野として、GHG排出の抑制と、安価で信頼で
きる持続可能なエネルギーへの転換による「カーボンニュートラルの達成」を設定しました。 

お客様とともに取り組んでいくビジネスの目標として、お客様事業のCO2排出抑制量10億トン
（2018年度～2030年度）を設定しています。お客様の再生可能エネルギー発電や低炭素エネルギー生

産によるCO2排出量を、平均的な化石燃料の使用によるCO2排出量と比較し、その差分を実績として
計上しています。さらに、再生可能エネルギー技術開発の支援や、蓄電池の製造に使用されるシステム
の提供について指標と目標（2023年度）を設定して取り組んでいます。 

また、事業所における指標として、GHGプロトコルの方法論に基づいてScope1、Scope2、Scope3
の排出量を算出し、削減目標を設定しています。Scope1,2では、2030年度に2019年度比50%削減、
2040年に事業所のカーボンニュートラルを目指します。Scope3（カテゴリー1,11）については、2030
年度に2019年度比30%削減を目指します。これらの目標は、パリ協定が目指す気温上昇を産業革命
前 より1.5℃に抑えるGHG排出水準を踏まえたものであり、当社は2022年度にSBT（Science Based 
Targets）の認定を取得しました。

2022年度のお客様事業のCO2排出抑制量は主に風力発電への貢献が大きく伸長し、2018年度からの
累計で3.8億トンとなりました。GHG排出量（Scope1,2）は、エネルギー使用削減施策の実施やGHG排出
量の少ない設備への更新などの取り組み、再生可能エネルギー由来電力への転換を促進することによ
り、2019年度比で15%削減しました。サプライチェーン温室効果ガス排出量(Scope3)は、2019年度比で
はハード製品の物量減により、Scope3の6割を占める「販売した製品の使用による排出(カテゴリー11)」
の排出量が抑制され、4%削減しました。一方、ビジネス伸長に伴う調達品の増加により「購入した商品と
サービス（カテゴリー1）」の排出量が増加した影響で、前年度比では11%増加しました。目標達成に向け
て、既存製品の低消費電力化、GHG排出量の少ない製品やソリューションの開発を加速していきます。

指標と目標 

実績 

注力領域 指　標 2023年度目標 2022年度実績

再生可能エネルギーの発電支援 お客様事業のCO2排出抑制量（2018年度からの累計） 5億t-CO2 3.8億t-CO2

再生可能エネルギーの運搬、
貯蔵、活用支援

再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率（基準年2020年度） 2.2倍 2.5倍

電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年2020年度） 1.7倍 3.2倍

（自社）事業所と
サプライチェーンのGHG削減

温室効果ガス排出（Scope1,2）（基準年2019年度） 10%削減 14.8%削減

温室効果ガス排出量（Scope3※）基準年2019年度 10%削減 4.4%削減

2023年度目標

指　　標 2030年度 （2040年度） 目標 2022年度実績

お客様事業のCO2

排出抑制量 
2018年度-2030年度累計10億t-CO2

（内、50%以上は再生可能エネルギー、新技術による）
3.8億t-CO2

(内、再生可能エネルギー2.7億t-CO2)

温室効果ガス排出量
（Scope1,2）

2030年度 50%削減（基準年2019年度）  
2040年度 100%削減 14.8%削減

温室効果ガス排出量
（Scope3※） 30%削減（基準年2019年度） 4.4%削減

2030年度（2040年度）目標

※購入した商品とサービス（カテゴリー1）、および販売した製品の使用（カテゴリー11）を対象にしています。

お客様事業のCO2排出抑制量（累計）（億t-CO2）
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温室効果ガス排出量（Scope1,2）（t-CO2e）
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Scope1、Scope2、Scope3の排出量はP.58、P60をご覧ください。
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生物多様性関連の情報開示（TNFDへの対応）
YOKOGAWAを取り巻く環境

2022年に採択された昆明・モントリオール生物多様性枠組において、2030年までに、陸と海の少な
くとも30%以上を保全することが掲げられ、陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、持続可
能な森林の経営を目指していく中で、企業が生物多様性に与える影響を開示することが推奨されまし
た。今後、企業がそうした生物多様性に与える影響に関して取り組んでいくことが求められます。

YOKOGAWAは、社会貢献活動の一環として生物多様性についての啓蒙や保全活動を行っています。
自治体や地元のNPOなどと連携して、地域の価値を再発見する活動や、地域の生物多様性の保全活動を
拡大してきました。さらにYOKOGAWAは生物多様性をめぐる動向をビジネス機会として捉え、計測をは
じめとする最先端の技術で貢献しています。またグループ環境方針で生物多様性を含む環境課題を対象
とし、環境目標を定めて環境保全に取り組んでいます。具体的には、温室効果ガスの削減、水の使用量削
減や廃棄物の削減などの取り組みを進めています。さらに、サプライチェーンにおいて、お取引先様にも
環境に配慮した取り組みの推進をお願いし、生物多様性に積極的に取り組むお取引先様との取引を推進
しています。バリューチェーンの活動全体を通じて、生物多様性の保全活動を推進しています。

取締役会は、生物多様性を取り組むべき課題の1つとして認識し、リスクと機会の管理体制の整備
に関する基本方針を定め、その体制が有効に運用されていること、およびサステナビリティの課題へ
適切な対応がなされていることを監視・監督しています。

生物多様性は社会の持続可能性の基盤です。YOKOGAWAはお客様、従業員、お取引先様、パートナー、
事業所の近隣地域住民の方々 を含むステークホルダーの皆様とともにバリューチェーン全体で、地域の
特性に配慮して生物多様性保全の取り組みを推進します。重要な生物多様性を含む場所の近くでの事業
活動を避けるなど、あらゆる事業活動に伴う負の影響を低減するとともに、ビジネスを通じた生物多様性
への貢献を拡大することで、ノー・ネット・ロスを目指し、地域社会のより良い環境づくりに貢献します。

YOKOGAWAはグループ横断のボトムアップネットワーク「SDGs Hub & Pod」を立ち上げ、SDGsの
推進活動を実施しています。2022年度は、YOKOGAWAが生物多様性をテーマに挙げ、大学院大学至善
館教授の枝廣淳子氏をアドバイザーに迎え、20名の意欲ある社員が自発的に参加して議論を行いま
した。その中で、YOKOGAWAの事業活動と生物多様性との依存関係、および生物多様性に与える影響
について、自然関連リスクと機会の管理のための統合的な評価プロセスであるLEAPアプローチを使
用して議論しました。その結果は以下の通りであり、事業活動は生態系サービスに依存していると同
時に、生物多様性への影響を与えていることを認識しています。今後、バリューチェーン全体の本格
的な生物多様性への影響の評価を実施していきます。
YOKOGAWAの事業活動が生物多様性に与える影響

YOKOGAWAのバリューチェーンにおいて、調達から製造までのプロセスでは採掘による土地改変、製
品の提供から使用までのプロセスではGHG排出による温暖化や大気汚染、廃棄のプロセスでは埋立地に
よる土地利用や水質汚染などの影響を与えるリスクがあります。事業所の運営においては、排水、GHG排
出による温暖化、廃棄物、埋立地や土地改変などにより、各地域の生物多様性に影響を与えるリスクがあ
ることを認識しています。
ビジネスを通じた生物多様性への貢献

YOKOGAWAは測る力とつなぐ力を通じて社会課題の解決に貢献しています。YOKOGAWAが持つ最
先端の技術を活用した製品・ソリューションサービスの提供により、お客様の課題を解決することで、生
物多様性に貢献します。

経営会議は、業務執行にかかる意思決定機関として、事業戦略や計画の立案に際し、生物多様性を含
む影響をリスクと機会の両面から考慮しています。生物多様性に関する目標を含む、サステナビリティ目
標の達成に向けて取り組んでいます。

経営会議の諮問機関となるサステナビリティ委員会では、サステナビリティ視点に特化した議論を行
い、生物多様性の諸課題を対象に含むマテリアリティ分析を実施しました。

取締役会の役割

生物多様性への取り組み方針

事業活動と生物多様性の関係性

経営の役割

自然関連のリスクと機会に関するガバナンス

ガバナンス

自然関連のリスクと機会がもたらす事業、戦略、財務計画への影響

戦略

経営会議、サステナビリティ委員会について詳細は、P.64、P.65をご覧ください。
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生物多様性関連の情報開示（TNFDへの対応）

case   最先端の計測技術を活用した自然循環のメカニズムの解明

森全体の生態系がどういった自然循環のメカニズムに則って形成され保持されてきている
のか、その全容はまだ解明しきれていません。自然循環のメカニズムを地道に解明していく研
究者の方々による仮説検証プロセスにおいて、YOKOGAWAの計測技術が貢献しています。

YOKOGAWAの共焦点スキャナユニットCSUは、生きた細胞内部の動きを静止画像ではなくその
ままリアルに捉えることができます。CSUとどんな生物の細胞でも光らせることが可能な「発光ク
ラゲに含まれる緑色蛍光タンパク質（GFP）」を使うことで、生物の個々 の生きた細胞における生命活
動の現象や機能を分子レベルでの詳細な映像で把握することができます。これにより、特に学術的
な研究において、DNA等の静的な解析とともに「分子レベル」での動的な機能解析も可能になったこ
とから、さまざまな生物の機能解明が飛躍的に進展し、多くの新事実発見に寄与してきました。

近年、共焦点スキャナユニットCSUを含めた最先端テクノロジーにより、葉の中の細胞レベルでの
生体反応を通して植物が自ら“体内生成した危険信号を受容して害虫食害部位のみならず全身的に
毒素を体内生成する”様子を鮮明な映像で捉えることができるようになりました。これにより、植物が
進化させた驚異的な能力が明らかにされ、植物の生命維持活動における種を越えた相互扶助活動や
森全体の自然循環のメカニズムの一端が漸く学術的研究を通して解明されました。外敵脅威に対抗
するために植物が自ら防衛策を講じ、害虫の天敵となる生物を誘引する物質を葉の表面から放出し
て害虫駆除を謀るなど、それまで「大人しくて鈍感な生き物」と思われていた植物のイメージが根底
から覆ったと同時に、自然循環のメカニズムに関する新たな認識
が、生物多様性保全のさまざまな取り組みに活用されています。

YOKOGAWAは、最先端の計測技術による自然循環のメカニズ
ムの解明を通じて、生物多様性に与える影響の低減に向けた学術
的な研究や企業の取り組みに貢献していきます。

自然関連リスクの特定、評価、管理方法 

リスクと影響の管理

関連する自然関連リスクと機会を評価・管理するための指標と目標

指標と目標

case   生物多様性の理解を深める講演会を開催

昆明・モントリオール生物多様性枠組において2030年目標が採択され、
企業に関係する目標が盛り込まれました。生物多様性とはなにか、また2030
年の新・世界目標がどのようなものかを理解し、事業活動の中で積極的に生
物多様性保全に取り組んでいくため、生物多様性条約締約国会議（COP）に数多く参加され、COP15
にも現地で参加された公益財団法人 日本自然保護協会 道家哲平氏を講師に迎えて、社内講演会を
開催しました。

生物多様性に関する理解を深めながら、事業活動を通して生物多様性に貢献していきます。

生物多様性は、直接的また間接的にYOKOGAWAのビジネスに影響を及ぼしており、組織全体のリスク
管理の対象に含まれます。グループの各組織は、リスクを洗い出し、評価するとともに対応策と目標を立
案・実行し、重要なリスクはリスク管理委員会で、定期的にモニタリングしています。

YOKOGAWAは自然に関連する目標を設定し、取り組みを推進しています。また、目標に対する進捗を
開示しています。

リスクマネジメント（リスク管理体制、リスク評価とリスク管理の推進）は、P.66をご覧ください。

影響要因 指標 YOKOGAWAの取り組み目標

気候変動 温室効果ガスの排出 温室効果ガス排出量（Scope1,2,3）

汚染・汚染除去 有害廃棄物総発生量
廃棄物発生量（実績値のみ）

環境汚染物質排出量（実績値のみ）

資源の利用・補充 水不足地域の取水と消費 事業所の取水量

影響要因 指標 YOKOGAWAの取り組み目標

気候変動 温室効果ガスの排出 お客様事業のCO2排出抑制量

資源の利用・補充 水不足地域の取水と消費 水環境改善ソリューション提供数

生物多様性に与える影響を低減する取り組みの指標

生物多様性へ貢献する取り組みの指標

TNFD v0.4で示された開示指標からYOKOGAWAに関連する指標を抜粋しています
毒素生産の様子

CSU

P.38をご覧ください。

P.61をご覧ください。

P.62をご覧ください。

P.61をご覧ください。

P.38をご覧ください。

P.29をご覧ください。
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人と社会は、企業を支える重要な存在です。
YOKOGAWAは、多様な人財がいきいきと働いて能力を発揮し、社会とともに成長していくことを目指します。
本章では、人財マネジメント、労働安全衛生や人権尊重に関する取り組みを中心に紹介します。

社会

Social
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人財マネジメント

社員エンゲージメントの向上 スコアに影響を与えると思われる、より具体的な14のカテゴリー（組織の戦略・方向性の理解、業績評
価・報酬・福利厚生制度・成長機会・環境・業務プロセスへの満足度、リーダーシップに対する信頼など）
についても調査・分析を行い、この結果をもとに向上のための行動計画策定を行っています。

2022年のサーベイ結果と改善活動
2022年は、グローバル社員エンゲージメントサーベイの実施年ではなかったため、パルスサーベ

イを実施しました。2021年のグローバル社員エンゲージメントサーベイでは2019年の結果と比較し
エンゲージメントサーベイスコアの大幅な改善が見られましたが、2022年のパルスサーベイでは、
2021年の結果のみならず2019年の結果に対しても低下しました。

分析の結果から、特に以下の課題点が見えてきました。

効率性の改善は、2021年より重要な課題点として挙げられており、対策をとってきたものの、未だに
問題であると捉えられており、非効率的な業務プロセスが社員の活力とエンゲージメントの阻害要因
となっていることがわかりました。また、マネージャーと一般社員のつながりについてもさらに改善が
必要なことが見えてきました。多くの社員がリモートで仕事を行っている現状に対し、対面によるコミ
ュニケーションが不足していることが1つの原因であると捉え、「コミュニケーション」・「チームワー
ク」をキーワードとして改善を進めています。これらの課題点に即座に対処するため、すべての組織長
のミッションとして持続可能なエンゲージメントの向上を位置付け、改善活動に注力しています。

社員エンゲージメントの重要性
YOKOGAWAが企業価値を高め、持続的に成長していくためには、社員エンゲージメントの向上が

不可欠です。
社員エンゲージメントの向上により、組織としてのパフォーマンスが向上し、ひいてはステークホ

ルダーへの提供価値が高くなります 。社員がYOKOGAWAのパーパス、ビジョン、価値観に共感し、組
織の一員として誇りを持てるようさまざまな取り組みを実施しています。

グローバル社員エンゲージメントサーベイの実施
社員エンゲージメントの向上には生産的な職場環境が整っていること、社員自身が心身ともに健康

であることが前提として必要です 。また組織のビジョン、ミッション、価値観の浸透や成長機会の提供、
適切な業績評価なども求められます。これらに対する社員の満足度を包括的に把握するため、
YOKOGAWAは定期的（2年毎）にグローバル社員エンゲージメントサーベイを実施しています 。サーベイ
の結果を分析して戦略に反映し、必要な対策を実施することで 、社員エンゲージメントの向上につなげ
ていきます。また、グローバル社員エンゲージメントサーベイを実施しない年には、設問数を絞った簡易
的なパルスサーベイを実施し、対策の効果を確認し、必要な場合はフィードバックを行っています。

サステナビリティ目標：エンゲージメントサーベイスコア
社員エンゲージメントの向上を実現するため 、サステナビリティ目標の指標の1つに「エンゲージ

メントサーベイスコア」を定めました。エンゲージメントサーベイスコアは、社員の職場環境に対する
満足度や心身の健康の状況、社員エンゲージメントの水準を数値化したもので、グループ全社員を対
象に定期的に実施している 「グローバル社員エンゲージメントサーベイ」の中のカテゴリーの1つで
す。中期的には、世界をリードするグローバル企業と肩を並べる高い水準の社員エンゲージメントを
目指します。グローバル社員エンゲージメントサーベイでは、その他にもエンゲージメントサーベイ

エンゲージメントサーベイスコア

2030年度目標　世界トップ集団と同レベル
2023年度目標　81%
2022年度実績　76%

指標

目標と実績

AG2023における人財戦略のポイント
YOKOGAWAは、「Yokogawa’s Purpose」を実現し、社会共通価値提供による成長（2030年度売上高1兆円規模のグループ企業像）を目指していきます。その原動力は社員一人ひとりの成長です。想定を超

える事業環境の変化に果敢に立ち向かい、変化に合わせてマインドチェンジをし、自らの能力やスキルを主体的に向上できる環境を実現していきます。
AG2023においては、社内オペレーションの最適化とマインドセットの変革（挑戦を奨励する企業文化や組織風土を醸成）をする人財戦略をグローバルに徹底していきます。新事業、新分野に進出するために

は、そこで必要とされるケイパビリティをもつ人財を、グローバルレベルで迅速に確保することが鍵となります。人財の質と量を見える化し、採用、教育、適正配置を行っていきます。採用やM&Aにより即戦力とな
る人財を確保するとともに、社員のマインドチェンジを促し、リスキルするための教育環境を充実していきます。同時に「グローバルHRトランスフォーメーションプロジェクト」により、人事制度・プロセス・HRデー
タベースの統合を行い、適正配置の基盤をつくります。そして、人的資本である社員のケイパビリティ（人財力）とエンゲージメントを高める環境の実現により、グローバルチームの効率を最高に引きあげ、One 
Yokogawaで持続的に社会共通価値を提供していくことを目指し、人的資本経営を実践していきます。

 社員のエンゲージメント（Engaged）は低下している。
 困難な仕事に対して、組織で効果的に対応できている（Enabled）と感じられていない。
 1日を通して活力を保つこと（Energized）が難しいと感じられている。
 我々のプロセスはまだ効率的ではない。
 中期経営計画と各社員の業務との関係について、より深い理解が必要である。
 意思決定のための必要な権限移譲が不足していると感じられている。
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内容を、動画やケーススタディを通し、YOKOGAWA
の企業理念との関連とともに学ぶことができる内容
となっています。2023年度もこれらのDE&I促進活動
を拡大していきます。

女性の活躍推進
ダイバーシティ推進の一環として、女性社員の活

躍を積極的に推進しています。2015年4月にダイ
バーシティを推進する専任組織を設置し、マネー
ジャーに占める女性比率を指標として 2023年度ま
でに横河電機単体で 9.3%、グループ全体で12.5%、
2030年度までにはグループ全体で20%を目標に取
り組んでいます。2021年4月には内部昇格により初の女性執行役員2名が誕生しました。

また、横河電機では、女性リーダー候補者一人ひとりの育成計画を作成して進捗状況を確認するなど、 
積極的な育成に取り組み、さらに、若手社員を対象とするキャリア開発研修では、YOKOGAWAは「社員の
属性や経歴に関係なく、誰もがリーダーとして活躍できる可能性を提供している」というメッセージを伝 
え、若手女性がリーダーを目指すことへのモチベーションの強化を行っています。また、一方で全マネー
ジャーを対象に意識啓発を図る研修やセミナーを開催し、DE＆Iへの理解を促進しています。採用活動に
おいては、採用者数の女性比率30％以上を目標とする中で、長期的には、社員の男女比率の適正化を目指
します。また2016年3月から、女性活躍推進法に基づき、「一般事業主行動計画」を策定し、厚生労働省の 
ウェブサイトに公表しています。2016年7月には、女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況が優良な
企業として、厚生労働大臣の認定（5つの評価項目すべてを満たす認定段階3（3つ星））を取得しています。

障害者の活躍推進
横河電機では1992年にノーマライゼーションプロジェクトを発足させて以来、一貫して障害者の積

極的な採用活動を継続しています。YOKOGAWAグループでは自立・自律性、向上心、チャレンジ精神を
キーワードに、上肢・下肢障害、聴覚障害、視覚障害、内部障害、精神障害、発達障害、知的障害のある社員
がそれぞれのスキルや経験を生かし、技術・製造・営業・事務などさまざまな分野で活躍しています。

グループ会社の1つである横河ファウンドリーは、障害者雇用促進法に基づく特例子会社に認定されて
います。今後も、労働関係機関と連携を図りながら、障害のある社員の活躍を積極的に推進していきます。

YOKOGAWAのDE&I宣言
YOKOGAWAグループは多様性を重視した、インクルーシブで公平性のある企業文化の創出を大

切にしています。個々の人財がもつさまざまな違いをお互いに認め合い、それを「個性」として受け入
れ、誰もが安心して安全に自分らしく働ける環境のもと、その能力を最大限に発揮し、ビジネスに貢
献できるサステナブルな組織の構築を目指しています。 

人種・国籍・性別・宗教・年齢・社会的身分・障害の有無にかかわらず、多様な経験・知識・感性・視点・文
化 ・背景・価値観などをもつ人財を積極的に採用・育成・登用しています。そして、デジタル技術を活用し 
て柔軟な働き方を実現し、相互尊重に基づくコミュニケーションと建設的なコラボレーションを行うこ 
とで 、お客様、パートナーサプライヤーとのイノベーションと新たな価値の共創を促進していきます。

グローバルでのDE&I促進活動
グローバルに事業を拡大する中で、多様な人財が活躍し続けることは、YOKOGAWAの強みであり必

須条件でもあります。YOKOGAWAでは、自律的に行動する挑戦意欲のある社員を支援し、グローバル
な視点でのキャリア形成を実現できるように、世界中どの国からでもグループ内の人財の公募に応募
できる制度を策定しました。

さらに2020年度よりDE＆Iのマインドセット研修を開催し、YOKOGAWAにおけるDE&I促進の重要性や無 
意識の偏見がどのように行動に影響するかなどについて理解を深めました。2020年度は海外拠点のリー
ダー層1,000人以上が受講し、2021年7月には全役員を対象に同研修を行いました。DE＆I促進活動は各国
のグループ会社に広がっており、国際女性デーへの参画や理工系分野の女性技術者の支援なども行って
いる会社もあります。Yokogawa Vietnamは、 2022年2月に従業員を対象に、専門家を招いてDE&Iのトレー
ニングを行いました。トレーニングではDE&Iの定義や、アンコンシャスバイアスの影響等のトピックを取り
扱い、インクルーシブな職場やダイバーシティを推進する大切さにフォーカスしました。受講者からポジ 
ティブなフィードバックが届いています。

また、人権の教育にも積極的に取り組ん
でいます。2021年度より「YOKOGAWAグルー
プ人権方針」に基づいたeラーニングを複数
言語で実施しており、これまでに延べ13,400
人以上が受講しました。eラーニングでは、
差別・ハラスメントの禁止、男女平等などの ベトナムでのDE＆Iトレーニング
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※原籍が横河電機の社員

女性管理職比率 障害者雇用率（日本）

2030年度目標　20.0%
2023年度目標　12.5%
2022年度実績　13.3%

2023年度目標　2.5%
2022年度実績　2.52%

指標

目標と実績

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE＆I）

人財マネジメント

女性マネージャー数※と比率の推移
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社員と会社が共に成長し続ける企業文化へ 
 Learning Company実現に向けたYokogawa Universityの取り組み 
変化する時代の中で、お客様や社会に対して常に大きな価値を創出し続けられるよう、2018年10

月に企業内大学「Yokogawa University」 を開校し、社員が幅広い分野の専門知識やスキルを自ら身に
付け、磨き続けるための環境を提供しています。学習の方法は、世界各国の社員が共通して学べるよ
う、時間や場所の制約がないeラーニングを主体としていますが、各拠点に講師を配置できるよう、各
拠点での講師育成にも取り組んでいます。また、役員が講師となって社員への教育も行っています。

誰もが自発的に挑戦し続ける機会
をつくり、意欲ある人財の学びの早期
化を可能にするとともに、教え学び合
う 風 土（Learning Company）を 実 現
し、社員の成長を通じて組織として永
続的に成長できる企業への変革を目指
しています。

 AG2023に寄与するコンテンツの拡充  
学習するコンテンツは 、リーダーシップやファイナンスなど社会人の基礎力として求められるビジ

ネスリテラシー、新事業とビジネスモデル変革に必要な新技術関連の領域、既存事業の変革および知
の伝承に必要な営業やサービスなどの機能別テーマの大きく3つの切り口に分類されており、外部のe
ラーニングも活用しながら拡充しています。さらにAG2023の目標達成につながるハード、ソフト面の
コンテンツを追加し、 2018年10月の開校時は約120コンテンツでスタートしましたが、2023年3月末に
は約24,000コンテンツまで拡充しました。一人ひとりが学んだことを実践で活用し、より多くの付加価 
値を生み出し、会社の成長につなげていきます。

グローバルタレントマネジメントシステム 
YOKOGAWAの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のためには、グローバルに成功をもたら

すことのできるリーダーの育成が大きな経営課題です。そこで2018年度より、将来の経営を担う
リーダー人財の発掘・育成を計画的に行うための組織を立ち上げ、グループ横断で戦略的な人員配置
や人財開発に取り組んできました。今後、より活動を充実化し、早期により多くのリーダーを育成し
ていきます。

Yokogawa University Learning Categories

社内講師によるeラーニング講座

重要な経営資源である多様な人財は、YOKOGAWAの成長の鍵であり、新しい価値を共創していくための源泉です。
YOKOGAWAは、中期経営計画AG2023の目標達成を目指して「事業変革に向けた人財力強化のスピードアップ」を推し進め、お客様とのCo-innovationを通じて、お客様とともに新しい価値を創

造しています。さらに、さまざまなステークホルダーの皆様に対して「Trusted Partner」「Respectful Citizen」であるために、社員一人ひとりがYOKOGAWAの使命と目的に共感し、思い描くキャリ
アに向けて挑戦できる仕組みを整え、グループ一丸となって働きがいのある風土づくりを進めていきます。

1人あたりのトレーニング時間

2023年度目標　1人あたり年40時間
2022年度実績　41.3時間

指標

目標と実績

人財開発

人財マネジメント
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安全で働きやすい職場環境
ワーク・ライフ・マネジメントの推進 

社員を取り巻く環境、価値観は、ライフステージなどにより絶えず変化しています。その変化に応
じて、社員がより安心して仕事に専念できるように、コアタイムなしのフレックスタイム制度、テレ
ワーク制度、時間単位休暇制度など柔軟性のある勤務制度を整備して、社員のワーク・ライフ・マネジ
メントを支援しています。横河電機では子育てと仕事の両立について、就労面では、小学校入学始期
まで利用できる育児時間や子供の看護休暇などの制度、経済面では、子供1人につき年1回10万円を
支給する次世代育成支援金制度などがあります。これらの制度は、男女を問わず多くの社員が利用し
ており、復職後も働きやすい制度の充実や職場の理解と支え合う風土により、育児休職取得者は、ほ
ぼ全員の復職を実現しています。また、より育児休職を取得しやすくするために、子供が生まれた本
人と上司に対して、育児において利用できる制度の周知も行っています。

育児休職期間については雇用保険から育児休業給付金（原則１歳になった日の前日まで）が支給され
ますが、休職期間の最初の 1週間は有給にするなどの制度の導入も行ってきました。また、休職期間は、最
大で子供が2歳に達する日までの取得が可能となっており、育児休職に関する風土醸成や制度の整備を
進めてきたことにより、男性の育児休職取得率は、1％台から49.2%（2022年度実績）へ増加しています。

さらには、本社敷地内に東京都認証保育所ポピンズナーサリースクール武蔵野を誘致し、社員はも
ちろん地域の方の子育てと仕事の両立も応援しています。これらの活動が評価され、2021年2月に子
育てを支援している企業として東京労働局長からプラチナくるみん認定を受けています。2016年度
に横河電機で導入したテレワーク制度や時間単位休暇制度は、時間や場所にとらわれないワークス
タイルとして、育児や介護を必要とする社員に限らず、多くの社員が利用しています。

介護については、育児・介護休業法で定められた介護休職や、半日・時間単位で取得することができ
る介護休暇、介護を理由とする短時間勤務のほか、失効する年次有給休暇を最大で40日分積み立て
て、介護等で使用することができる「失効有給休暇積立制度」も整備し、従業員の介護と仕事の継続的
な両立をサポートしています。また、勤務時間については、育児や介護による短時間勤務だけでなく、
環境変化や価値観の多様化へ対応するために、シニア社員の週3日勤務や半日勤務を導入するなど、
さまざまな働き方の選択肢が用意されています。

利用しやすい風土づくりの一環としては、制度を有効活用している社員の
働き方や社長メッセージを社内報へ掲載したり、多様な働き方の事例や制度
を紹介する情報サイトをイントラネット上に開設したりするなど、さまざま
な媒体を利用して制度の活用を推進しています。

テレワーク中心の働き方から出社とテレワークを組み合わせた
ハイブリッドワークへの変革 

COVID-19により出社を前提とする働き方から、テレワークを中心とする働き方へと大きく変化し、
その変化に合わせてさまざまな制度や環境の整備を進めてきました。横河電機においては、ロケーション 
フリーの働き方ができる遠隔地勤務制度を2021年4月から導入し、2023年6月時点で約50名の社員が
通勤圏外での勤務を行っています。このような取り組みが評価され、日本テレワーク協会の第22回テ
レワーク推進賞 優秀賞を受賞しました。

テレワークが普及して個人のワーク・ライフ・バランスがより実現できるようになった一方で、
オンラインでは日常のコミュニケーションが不足するなどの課題も出てきています。オンラインコ
ミュニケーションがリアルなコミュニケーションすべてに置き換わるものでないのも事実であり、
改めてリアルなコミュニケーションの価値を見直す必要性が出てきていると考えています。

YOKOGAWAの強みは、現場を知っていること、困難なプロジェクトにも粘り強く取り組むこと、
チームワークを持って難題を乗り越えること等、リアルなコミュニケーションを通じて築いてきた
ものも多いことから、テレワークとリアルの良い部分を組み合わせたハイブリッドワークへの取り
組みを始めています。

ハラスメント防止
YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」に「嫌がらせ（ハラスメント）の禁止」を定め、ハラス

メント防止に取り組んでいます。ダイバーシティを推進し、多様な人財が活躍できる環境を整えるため、
2016年度に、「ハラスメントに対する会社方針」の改定および「ハラスメント防止ガイドライン」の策定を行
いました。お互いを尊重し、セクシャルハラスメントやパワーハラスメント、育児・介護休業などの利用を 
阻害するハラスメント、ストーカー行為、性的マイノリティ（LGBT）への差別的な言動など、一切のハラスメン 
ト行為を許さないことを横河電機および国内グループ会社の社員に周知し、遵守・実践を図っています。

また、横河電機内には「横河グループ総合相談窓口」を設けており、横河電機および国内グループ会
社の社員が、ハラスメントを含むさまざまな相談をすることができます。相談があった場合は、相談
者のプライバシーに配慮しながら、相談者の意向により、必要なヒアリングや職場実態を調査しま
す。ハラスメントの事実があった場合は、ハラスメントを行った本人に対し、厳正な処分を行ったう
えで、再発防止の対策を求めるなど、適切な指導をしています。相談者および事実関係の確認に協力
した社員に対し、不利益な取り扱いをすることはありません。

プラチナくるみんマーク
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安全で働きやすい職場環境

健康経営 
YOKOGAWAが持続的な価値を提供し社会課題の解決

をリードしていくためには、健康を経営的視点で捉え、
戦略的に実践する「健康経営」の推進が必要不可欠です。
社員の自律的な健康づくりを支援し、心身の健康増進、
やりがい、幸福感を向上させることで、グループ全体で
の社員エンゲージメントや生産性向上に繋げることを
目的としています。

2016年には社員の健康に関する取り組みをさらに加速
していくため 、健康経営の基本方針として、「健康宣言」を
制定しました。横河電機では、代表取締役社長が最高健康
責任者となり、総括安全衛生管理者である労働安全衛生担
当役員を中心とした経営陣の牽引のもと、安全衛生委員会
を核に人財総務本部の診療センターを含む国内人財統括
部、総務部が担当部署として産業医や横河電機健康保険組
合、労働組合と連携し、健康経営を推進しています。これま
でに社員の健康維持・増進に関する施策として、場所や時
間にとらわれない働き方や働きやすいオフィス環境の整
備、労働時間管理、健康増進施策などに取り組んできてい
ます。これらの取り組みにより横河電機は、2017年度から
経済産業省の「健康経営優良法人※」を継続して取得してい
ます。また、2023年には２年ぶりに「健康経営優良法人（ホ
ワイト500）」にも認定されています。
※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。 

 健康増進施策
横河電機では、2015年度から健康増進施策として「健康開発プログラム」を実施してきました。こ

れは社員自身がコンディションを確認し、セルフケアを進め、健康を増進させる取り組みです。1週間
の歩数、当日の問診（運動・食生活・飲酒・喫煙・睡眠・認知のくせなど）、体組成や体力の測定に加え、過
去の健康診断所見を参照し、産業医が社員一人ひとりに生活習慣改善のポイントを具体的に指導す
るものでした。コロナ禍による働き方の変化に伴い、従来の出社を前提としていた「健康開発プログ

ラム」を見直し、2022年度より新たに健康増進プログラム（通称：Let’sシャイン！ ）を展開していま
す。組織単位のウォーキングイベントなど社員同士がつながりを感じながら、そして楽しく健康的な
生活習慣を身につけられる取り組みを実施しています。

 健康に関わるデータの活用
横河電機では、2020年度から健康診断やストレスチェック、健康開発プログラム、勤怠などのデー

タ集計・分析を始めました。結果は安全衛生委員会で共有し、さまざまな健康増進施策に活かされて
います 。データに基づく施策の推進により社員の健康リテラシーが向上することで、社員エンゲー
ジメントや生産性の向上、組織の活性化を目指します。 

 心身ともに健康増進に向けた学びの機会を提供 
社員の自律的な健康行動を促進するために、eラーニング、マネージャー研修、各種セミナーなどの健

康教育、運動に関する各種イベントの実施などを通して、社員の健康意識の向上を図っています。 

 健康で充実した会社生活を送るために社員支援プログラム（EAP）を推進
社員が健康障害やライフステージの変化によって本来の能力を十分に発揮できない状態を回避

し、継続して高いパフォーマンスを発揮できるように社員支援プログラム（Employee Assistance 
Program：EAP）を導入しています。 EAPでは、現状に合わせて制度を見直しながら働きやすい環境
を整え、ストレスなどのケアを含めたメンタルと、復職支援などのキャリアの両面から社員をサポー
トし、社員が健康で充実した会社生活を送れるよう努めています。

周知活動 eメールやホームページを活用して関連情報を提供し、メンタルヘルスに関する理解の促進に取り組んでいます。

メンタルヘルス研修 新人研修・新任マネージャー研修などを実施し、予防・早期発見に努めています。

健康調査
（ストレスチェック）

ストレスチェックの結果を基に職場のストレス要因を把握し、その予防・対処・解消などを支援し快適な職場
づくりを目指して職場と一体となった活動を展開しています。

健康増進プログラム
社員一人ひとりの心身の健康度アップを目的に生活習慣、とりわけ運動習慣の改善を柱とした「健康増進プ
ログラム」を実施しています。運動は身体的疾患だけでなくメンタル系疾患の予防にも有効とされており、社 
員自身がコンディションを確認しセルフケアすることで健康増進を図ることを支援しています。

相談対応 社内・社外の相談体制を確立し、メンタルヘルスのみならず人間関係やキャリアに関する悩み、セクハラ、パワハ
ラ、差別（LGBTQ含む）など、あらゆる相談に応じています。

復職支援 メンタルヘルス不調者、休職者、 復職者のケアおよびよりスムーズな職場復帰と再発防止に向けて、段階に応じ
て本人・職場への適切な支援ができるよう、体制を整備し取り組んでいます。

社員支援プログラム（EAP）

YOKOGAWAは、心身の健康の維持・増
進に自ら努める社員を支援し、いきい
きと活力のある職場を作り、より豊か
な人間社会の実現に貢献できる会社を
目指します。

健康宣言
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安全で働きやすい職場環境

 人財育成に注力するための施設
YOKOGAWAには、新入社員教育をはじめ、さまざまな人財育

成で活用する「ラーニングセンター」があります。研修の人数や
内容に応じてさまざまな大きさ、レイアウトに変更できる部屋
を利用でき、対面、オンラインどちらでも快適に研修が行える
環境が整っています。

 多様性を受け入れるための環境づくり
社員の多様化が進み、一人ひとりの「違い」を理解し、誰もが働きや

すい環境を実現するための環境づくりにも注力しています。

       礼拝室
宗教上の理由で就業時間中にも礼拝が必要な社員のための施設

を設置しました。
       女性のための休憩室

子育て中の社員とコミュニケーションする中、「育児中に安心し
て搾乳できる場所がない」、「妊娠中など足を伸ばせる場所が欲し
い」、「一時的に横になれる場所が欲しい」といった声があがりまし
た。一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境の整備は重
要な課題であり、妊娠中や育児中の女性も安心して働ける職場環
境を整えることが急務でした。そこで横河電機では女性が搾乳し
たり体調を整えたりするために、安心して休憩することができる
スペースとして、「女性のための休憩室」を設置しました。

働きながら母乳育児を選択できるように、母乳の保管のための
冷凍庫・冷蔵庫、搾乳機の消毒のための電子レンジなどを設置し、
必要な環境を整えました。利用した女性社員からは、「出社したときに利用していて、助かっていま
す」や、妊娠中の社員からも 「基本テレワークをしているが、出社日には休憩室があるというだけ
で心強い」という声が届きました。

礼拝室

女性のための休憩室

ラーニングセンター　YOKOGAWA Campus

ワークプレイス変革 
オフィスでの勤務とテレワークを組み合わせるハ

イブリッドワークを前提にワークプレイス変革に取
り組んでいます。社員が安全・安心かつ自律的に働く
環境を選べるようにオフィスづくりをしています。個
人業務に向き合う「集中の場」、社内の協業を促進する

「コラボレーションの場」、新たな発想を生まれやすく
する「リラックスの場」などさまざまな用途に合わせ
たスペースをつくっています。

 開発職場でもワークプレイス変革に挑戦 
開発職場のオフィスは、業務内容の特性上、ワークプ

レイス変革に着手しづらい場所でした。しかし、開発職
場で働く社員も新たな働き方に挑戦していきたいとい
う声が高まり、開発職場の社員がプロジェクト体制を
組んでオフィスのリニューアルに取り組みました。 

 サードプレイスとしてシェアオフィスを活用 
これまではオフィスで働くことが当たり前でした

が、自宅で働くことも私たちの日常となりました。社員
がオフィス、自宅以外の場所も各自の都合に合わせて選ん
で働けるよう、シェアオフィスが活用されています。

フリーワークスペースは状況に応じて活用方法を変更。
コラボレーション重視から

ソロワーク重視への変更も可能

リニューアルした開発職場 

社員が自律的に選んで働けるシェアオフィス
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労働安全衛生の取り組み
YOKOGAWAグループでは、労働安全衛生マネジメントシステムを導入し、労働安全衛生に関わる

活動水準の継続的な向上とリスクの低減を推進しています。リスクアセスメントの実施による潜在
的なリスクの除去・低減活動、グループ会社を対象とした内部監査による活動の評価・見直しを定期
的に行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を図っています。さらに、ヒヤリハット・ニアミ
スの分析と対策、安全衛生パトロールなど、従来からの活動を融合させ、仕組みの有効性を高めてい
ます。また、リスクアセスメント、労働安全衛生教育、安全衛生パトロールをグループ共通の重点活
動として、実施時間のモニタリングを行っています。

労働安全衛生方針
YOKOGAWAグループは「労働安全衛生は経営の基盤である」という認識の下に、YOKOGAWAグ

ループで働くすべての人々の、安全の確保、健康の保持増進を推し進め、快適な職場を提供していき
ます。

   労働安全衛生マネジメントシステムを確立し、役割・権限・責任を明確にして、労働安全衛生マネジ
メント活動を推進します。

   法規制等を遵守するとともに、必要な自主基準を設け、労働安全衛生の向上に努めます。
   労働安全衛生に関わるリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減に努めます。
   労働安全衛生指標および目標を定め、その改善に取り組みます。
   YOKOGAWAグループで働くすべての人々並びにお客様、株主、地域社会、お取引先様などとの良好
なコミュニケーションを促進します。

   YOKOGAWAグループで働くすべての人々に、労働安全衛生を確保するための必要な教育・訓練を実
施します。

   定期的に監査を実施し、労働安全衛生マネジメントシステムを継続的に向上させます。

労働安全衛生マネジメントシステムの運用
定期的、あるいは、業務内容や作業方法等に変更があった時に行うリスクアセスメントと対策の実

施による潜在的なリスクの除去・低減活動、およびグループ会社を対象とした内部監査による活動の
評価・見直しを行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を図っています。また、派遣社員や業務
請負作業者を含む、グループで働く人とコミュニケーションを取りながら、労働安全衛生マネジメン
トシステムを展開しています。さらに、ヒヤリハット・ニアミスの分析と対策、安全衛生パトロールな

  労働災害の撲滅・低減
YOKOGAWAグループで働くすべての人々の安全を確保し、健康を保持増進する。

  労働安全衛生マネジメントシステムの確立・維持・向上
（1） PDCAの実行と情報共有により、労働安全衛生活動の継続的な向上を図る。
（2） すべてのグループ会社でリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減を図る。
（3） 内部監査の実施により、労働安全衛生レベルの維持・向上を図る。
  法規制等の遵守
労働安全衛生に関わる法律、規則、条例等を遵守する。

  労働安全衛生活動の実施
（1）安全の確保、健康の保持・増進を図る活動
（2）交通安全意識高揚のための活動
（3）労働安全衛生教育
（4）防火・防災訓練
  労働安全衛生情報の開示
労働安全衛生に関する取り組みや成果を開示し、YOKOGAWAグループで働く人々並びに社会とのコ
ミュニケーションを図る。

労働安全衛生マネジメント体制

横河電機社長

YOKOGAWAグループ労働安全衛生担当役員

YOKOGAWAグループ労働安全衛生統制担当部署

YOKOGAWAグループ労働安全衛生目標

ど、従来の活動を融合させることで、仕組みと活動の有効性を高めています。
仕組みと活動の有効性を高めるために、2023年度までに、主要12拠点すべてで労働安全衛生マネ

ジメントの国際規格であるISO45001の取得することを目指しており、2022年度時点で10拠点が取得
しています。加えて、生産拠点においてもISO45001の取得を推進しており、2022年度においてはグ
ループ全体の生産18拠点中14拠点が取得し、78%の取得率となっています。

安全で働きやすい職場環境

ISO45001認証取得実績

2023年度目標　主要拠点での取得（12拠点）
2022年度実績　主要拠点での取得（10拠点）

指標

目標と実績

労働安全衛生マネジメント責任者総括安全衛生管理者 労働安全衛生マネジメント責任者

各部門／管轄子会社各本部安全衛生管理責任者 各部門/管轄子会社

横河電機 国内グループ会社 海外グループ会社
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労働安全衛生教育・訓練
YOKOGAWAグ ル ー プ 全 体 の 活 動 水 準 を 維

持・向上させ、労働災害を撲滅することを目的
に、グループ全社員を対象とした啓発活動に注
力しています。品質、環境、労働安全衛生に関す
る啓発プログラム「YOKOGAWA QHSE月間」の
ほか、「滑り、つまずき、転倒の防止」を徹底する
教育などを実施しています。また、労働安全衛
生活動を担当する新任者などを対象とした教
育、安全衛生委員会での学習会、お客様のプラン
トや工場などにおける作業時の安全確保に関
する研修、交通安全講習などを行っています。

労働安全衛生教育をグループ共通の重点活動と定め、実施時間をモニタリングしています。2022
年度は、グループ全体で延べ約89,000時間の労働安全衛生教育を実施しました。

Yokogawa Safety Handbook
労働災害の撲滅・低減を達成するための施策

の1つとして「Yokogawa Safety Handbook」を
発行しています。このグループ共通のガイド
は、グループで働く人が、安全確保および安全
行動のために参考にするものです。

9つの安全原則と、労働安全衛生に関わる3つ
の心得で構成されています。9つの安全原則で
は、労働災害のリスク低減にポイントを置いて
います。また、労働安全衛生に関わる3つの心得
では、安全な職場環境の構築・維持に役立つト
ピックスを紹介しています。このガイドは多言
語に翻訳し、グループ全社員に配布しています。

休業災害発生率（YOKOGAWAグループ） 労働災害発生率（YOKOGAWAグループ）

Yokogawa Safety Handbook

労働災害発生率＝（休業災害件数+不休災害件数）÷延べ実労働時間×100万休業災害発生率＝休業災害件数÷延べ実労働時間×100万

労働災害の撲滅・低減
労働災害等が発生した場合は、派遣社員や業務請負作業者が被災した場合も含めて、各社の労働

安全衛生マネジメント責任者からグループ全体の労働安全衛生統制部署へ報告される仕組みを導
入しています。

各労働安全衛生マネジメント責任者のもと、各社で発生原因の究明を行い、再発防止対策を講じ
るとともに、各労働災害の教訓をグループ内に水平展開することにより、同種の労働災害の再発防
止に役立てています。

2022年度は、従業員の休業災害件数および発生率とも2021年度から改善しましたが、不休災害を
含んだ労働災害発生率は悪化しました。

休業災害、不休災害とも、グループ全体で転倒災害の件数が最も多く、滑り、躓き、踏み外し等が主
要因となっています。対策として、転倒災害防止に向けた教育をグループ全体に展開するとともに、
段差や滑りやすい箇所の是正や、階段歩行時の手すり使用徹底等に取り組んでいます。2023年度も
継続して教育を行い、転倒災害の減少に取り組んでいきます。

また、四半期ごとに労働災害の実績を集計・分析し、労働災害の撲滅・低減、活動内容の改善に取り
組んでいます。

安全で働きやすい職場環境 
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避難訓練（横河電機）
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 人権に関する通報・相談窓口と救済措置
YOKOGAWAが直接的に引き起こしている人権侵害、および間接的に関与している可能性のある人

権侵害を早期発見し是正するため、YOKOGAWAグループで働く人すべてを対象とする、相談・通報窓
口を社内に設置するとともに、サプライヤー向けのヘルプラインを設けています。また、お客様やお
取引先様、地域社会など、外部のステークホルダーからの人権侵害に関わる通報・相談については、
ホームページのお問い合わせで受け付けています。匿名での通報・相談も可能としており、通報者の
プライバシーの保護、通報者への報復行為や不利益な取り扱いの禁止を定めています。 各ステーク
ホルダーから寄せられた人権侵害事象については、企業倫理・人事・調達・法務部門等が連携して調査
し、助言・啓発など適切な救済措置を講じ、再発防止に取り組みます。  

 人権リスク評価
2019年度にYOKOGAWAは、ビジネスとサステナビリティの領域でグローバルに活動しているNGOの

BSR (Business for Social Responsibility)とともに、YOKOGAWAの事業活動とバリューチェーンにおける潜
在的な人権リスクの評価を行いました。さらに、2022年度には、外部環境の変化や社内での取り組みの進
捗等を踏まえて、人権リスクを再評価しました。

この評価は、企業の方針、事業活動の内容、内部統制システムの運用状況の確認に加え、関係者へのヒア
リングにより、取り組みの優先度の高い人権課題を特定するものです。優先度は、事業活動や取引関係を
通じて悪影響を及ぼすリスクの重要度と、リスクへの影響力の２つの観点から評価します。

YOKOGAWAグループ人権方針
YOKOGAWAグループは、「YOKOGAWAは計測と制御と情報により持続可能な社会の実現に貢献す

る　YOKOGAWA人は良き市民であり勇気をもった開拓者であれ」という企業理念を掲げ、お客様の
生産性向上とビジネス変革を支援するさまざまなソリューションを提供し、産業界、そして社会を支
えています。そしてこれからも、お客様、パートナーの皆様とともに、コーポレート・ブランド・スロー
ガン「Co-innovating tomorrow」のもと、明日をひらく新しい価値を創造してまいります。 

YOKOGAWAグループのすべての事業活動は人権の尊重を前提に成り立っており、私たちは、事業を
展開する世界各国・地域でのさまざまな人権課題について理解を深め、その解決に積極的に関与する
ことで、人々の尊厳が守られ、敬意が払われるように力を尽くさなくてはなりません。その責務を果た
すための指針として、「YOKOGAWAグループ人権方針」を策定し、次の内容について定めています。

1. 人権に関連した法令の遵守と国際行動規範の尊重
2. 人権デューディリジェンスの実施
3. YOKOGAWAグループの人権の重点課題
4. コミュニケーションとエンゲージメント
本方針の詳細は、当社グループウェブサイトにて開示しています。 

人権尊重のための体制
YOKOGAWAグループ人権方針は、取締役会の承認により定められています。代表取締役社長を当社グ

ループの人権に関わる最高責任者とした社内体制を整備し、継続的な取り組みを実施しています。人権に
関係する部門から担当者を選出した人権実務者会議が具体的な人権に関する取り組みを進めています。 

人権デューディリジェンス
YOKOGAWAは、事業活動、サプライチェーンおよびその他のビジネス上、人権に負の影響を与える可

能性を特定、防止、軽減し、どのように対処するかについて責任を果たすための人権デューディリジェンス
を進めています。 

労働安全衛生、労務管理、購買・販売管理についてはそれぞれグループ全体を対象とする内部統制
システムを構築しており、リスクの低減や発見された問題の是正を行っています。

人権相談から問題解決までの流れ

被害の通報 YOKOGAWA
ヘルプライン（受付） 調査 侵害事実の

有無を判断
救済のための
措置

措置結果の
通知

ホームページのお問い合わ
せで受け付けています。
受付後に担当者が具体的な
被害についてお聞きします。

企業倫理・人事・調達・法務部門が連携して、
調査し侵害の有無を判断をします。

（侵害事実を認定できない場合もあります。）

援助、啓発など、適切な救
済措置を講じ、再発防止
に取り組みます。

人権尊重

「YOKOGAWAグループ人権方針」全文はウェブサイトで紹介しています。
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YOKOGAWAグループの人権リスク

  社内の人権リスクアセスメント活動
    2021年度は自社の生産拠点に対してSAQ（Self-Assessment Questionnaire）を行い、高リスクの拠点

はありませんでした。前年度の各種フィードバックに基づき2022年度は自社のエンジニアリング機
能を有する国内外の33拠点に対して「強制労働・奴隷労働」「労働安全衛生」「労働環境」などに関する
SAQを実施しました。結果の分析を行い、各拠点の改善点を明確化しました。早急に対策を講じるべ
きリスクの高い拠点はなかったものの、人権侵害のリスク低減に向けてコミュニケーションを継続
していきます。
  重要なお取引先様への人権デューディリジェンスの実施

    専門家の知見を活用し、重要なお取引先様を抽出しました。具体的には、取引金額の大きさや、購入内
容（役務を含む）から、判断しています。選定したお取引先様の事業所を対象に、お取引先様による
SAQを用いた人権デューディリジェンスを実施しました。SAQの回答を評価した結果から、高リス
クの事業所16箇所を選定し、改善に向けたコミュニケーション（対面による面談や第三者機関によ
るヒアリングを含む）を行いました。
  サステナブル調達ガイドラインの改訂

    調達に関する国際基準などを確認し、サステナブル調達ガイドラインを改訂しました。お取引先様に
ガイドラインを確実に遵守いただくよう依頼するとともに、情報の提供と監査へのご協力をお願い
しています。
 グループ従業員に対する人権に関する教育・啓蒙の実施

    人権方針が、当社で働くすべての人々に理解され、実践されるよう、人権尊重に関する教育・啓蒙（差別
の防止を含む）を毎年実施しています。2022年度は、実施率を向上するために、教育資料の多言語化

（英語、日本語、中国語、スペイン語、ポルトガル語）、未実施者へ社内教育システムを通じた個別配信に
よる受講促進等を行いました。グループ各社の協力を得ながら、引き続き教育を実施していきます。

    世界人権デーに合わせて、ビジネスと人権・職場の人権リスクをテーマにしたコンプライアンス
ニュースを全社員向けに発行し、人権尊重の意識の向上を図りました。

  人権に関する通報・相談窓口と救済措置
    人権侵害事象を早期発見し是正するため、社員を対象とした相談通報窓口とお取引先様向けのヘル

プラインを設けています。また、お客様や地域社会など、外部のステークホルダーからの人権侵害に
関わる通報・相談については、ホームページの「お問い合わせ」で受け付けています。プライバシーの
配慮など人権相談受付から問題解決までの流れをホームページに掲載することで、安心して通報い
ただけるよう配慮しています。また、日本国内の公益通報者保護法の一部改正に伴い、関連する社内
規則を改定し社員に周知するとともに法改正の内容に沿った運用をしています。
  リスクマップの更新

    2019年度に策定したリスクマップについて、外部環境の変化、社内での取り組みの進捗、今後の継続
可能な表記を踏まえて社内で再評価を実施し内容を反映しました。今後は各リスクの内容を掘り下
げ、具体的な改善計画を立案していきます。

2022年度の人権に関する主な取り組み
1  関連性

YOKOGAWAに と っ て、最 も 関 連
性の高い人権の特定

2  重要度
リスクの深刻度、起こりうる可能
性に基づき、人権リスクの重要度
を決定

3  優先順位付け
YOKOGAWAとの関連性、影響力、
管理状況によってプライオリティ
付け

デューディリジェンスの対象とする主なステークホルダー：
従業員（直接雇用／間接雇用）、女性と少女、子供、地域社会、移民労働者、先住民、サプライチェーンの労働者、その他（農村
部の人々、低所得者層、教育水準が低い人々）

特定した人権リスク：
製品・サービスに関する品質と安全性、環境・社会への影響、公平なビジネス慣行、強制労働・奴隷労働、児童労働、労働環境

（差別からの自由、公正な賃金、結社の自由、団体交渉権を含む）、労働安全性、紛争への関与、救済システム

人権リスクの特定プロセス

リスク評価の結果、ウクライナ紛争の発生により紛争への関与リスクが高まりましたが、前回のリスク
評価において取り組みの優先度が高いと評価された環境・社会への影響、強制労働・奴隷労働（従業員）、労
働安全性（従業員）、公平なビジネス慣行、製品・サービスに関する品質と安全性、労働環境（従業員）の６項
目は、各施策の取り組みによってリスクが低減しています。一方、サプライチェーンにおける労働関連のリ
スクについては優先度が高まっており、お取引先様と人権尊重に向けた活動を継続する中で、当社事業と

リスクの関連性が高まってきたと判断しています。優先度の高い低いに限らず、人権リスクについては、国 
や地域の特性も踏まえてさらなるリスクの低減に取り組み、問題の可能性が発見された場合には適切な
対応を図っていきます。

人権尊重

高

中

低
高低 中

人権リスクへの影響

リ
ス
ク
の
重
要
度

公平なビジネス慣行

労働安全性（サプライチェーン）
労働安全性（従業員）

労働環境（従業員）

児童労働（従業員）

強制労働・奴隷労働（従業員）

児童労働（サプライチェーン）

労働環境（サプライチェーン）

強制労働・奴隷労働（サプライチェーン）

環境・社会への影響
救済システム

紛争への関与

製品・サービスに関する品質と安全性

製品・ビジネスリスク
サプライチェーン労働関連リスク
自社労働関連リスク
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コミュニティ・エンゲージメント
YOKOGAWAは、企業も社会の一員であることを自覚し、「良き市民」として地域との調和を目指しています。事業を通じて社会

に貢献するだけでなく、幅広い地域貢献活動を推進し、事業を展開する世界のあらゆる国や地域で、地域や社会の共通の目標の達
成に協力し、その発展に貢献します。
また、社員が「良き市民」として地域貢献活動に参加することを支援し、地域コミュニティの人財育成、環境保全活動をはじめ、

社員が有するさまざまなスキルや能力を活用できるボランティアプログラムを提供しています。

社会貢献活動の基本方針
企業理念および行動規範に基づき、本業に関わりのある分野

を優先した社会貢献活動を行っています。

社会貢献活動ガイドライン
「YOKOGAWAグループ社会貢献活動ガイドライン」を定め、グ
ループの社会貢献活動を推進しています。寄付および経費支出を

伴う社会貢献活動は、決議・決裁の手続きと基準を明確にし、活動
の透明性を確保しています。

社会貢献活動実績 
2022年度の社会貢献活動として、資金援助（1億7,776万円）、物

品の支援や施設の開放（353万円相当）、社員による支援活動
（1,854万円相当）を行いました。
実施している社会貢献活動をSDGsの目標で分類すると、一番

件数の多い活動は目標4の教育の促進に関するものです。SDGs
の17目標のうち、計15の目標に貢献しています。

優先分野

  事業をしている地域
  事業をしている分野
  大規模災害
  社会の発展への貢献

目標1. 貧困をなくそう
  衣類、生活、学習用品支援（日本、タイ、インドネシア、中国、韓国、アメリカ）

目標2. 飢餓をゼロに
  食事・生活の支援（シンガポール、中国、韓国、インド、アメリカ）

目標3. すべての人に健康と福祉を
  文化行事への支援（日本、ベトナム）
  スポーツ団体・イベントの活動支援（日本）
  母子健康増進活動の支援（日本、カンボジア、ミャンマー）
  低所得者、障害者への支援（日本、台湾、韓国、インド）
  献血活動、医療機関への寄付（日本、タイ、フィリピン、台湾、インド、バー
レーン）
  災害被災地支援（フィリピン、トルコ、シリア）

目標4. 質の高い教育をみんなに
  地域教育プログラム・教育活動支援（日本、シンガポール、タイ、インドネ
シア、マレーシア、ベトナム、オーストラリア、ニュージーランド、中国、
韓国、インド、UAE、サウジアラビア、ナイジェリア、南アフリカ、アメリ
カ、カナダ、メキシコ、オーストリア、ドイツ、イタリア、スペイン、ポルト
ガル、イギリス、スコットランド、クロアチア、ノルウェー、ブラジル、ペ
ルー、ロシア）

目標5. ジェンダー平等を実現しよう
  女性活躍支援（日本、オーストラリア）

目標6. 安全な水とトイレを世界中に
  河川清掃、給水支援（日本、アメリカ）

目標8. 働きがいも経済成長も
  調達関連ツール提供（日本）

目標10. 人や国の不平等をなくそう
  先住民顕彰記念式典（オーストラリア）

目標11. 住み続けられるまちづくりを
  地域ボランティア活動（日本）

目標12. つくる責任　つかう責任
  ダンボールキャビネットに関する講演（日本）

目標13. 気候変動に具体的な対策を
  植林活動（日本、タイ）

目標14. 海の豊かさを守ろう
  海岸清掃（台湾）

目標15. 陸の豊かさも守ろう
  野生動物保護の支援（シンガポール）

目標16. 平和と公正
  ウクライナへの寄付（オランダ）

目標17. パートナーシップ
  外部機関との連携（日本、ベトナム）

2022年度の主な社会貢献活動と貢献するSDGs

「良き市民」としてサステナビリティ意識を共有

横河計測は、サステナビリティとCO2排出削減に貢献する次世代技術を開発するお客様をサポートする最先
端の計測ソリューションを提供しています。横河計測がどのように貢献するかを理解するには、従業員一人ひと
りが意識を高め、自分たちにできることを共有し、お客様のニーズをより深く理解することが重要だと考えてい
ます。そのため、欧州の計測部門から、サステナビリティプログラムを開始しました。国を横断したチームを結成
し、チームでの活動、グループミーティング、ビデオやサステナビリティブックを通じで結果を共有することで、
自社はもちろん、地域社会などの社外でもサステナビリティに対する意識を高めました。 日常生活から学ぶ
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気候変動や環境問題は事業だけでなく、人類の存続にも影響を及ぼすことが懸念されています。 
YOKOGAWAは、地球環境保全に主体的に取り組んでいます。 
本章では、環境保全に関する取り組みを紹介します。 

環境

Environment

CONTENTS

環境活動実績56
56　環境活動データ
56　環境会計

61　水資源保全
61　水リスクへの対応
61　廃棄物削減
62　化学物質削減
62　生物多様性保全

事業所での環境の取り組み61

57　野心的な目標に向け着実に前進
57　Science Based Targets（SBT）認定を取得
57　Scope1,2排出量削減戦略
58　2030年度までの主要施策（Scope1,2）
58　2022年度GHG排出量削減実績（Scope1,2）
59　 Scope1,2削減の活動事例：

進むエネルギー削減と再生可能エネルギー由来電力調達
60　Scope3削減目標と実績
60　Scope3削減への取り組み

温室効果ガス(GHG)排出量削減57環境マネジメント54
54　環境方針
54　推進体制
54　環境マネジメントシステム
55　環境配慮設計
55　LCAラベル
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推進体制
　グローバルでの環境
経 営 を 推 進 す る た め、
YOKOGAWAグループ環
境担当役員の統括のも
と、国内・海外グループ
各社環境マネジメント
責任者と、施策の検討や
活動のレビューを行っ
ています。

環境マネジメントシステム
YOKOGAWAグループは環境マネジメントシステムを展開し、環境汚染を防ぐための法令や協定な

どの遵守を徹底しています。また、省エネルギーや環境負荷の少ない代替技術への転換を図るなど、
環境負荷低減に取り組んでいます。

主要な事業所、生産拠点については、ISO14001の認証を取得し、環境マネジメントシステムの向上
に取り組んでいます。

 内部監査
　ISO14001の環境内部監査を年1回以上実施しています。

 定期審査
　各ISO14001認証取得会社において、年1回、認証機関の定期審査（更新審査もしくはサーベイランス）を 
受審し、ISO14001の認証登録を継続しています。

 YOKOGAWAグループのISO14001認証取得状況
　国内および海外の主要な事業所、生産拠点を中心としてISO14001の認証を取得しています。生産
拠点においてはグループ全体の生産18拠点中15拠点が取得し、83%の取得率となっています。

環境方針
企業理念「YOKOGAWAは計測と制御と情報により持続可能な社会の実現に貢献する」に基づき、環

境保全活動を推進し、2050年に向けたThree goalsの達成に取り組んでいます。

   環境マネジメントシステムを確立し、役割・権限・責任を明確にして、環境保全活動を推進します。
   法規制などを遵守するとともに、必要に応じて自主基準を設け、汚染などの予防に努めます。
   気候変動、生物多様性、資源利用などの環境課題に取り組み、環境目標を定めて環境保全に取り組
みます。
（1） 企業活動のすべてにおいて省資源・リユース・リサイクル、省エネルギーおよび地球温暖化防

止に取り組み、環境に負荷を与える物質は可能な限り削減して環境汚染リスクを低減し、資源
循環型経営を推進します。

（2） 資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を評価し、環境負荷の少ない製品を創出し
ます。

（3） 計測、制御、情報の技術を通して、地球環境保全に貢献する、より付加価値の高いソリューション・
サービスを社会に提供します。

（4） 地球環境保全活動へ参加するとともに社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社
会との共生に努めます。

   組織で働くすべての人々に、環境保全活動を進めるために必要な教育・訓練を実施します。
   情報開示を行うとともに、組織で
働くすべての人々並びにお客様、
株主、地域社会、お取引先様など
との良好なコミュニケーション
を促進し、環境保全活動の深化と
共創を進めます。

   環境パフォーマンスの評価を行
い、定期的に監査を実施して、環
境マネジメントシステムを継続
的に向上させます。

地球環境
持続可能な社会

環境ソリューション・
環境調和型製品の

提供

お客様
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等資源循環型
社会の構築

YOKOGAWA
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等

環境推進体制

環境マネジメント

横河電機社長

YOKOGAWAグループ環境担当役員

YOKOGAWAグループ環境統制担当部署

環境マネジメント責任者各本部・事業部長 環境マネジメント責任者

各部門／管轄子会社各本部環境推進責任者 各部門／管轄子会社

横河電機 国内グループ会社 海外グループ会社

認証取得状況はウェブサイトで紹介しています。
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環境配慮設計
YOKOGAWAでは、環境に配慮した製品づくりを推進するため、長期使用性や省エネルギーなどの

項目について設計基準やアセスメント基準を定めて製品開発に取り組んでいます。アセスメント基
準の中でも、「ライフサイクルアセスメント（LCA）基準」を用いてエネルギー使用量、CO2排出量、NOx

排出量、SOx排出量などの各項目について評価しています。評価した製品の一部には、LCAラベルを付
与し、LCA結果を開示しています。

（1） 製品設計における環境アセスメントの基準
 再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境
保全性、情報の開示、梱包の8つの分野においてアセスメント基準を定め、初期設計・中間設計・最
終設計の各審査時に評価します。

（2） LCAの基準
LCA基準とは、製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2排出量、NOx排出量、SOx排出
量などを事前評価するための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評価します。

（3） 環境調和型製品設計の基準
製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、リサイクル・廃棄を考慮した設計、加工および
組み立てを考慮した設計、材料・部品の選択指針を規定しています。

（4）製品含有化学物質管理の基準 
設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するための基準として、化学物質の管理レベルを設
定しています。 

環境適合設計基準と環境アセスメント基準

環境マネジメント 

禁止物質 1 ：グローバルに共通な含有禁止物質 
禁止物質 2 ：国、地域による含有禁止物質 
禁止物質 3 ：使用用途別による含有禁止物質  
管理物質　：含有量を把握し通知などを行う物質

 （5） リサイクル製品設計の基準
廃棄物発生抑制（リデュース）とともに、使用済み製品の再使用（リユース）、再生使用（リサイク
ル）など3Rを促進する基準です。

（6） 省エネルギー設計の基準
製品使用、製造段階において省エネルギー設計で配慮すべき事項について規定しています。

LCAラベル
YOKOGAWAは、製品が環境に与える影響を最小限にすることを目指し、1999年から

新たに開発するすべての製品の設計段階において、LCAを実施しています。LCAを開示
する製品には、製品紹介のウェブサイトや販売資料中に「LCAラベル」を掲示していま
す。これは、ISO14021で規定されている自己宣言による環境ラベル（タイプⅡ）です。

 LCAの考え方
YOKOGAWAは、JIS Q 14040「環境マネジメントーライフサイクルアセスメントー原則および枠組

み」を参考に、独自のLCA基準を設定しています。評価にあたっては従来製品を比較対象としていま
す。なお、新規に開発する製品と従来製品を同等の機能に換算して比較するため、従来製品のLCA結
果には「機能係数」を乗じています。また、今までに開発した製品のLCA評価結果から環境負荷の特徴
が明らかになっている場合は、環境負荷に著しく影響する項目に限って評価を実施している場合が
あります。

 LCAラベル使用の条件
以下に示す条件をすべて満たした製品に、LCAラベルを掲示します。

1. YOKOGAWAの技術規格に基づいてLCAを実施していること
2.  LCAの結果（LCAデータ）を規定のルールに従いYOKOGAWAのウェブサイトで開示していること環境アセスメント基準

● 製品設計における環境アセスメント
● ライフサイクルアセスメント

海外環境規制
対応基準

● 製品含有化学物質規制
（各国RoHS、REACH等）

● 廃棄物規制
（WEEE指令等）

● エコデザイン／省エネ規制

設計基準

● 環境調和型
製品設計

● 製品含有
化学物質管理

● リサイクル
製品設計

● 省エネルギー
設計

初期設計審査

製品設計
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産

中間設計審査 最終設計審査

LCAラベル掲示製品一覧はウェブサイトで紹介しています。
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環境活動データ
 環境負荷の全体像
YOKOGAWAでは、一連の事業活動（製造・販売・サービス）に投

入したエネルギー・原材料の「インプット量」、そして大気・水域な
どに排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」について、それぞ
れエコバランス（年間収支）を把握しています。エコバランスを分
析することにより、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、循環
資源化率の向上などに役立てています。

 法令遵守
2022年度についても環境に関わる法律、規制、協定等の遵守の

徹底に取り組み、重大な法令違反やそれに伴う罰金およびその他
制裁措置はありませんでした。

 土壌・水質の保全
土壌汚染対策法が施行される以前から、独自の管理基準に基

づいて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施してい
ます。

 啓発活動
YOKOGAWAグループ全社員を対象に、環境に対する意識の向

上を目的として、品質・環境・安全に関するeラーニングの実施に
加え、環境映画の上映会や講演会を開催しています。

エコバランス（年間収支）

負荷項目 2022年度

エネルギー

エネルギー合計 1,317TJ

電力
買電 115,331MWh
自家発電（太陽光） 184MWh

石油
軽油 1,373kL
ガソリン 2,251kL
灯油 3kL

ガス
都市ガス 2,046kNm3

LPG 392t
熱 103GJ

水
水道水 346,945m3

井戸水 154,735m3

物質

紙 151t
ふっ化水素およびその水溶性塩 1.5t
塩化第二鉄 11.7t
ヒドラジン 2.0t
キシレン 4.4t
トルエン 1.4t

負荷項目 2022年度

大気

温室効果ガス 67,085t-CO2e

NOx 4.0t

SOx 0.2t

揮発性有機化合物（VOC）
排出量（トルエン、キシレン） 3.7t

水域
工業排水 80,790m3

生活排水 358,898m3

廃棄物等

非有害

リサイクル 2,877t

焼却 393t

埋立 489t

有害

リサイクル 546t

焼却 207t

埋立 1t

 

投
入

 

排
出

環境会計
環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠した環境会

計で環境活動に関わるコストとその経済効果を定量的に把握し
ています。

環境保全コスト（2022年度） （単位：百万円）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

工場内コスト
（事業エリア内コスト）

公害防止コスト 監視測定 21.3 71.1
地球環境保全コスト省エネルギー 312.4 649.4
資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制、節水 0.0 150.3

調達・物流コスト（上・下流コスト） グリーン調達 0.0 8.2
EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0.0 184.5
社会活動コスト 環境イベント 0.0 37.4 
原状回復コスト（環境損傷対応コスト） 土壌修復 0.0 0.0

計 333.7 1,100.9

環境保全効果

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 効果の内容 2021年度 2022年度 増減

投入
総エネルギー投入量（TJ） 1,008 925 -83 
水資源投入量（千㎥） 338 373 +35

温暖化防止 CO2排出量（t） 47,996 42,932 -5,064
排出 廃棄物総発生量（t） 3,946 3,501 -445

環境保全に伴う経済効果（2022年度）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

セグメント 金額
リサイクルによる収入額（有価物売却など） 134.1
省エネルギー・省資源による費用削減（電力、水、紙など） 45.6 

計 179.7

（単位：百万円）

環境活動実績

INPUT

OUTPUT

集計範囲：YOKOGAWAグループ
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����年度
基準年

����年度 ����年度

製品物量と事業構成による
エネルギー使用量変化

使用効率を上げて
エネルギー使用量を減らす

自らクリーンな
エネルギーを創る

クリーンなエネルギー
購入に置き換える

��%削減

���%削減

■ GHG排出量　■ 減らす　■ 創る　■ 置き換える

野心的な目標に向け着実に前進 
YOKOGAWAグループは2040年度までにScope1,2の温室効果ガス排出量を実質ゼロにする、

Scope3は2030年度までに2019年度比で30％削減する野心的な長期目標を設定しています。これら
は、産業革命前からの気温上昇を「1.5℃」に抑えることを目指す目標となっており、第26回気候変動
枠組み条約締約国会議(COP26)で盛り込まれた「気温上昇を1.5℃に抑える努力を追求する」という合
意文書に沿ったものです。2022年はグループ全体で目標実現に向けて本格的に施策に着手し、
Scope1,2は前年より4％削減、2019年度比で15％削減、Scope3は前年より11％増加しましたが2019
年度比で4％削減を達成しており、目標に向けて取り組みを進めています。

Science Based Targets（SBT）認定を取得
YOKOGAWAグループの2030年に向けた温室効果ガス排出削減

目標が、国際的な環境団体である「SBTイニシアチブ※」より、パリ
協定の目指す「世界の平均気温上昇を産業革命前以前と比べて２℃
より十分低く保ち、1.5℃以内に抑える」水準に整合する、科学的根
拠に基づく目標であるとして認定されました。

Scope1,2排出量削減戦略
Scope1, 2のGHG排出量は「エネルギー使用量×CO2排出係数※」で算出されるため、エネルギー使

用量の削減とCO2排出係数低減の両方に取り組んでいきます。それぞれの施策は、GHG排出量削減
ロードマップに沿った経済合理性の高いものから優先的に実行していくことを原則としています。
エネルギー使用量の削減を目的とした「減らす」、CO2排出係数低減を目的とした「創る」「置き換える」
の３つを軸とした活動によって、カーボンニュートラルを目指します。

活動には優先度をつけ、特にコスト低減効果のある施策を最優先で促進しています。施策は各国の
再生可能エネルギー電力の市場状況や、生産拠点かオフィスかといった特性を考慮して決定します。

温室効果ガス（GHG）排出量削減
※ 購入した製品・サービス(カテゴリー1)および

販売した製品の使用(カテゴリー11)が対象

温室効果ガス排出量

Scope1,2（基準年2019年度）
2040年度目標
2030年度目標
2023年度目標
2022年度実績

100%削減
50%削減
10％削減

14.8％削減

Scope3 ※（基準年2019年度）
2030年度目標
2023年度目標
2022年度実績

指標

目標と実績

カーボン
ニュートラル
実現

減らす

創る

ロードマップ

Scope1,2排出量削減の基本戦略

30%削減
10％削減

4.4%削減

自らクリーンな
エネルギーを創る

使用効率を上げて
エネルギー使用量を減らす

クリーンな
エネルギー購入に
置き換える

1

2

ゴール

置き換える
3

※ SBTイニシアチブは、国際環境非営利団体のCDP、国連グローバル・コンパクト、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）の4団体
によって共同で設立され、パリ協定の目標達成に向け、企業に対して科学的根拠に基づく温室効果ガス排出目標の設定を推進しています。

※Scope1,2(自社グループの事業活動による温室効果ガス排出量)の目標：2030年度までに50%削減（基準年2019年度)
　 Scope3（サプライチェーンにおける間接的な温室効果ガス排出量（購入した製品・サービスによる排出と、販売した製品の使用による排

出））の目標：2030年度までに 30%削減（基準年2019年度)

※エネルギー使用量あたりのCO2排出量。再生可能エネルギーはCO2を排出しないためゼロになります。
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目標

����年度
目標

����年度

8%削減

��%削減 

��,���

���%削減 

��,���

��,���

��,���

����年度

��,���

��,���

��,���

����年度

��,���

��,���

11%削減 15%削減

��,���

����年度
基準年

��,���

��,���

��,���

■ Scope�実績　■ Scope�実績　■ 目標
（単位：t-CO�e）

温室効果ガス（GHG）排出量削減

温室効果ガス排出量（Scope1,2）削減目標と実績

具体的な施策

2030年度までの主要施策（Scope1,2）
2030年度までに温室効果ガス排出量を半減させる目標に向けてエネルギー使用量の削減とCO2排

出係数低減の両方に取り組んでいます。
YOKOGAWAはこの目標を達成するため、グループ共通施策を設定するとともに、主要な組織やグ

ループ会社の責任者に削減目標を割り当て、インターナル・カーボン・プライシング（ICP）を活用した
GHG削減投資のルールも設定しています。

2023年度～2030年度の間にエネルギー使用量の削減で約19億円、CO2排出係数低減で約14億円の
投資を計画しています。

 
2022年度GHG排出量削減実績（Scope1,2）

2022年度は、エネルギー使用量の削減と再生可能エネルギー由来電力の調達に329百万円を投資
し、グループ全体のGHG排出量（Scope1,2）は、前年より4％削減、基準年である2019年度比で15％削
減しCO2排出係数低減を大きく進めることに成功するとともに、年間のエネルギーコストを8百万円
削減することができました。

2023年からは削減戦略を明確にして技術向上を推進したことで、投資に対するエネルギーコスト
削減は大幅に向上する見込みです。

YOKOGAWAグループのGHG排出主要因は電力使用による間接排出(Scope2)であり、Scope1,2全
体の8割以上を占めています。この主要因の抑制に注力してグループ各社でエネルギー削減施策を遂
行することにより、前年より事業活動は拡大したものの、エネルギー使用量については前年よりも抑
えることができました。

さらに再生可能エネルギー由来電力への転換を促進したことで、ドイツ、オランダ、日本の3カ国、18
サイトで100%再生可能エネルギー由来電力へ切り替えることができ、グループ全体の電力使用量に占
める再生可能エネルギー由来電力の割合は昨年の2.2％から2022年度は9.3%と大幅に上昇しています。

2022年度に実施を開始したGHG排出量削減施策は以下の通りです。

施策 プロジェクト数 CO2削減量
（t-CO2）

減らす 47 2,024

創る 2 154

置き換える 24 3,860

73 6,038

エネルギー使用量の削減
（減らす）

1.自社ソリューション活用によるエネルギー使用効率向上
2.機器のエネルギー効率向上（空調、照明、HVなど）
3.自社建物、レンタルオフィスの効率化（遮光・断絶性能向上など）
4.製品・生産方式の効率化
5.エネルギー使用設備の効率運用（運用ルール設定、啓発活動、ベースロード削減など）

CO2排出係数低減
（創る・置き換える）

 再生可能エネルギー由来発電システムの導入（自己資産、PPA）
 再生可能エネルギー由来発電契約への切替
 業務車のEV／FCV化

再生可能エネルギー使用量と全体の電力使用量に占める割合
再生可能エネルギー使用量（単位：MWh）
再生可能エネルギー使用率（単位：%）

��,���

����年度

�,���

����年度

���

����年度

���

����年度

���

����年度

�.�

�.�
�.��.��.�
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温室効果ガス（GHG）排出量削減

Yokogawa America do Sul Ltda.では、COVID-19パンデミックで
の行動制限を機に、オフィスと自宅とのハイブリッドワークスタ
イルに転換するとともに、販売方法もリモートセールスを強化す
ることで、営業利益を40％増加しながらも、エネルギー使用量を約
25％削減、GHG排出量を約50％削減しました。

具体的な取り組みとして、ハイブリッドワークスタイルによる
オフィス利用率低下がエネルギー削減につながるようにファシリ
ティとその運用を改善しました。勤務スケジュールに合わせて、導
入した人感センサー付きLEDを常時点灯か自動点灯かを切り替え
るとともに、巡回パトロールにより運用定着を図りました。また空
調は出勤エリアと不使用エリアを区分したON/OFFの設定や、季
節によって設定温度を変更することで適切に運用しました。これ
らを実施する際、従業員への意識定着のために啓発活動を実施し
ました。さらに業務車をガソリン車からハイブリッド車に更新する
など、さまざまな活動によりエネルギー使用量を削減しました。

コロンビアのオフィスでは、ハイブリッドワークスタイルにあわせて、２つのオフィス（計930m2）を1
つのオフィス（350m2）に統合して大幅な経費とエネルギー使用量を削減しました。

さらに、ブラジル地域本社の利便性のよい場所への移転により、その後の南米地域の従業員のコミュ
ニケーションが改善し、営業利益が増加しました。

今後もビジネスの拡大とエネルギー使用量の削減を進めていきます。

南米事業所で営業利益増加・エネルギー使用量削減を両立活動2

ハイブリッドワークスタイルによる
オフィスの運用改善

人感センサ付きLED

Yokogawa Europe B.V.は、GHG排出量削減への取り組みの一環として、2021年に自社ビル（オランダ）で
購入するエネルギーを、化石燃料と再生可能エネルギーがミックスされた「グレイエネルギー」から、「グ
リーンエネルギー」へと切り替えました。このグリーンエネルギーは100%ヨーロッパの風力によって発
電されており、環境に有害な化石燃料は使用されていません。自社ビルで消費するエネルギー約
3,500MWhのすべてをグリーンエネルギーに切り替えることとなり、削減できるCO2量は約150万キログ
ラム、これは約9万8千本の樹木が1年間で吸収するCO2の量に相当
します。これらの活動によりYokogawa Europe B.V.と欧州の傘下
会社でこれまでにGHG排出量を約60％削減しました。Yokogawa 
Europe B.V.はYOKOGAWAのサステナビリティ目標「Three goals」
達成に向け、エネルギーのグリーン化は地球環境配慮への重要な
取り組みの1つであるとの認識のもと、これからもさらなるイノ
ベーションと環境に優しい取り組みを追求し、地球環境の保護に
貢献し続けます。

欧州事業所で再生可能エネルギー由来電力調達を加速活動1

Scope1,2削減の活動事例：
進むエネルギー削減と再生可能エネルギー由来電力調達

2022年度にグループ各社で実施したエネルギー使用量の削減と再生可能エネルギー由来電力の
調達活動を紹介します。
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（単位：t-CO�e）

資本財　
��,���

Scope１または２に
含まれない燃料および
エネルギー関連活動
��,���

輸送と配送
��,���

事業で発生する廃棄物
�,���出張　��,���

従業員の通勤
�,���

����年度
総排出量
���,���

販売した製品の廃棄
�,���

販売した製品の使用
���,���

購入した商品とサービス
���,���

温室効果ガス（GHG）排出量削減

YOKOGAWAでは、今後もエネルギー使用量の削減や再生可能エネルギーの普及推進、サプライ
チェーンを通じた削減施策の促進により、脱炭素社会の実現に努めてまいります。

Scope3削減への取り組み
販売した製品の使用による排出（カテゴリー11）を削減するために、各製品開発担当部署では既存

製品の設計変更時や新製品の開発時に製品のより一層の省エネルギー設計を進めており、また、転売
品のお取引先様と省エネルギー製品導入の実現性を協議するなど取り組みを拡大しています。

サプライチェーンでのGHG排出量（Scope3）の削減は短期間での実現が困難なため、早い段階で計
画を立案し、長期的な視点で取り組むことで目標達成を目指します。

プラント制御システムの電源モジュールの設計を抜本的に見直すことにより消費電力の削減に取り
組んでいます。

制御システムを構成するフィールドコントロールユニットの一部である電源モジュールは、フィール
ドコントロールユニットに実装される各種モジュールに電力を供給するモジュールです。電源モジュー
ル1台で約80Wの電力を供給しますが、電源モジュール自身も電力を消費するため、これを減らすように
設計を見直しました。

最初の電源モジュールは2001年に開発されました。その後、2回の設計変更で消費電力を段階的に削減
し、現在は2001年と比べて約60％の削減を実現しました。表面温度を測定するサーモグラフィの画像を見
比べると、高温を示す赤色が減り、電源モジュール自身の消費電力が減っていることがわかります。製品
自体の発熱量が少なくなると周囲の温度上昇も抑えられるため、お客様の計器室のエアコンの消費電力
の削減にもつながります。

この開発で培った技術を他の製品に展開し、Scope3の販売した製品の使用（カテゴリー11）による排出
の削減に努めていきます。

省エネルギー設計により消費電力を約60％削減

各種モジュール

フィールドコントロールユニット

電源モジュール

Scope3削減目標と実績
Scope3については、目標達成に向けてGHG排出量削減施策の立案と実行を進めています。2022年度

は、Scope3の6割を占める「販売した製品の使用による排出（カテゴリー11）」については昨年比でほぼ変
動はありませんでした。購入金額を活動量として算出している「購入した商品とサービス（カテゴリー
１）」では、為替や購入価格の上昇により購入金額が増加しています。そのため、Scope3全体では前年比
11％ の増加となりました。

2030年度 温室効果ガス（Scope3）削減目標と実績

サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）

カテゴリー�＋��
を��％削減

����年度
目標

����年度����年度����年度
基準年

���,������,������,���

���,���
���,������,���

���,���

��,���

����年度

���,���

���,���

��,���
��,���

��%削減 �%削減��%削減

��,���

■ Scope�（カテゴリー�,��）実績　■ Scope�（その他カテゴリー）実績　■ 目標
（単位：t-CO�e）
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水資源保全
水資源への取り組みとして、生産工程の改善による水使用量の削減や、オフィスで使用する水道水

の節水システムを導入するなど、水使用量削減に取り組んでいます。
2022年度は、生産拠点で発生した漏水や、夏季高温に伴う冷却水使用量増等に伴ない、2021年度対

比取水量が増加しました。
漏水等の再発防止を行うとともに、生産工程

の改善およびオフィスでの節水システム導入
等により、今後見込まれる出社率、生産量増加
に伴う取水量の増加を抑制し、2023年度目標達
成に向け取り組んでいきます。

����年度

（単位：千㎥ ）

����年度����年度����年度 ����年度

���

���
��� ��� ���

廃棄物削減
YOKOGAWAは、生産工場やオフィスで、また製品の梱包などの際に、リデュース・リユース・リサイ

クルに努め、廃棄物削減に取り組んでいます。
2022年度は、昨年一時的な増加要因だった本社オフィス改革による廃棄物および事業売却に伴う

廃棄物分が減少したこと、および横河マニュファクチャリング甲府事業所におけるキレート廃液量
削減の取り組みにより、前年度比減少となりました。2023年度も継続してリデュース・リユース・リ
サイクルに努め、廃棄物削減を図っていきます。

����年度

（単位：t）

����年度����年度 ����年度 ����年度

�,���
�,��� �,���

�,��� �,���

リサイクルセンターでのごみ分別

廃棄物総発生量

水リスクへの対応
水資源の確保が深刻な課題になっている地域では、水使用量のモニタリングや、代替水資源の確保

などの施策により、水資源に関する取り組みを強化しています。

 Yokogawa Electric Asia, Yokogawa Engineering Asia, 
Yokogawa Electric International （シンガポール） 

　従来、シンガポールは、国として水の自給に取り組んでいますが、 水の総需要は、今後さらに増加す
ると予想されています。 
　YOKOGAWAのシンガポール拠点においては、次のような取り組みにより、水資源の維持や代替水
資源の活用をしています。 

    シンガポール公共事業庁（Public Utilities Board）のガイドラインを遵守し、水の過剰な使用を予防
    空調システムに再生水 “NEWater” を使用
    洗面台や水道設備に、節水装置を取り付け
    水の漏出を早期発見するために、水消費量の定期点検を実施

 Yokogawa Middle East & Africa（バーレーン）
中東諸国では水不足が大きな問題であり、次のような取り組みを行っています。

    社員1人あたり年間水使用量削減の目標値を設定し、進捗を管理
     飲用以外は、一般の水道水を使用
    水の保全や汚濁防止など、水に関する規制を遵守
    水の保護に関する意識を社員間で共有
     HSE（Health、Safety、Environment）巡視の際に水漏れもすべての施設で点検し、異常が発見され
た場合は迅速な是正措置と再発防止措置を実施

事業所での環境の取り組み

水資源取水量

事業所の取水量

事業所の取水量（基準年2019年度）
（2023年度目標）4％削減
（2022年度実績）2%削減

指標

目標と実績
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事業所での環境の取り組み

キレート廃液量の削減

横河マニュファクチャリング甲府事業所では、製造工程において新たな表面処理設備を導入しまし
た。洗浄力を強化するために、カスケード方式（連続給水）による給水を行うことで、特別管理産業廃棄物
に該当するキレート廃液の量が増加しました。そこで、既設のフッ素吸着装置を改造、さらにイオン吸着
装置排水処理装置を新たに加えた循環システムを構築し、各工程で廃棄していた廃液を水洗用の給水に
再利用することで、廃液および水の使用量を削減しました。本活動により、2022年度は当初482tと見込ん
でいた廃液量を363t（-25％）まで削減することができました。今後も、さらなる廃液の削減による水資源
の有効利用に向けて、改善活動を継続していきます。

生物多様性保全
YOKOGAWAはグループ環境方針で生物多様性の課題に取り組むことを定めて生物多様性の保全

活動を推進しています。

 生物多様性保全の取り組み方針
生物多様性は社会の持続可能性の基盤です。YOKOGAWAはステークホルダーの皆様とともに、地

域の特性に配慮して生物多様性保全の取り組みを推進します。あらゆる事業活動に伴う負の影響を
低減し、生物多様性の改善に取り組むとともに、地域社会のより良い環境づくりに貢献します。

 生物多様性保全の行動指針
       地域と連携し、地域の価値を向上

 行政やNPOと連携した取り組みを通じて、地域の価値を再認識するとともに、地域の価値を向上
させる

       社員に教育機会を提供し、啓発を図る
生物多様性に関する社員向けのセミナーやイベントなどを通じて、社員への啓発を図る

       事業所における生物多様性保全に配慮
事業所内の緑地管理など生態系に配慮し事業所を運営する

化学物質削減
YOKOGAWAは、地球環境や人体に有害な化学物質を徹底管理しているほか、代替プロセスを開発・

導入し、化学物質の使用量や廃棄量の削減に努めています。また、欧州の電気･電子製品に含有する化
学物質を規制したRoHS指令や化学物質の登録･評価･認可･制限をするREACH規則に対応するため、
これらの化学物質を削減および適切に管理するための取り組みを進めています。

 揮発性有機化合物（VOC）
YOKOGAWAは、揮発性有機化合物（VOC）について、製造過程において必要となる塗料などから揮

発するトルエン、キシレンの排出量をモニタリングしており、排出量の削減に取り組んでいます。

 PRTR対象物質
PRTR制度※の届出対象物質（取扱量1,000kg/年以上）は下記表の取扱量となりました。

PRTRデータ（2022年度）

揮発性有機化合物（VOC）排出量（トルエン、キシレン）（2022年度）

工場名 発生物資 取扱量
（kg）

排出量（kg） 移動量（kg）
大気 公共水域 土壌 埋立 下水道 事業所外

横河マニュファクチャリング
駒ケ根事業所

ふっ化水素および
その水溶性塩 1,534 3.2 74 0 0 0 0

ヒドラジン 1,984 0 0 0 0 0 0
キシレン 1,550 1,100 0 0 0 0 450
塩化第二鉄 4,975 0 0 0 0 0 0

横河マニュファクチャリング
甲府事業所 塩化第二鉄 6,732 0 0 0 0 0 0

2018 2019 2020 2021 2022

直接排出量 5.6 5.0 5.7 4.7 3.7

※  PRTR制度：Pollutant Release and Transfer Register （環境汚染物質排出・移動登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量
などの情報を公開することにより社会全体で化学物質の管理を行う制度

（単位：ton）
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YOKOGAWAは企業理念に基づいた経営を行い、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。
本章では、企業活動のベースとなるガバナンスやリスクマネジメントの体制、コンプライアンス、サプライチェーンマネジメントの
取り組みについて紹介します。

ガバナンス

Governance

CONTENTS

リスクマネジメント66
66　リスク管理体制
66　リスク評価とリスク管理の推進
67　情報のエスカレーションと危機管理体制
67　事業継続管理活動
67　グローバル社員を危機から守るために

行動規範とコンプライアンス68
68　YOKOGAWAグループ行動規範
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72　統制とコミュニケーションを強化し、
サプライチェーンにおける
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72　サステナブル調達活動
73　グリーン調達の推進
73　お取引先様との

パートナーシップの強化
73　コンプライアンス調達の強化
74　下請法の遵守
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サステナビリティガバナンス 

サステナビリティを推進するコーポレートガバナンス 
 コーポレートガバナンスの基本方針 
 YOKOGAWAは、 Yokogawa’s Purposeや企業理念をサステナビリティの取り組みに関する基本的な

方針とし、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に努めています。企業価値の最大化を実現
するため、コーポレートガバナンスの継続的な充実に取り組む基本方針として「YOKOGAWAコーポレー
トガバナンス・ガイドライン」を制定し、ウェブサイトで開示しています。2021年6月に施行された改訂
コーポレートガバナンス・コードを受けて、YOKOGAWAコーポレートガバナンス・ガイドラインを改訂し
ました。毎年コーポレートガバナンスを見直し、今後も取り組みの強化を継続していきます。

 取締役会
取締役会は、原則月に1度開催され、経営に関する意思決定機関として、持続的成長と中長期的な企

業価値の向上を目指しています。その実現に向け、サステナビリティへの取り組みを重要な経営課題と 

YOKOGAWAはサステナビリティを重要な経営課題の1つと捉え、ガバナンスの充実に継続的に取り組んでいます。また、中期経営計画「AG2023」に沿って、社会や環境にさらなる貢献をしながら
持続的な成長を実現し、すべてのステークホルダーからの信頼を獲得することを目指して、サステナビリティ指標、重点管理リスクについてモニタリングを行っています。 

位置づけ、収益力および資本効率の改善を図るとともに、企業戦略などの大きな方向性を示していま
す。また、取締役および執行役員を含む経営陣による業務執行の監視・監督を行うとともに、取締役の
職務執行に関する規定を整備し、業務執行に関する監督責任を負う体制を確立しています。 

取締役会でのサステナビリティに関する主な議題 
  気候変動を含むサステナビリティ中長期目標の進捗
  サステナビリティ委員会報告
  サステナビリティマネジメントの社内規定制定
  YOKOGAWAグループ重点管理リスク
  人的資本経営についての取り組み

 監査役会 
監査役会は、原則月に1度開催され、持続的成長と会社の健全性を確保するため、独立した客観的な

立場において適切な判断、意見表明を行います。また、監査役会は、法令および「監査役監査基準」「監査
役会規則」に基づき、監査に関する重要な事項について各監査役から報告を受け、協議を行い、必要に
応じて決議をします。

 経営会議 
経営会議は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行に関わる意思決定を取締役会から権限委譲さ

れています。 経営会議は、原則月に1度開催され、経営会議の決議事項などは、取締役会に報告すること
となっています。  

 リスク管理委員会 
リスク管理委員会は、重点的に管理すべき重大なリスクを選定するとともに、そのモニタリング方

法を決定し、取締役会に報告しています。グループの各組織は、リスクを洗い出し、評価するとともに対 
応策を立案・実行しています。内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価
し、重要な事項は取締役会および監査役に報告しています。 

ステークホルダー

報酬諮問委員会

危機管理委員会

リスク管理委員会

エンゲージメント 情報開示

本社／
事業部・関係会社

指名諮問委員会

経営会議

サステナビリティ委員会

監査役

内部監査担当部署

企業倫理担当部署

法務担当部署

監査役会

取締役

取締役会

株主総会

選任・解任　　　選定・解職　　　指示・命令・監督　　　監査／監督　　　連携・報告・諮問

社長

コーポレートガバナンス体制
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サステナビリティガバナンス

実現を図っています。内部統制システムのうち、業務の適正性の観点から特に重要なプロセスについ
ては、「企業倫理システム」、「意思決定システム」、「業務マネジメントシステム」、「危機管理システム」、

「監査役監査の環境整備」からなる展開システムとしてまとめ、グループの統括責任体制を構築して運
用しています。各プロセスの責任者は、グループ各社において内部統制の実効性・効率性が確保（維持
改善）されるよう、監督・指導する責任を有します。

内部統制システムの運用においては、結果指標、行動指標を明確に定めてPDCAを回すとともに、内
部監査担当部署が内部統制システムの有効性を内部監査し、重要な事項については取締役会および監
査役に報告することとしています。 

 サステナビリティ委員会 
企業価値および社会価値の両面から重点課題を特定し、経営の中長期的な方向性およびサステナビ

リティ課題の解決に向けた戦略を策定することを目的として、2022年度にサステナビリティ委員会を
設置しました。サステナビリティ委員会は、経営会議の諮問機関であり、代表取締役社長が委員長、執
行役員を委員として、経営視点からサステナビリティに関するテーマについて集中的に議論する場と
位置付けています。2022年度のサステナビリティ委員会（2回開催）では、マテリアリティ分析を実施
し、重要性が高く、かつ自社が解決すべき課題（重点課題）とそれにより貢献する6つの分野はAG2023
策定時から変更が無いことを確認しました。また、サステナビリティ委員会の傘下には、テーマ別の分
科会（事業分科会、製品分科会、マネジメント分科会、開示分科会）を設置しており、事業における「貢献
と成長のストーリー」、インターナル・カーボン・プライシング、人的資本経営、コミュニケーション、非
財務情報開示など、さまざまなテーマについて活発な議論を行いました。サステナビリティ委員会で議 
論した内容は経営会議で意思決定し、取締役会に報告しています。

サステナビリティマネジメントサイクル 

サステナビリティマネジメント 
サステナビリティマネジメントは、中期経営計画やリスク管理、内部統制システムなどの全社マネ

ジメントサイクルの一環として行われます。社会・環境への貢献と企業価値向上の観点からサステナ
ビリティの重点課題を特定し、それらに対応するためのサステナビリティ指標を設定してマネジメン
トサイクルを定義し、取締役会が監視・監督を行っています。取締役会に対しては、重要案件や各マネ
ジメントの実施報告と合わせて非財務項目についての報告が行われるとともに、定期的にサステナビ
リティ活動の状況が報告されます。取締役会は、社会情勢の変化、サステナビリティ指標の進捗状況、
ESG評価機関などステークホルダーからのフィードバック、ESGリスク評価結果などに基づき、ステー
クホルダーの目線で、サステナビリティの取り組みの監視・監督を行っています。

 内部統制 
業務の適正性を担保しながら経営の効率化を進め、継続的な成長と企業価値向上を図るため、内部

統制システムを構築し運用しています。
YOKOGAWAグループの最上位規程として「Group Management Standards（GMS）」を定め、各業務

プロセスの役割および責任を明確にしたうえで、自律的統制活動をベースとする内部統制システムの

4月－9月 10月－3月

ステークホルダー

監視・監督
（取締役会）

業務執行
（経営会議）   

ESG評価回答

ESG
リスク報告

サステナビリティ
活動報告

サステナビリティ
活動報告

ESG評価フィードバック

ESGリスク評価

内部統制評価

ステークホルダーとのコミュニケーション

内部統制システムの運用

サステナビリティ委員会

中期経営計画マネジメント

サステナビリティ指標と施策のレビュー サステナビリティ指標と施策のレビュー
取締役会

経営会議

サステナビリティ委員会

事業分科会 製品分科会 マネジメント分科会 開示分科会

委員長：代表取締役社長
委　員：執行役員
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リスク管理体制
外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響を与える不確実性

をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内
外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプライアンス・危機
事象の観点から分類・管理しています。
また、リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と

改善を行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任を
もつ代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。

リスク評価とリスク管理の推進
グループ各社・全拠点を含むグループの各組織は、毎年自律的なリスク管理活動の一環としてリス

クを洗い出し、評価するとともに、対応策と目標を設定し、対応策を実行しています。また、各組織にリ
スク管理責任者を設置し、グループのリスク管理のためのネットワークを確立しています。
リスク管理委員会は、リスク評価に基づき、経営戦略や経営課題、外部のリスク環境なども踏まえ、

グループとして重点的に管理すべき重点管理リスクを選定しています。重点管理リスクは経営会議で

不確実性

企業価値

事業機会

・外部環境リスク
・戦略リスク
・財務・税務リスク

コンプライアンス・危機事象

・オペレーションリスク
  （内部統制リスク）

・ハザードリスク

企業価値の維持向上のため、不確実性を総合的に管理

決定し、取締役会に報告しています。重点管理リスクに対する対策内容や対策の進捗については四半
期ごとに確認し、リスク管理委員会でリスクの状況を評価するとともに、経営会議・取締役会に報告し
ています。また、対策の見直しや改善点の洗い出しを実施し、翌年の重点管理リスクの選定に反映させ
ています。
リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、環

境、安全衛生、企業倫理（粉飾、贈収賄などの腐敗行為、ハラスメントなど）、情報セキュリティ、危機管
理などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評価
しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への対
応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、グループの各組織からのボトムアップの観点
だけでなく、経営環境の変化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。

リスク管理の基本方針
グループ各社

リスク管理委員会

内部統制の有効性評価

経営会議

取締役会

個別
リスク

管理

全社
リスク

管理
管理プロセスの有効性評価

内部監査担当部署

リスクマネジメント 
YOKOGAWAグループは、各組織において企業価値に影響を与える不確実性をコントロールするためのリスク管理体制、業務の適正を確保するための内部統制システム、および経営に重大な影

響を及ぼす事象が発生した場合、速やかに対応するための危機管理体制を整えています。

リスク管理体制

Plan

Act

Do

Check

重点管理リスクのPDCA

● リスクの洗い出し
● 重点管理リスクの決定
● リスクシナリオの確認と対策計画の立案

● 対策の実行

● 改善点の洗い出し
● 対策の見直しと実行

●  リスク管理委員会による対策状況の 
モニタリング（四半期毎）

●  経営会議・取締役会報告
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情報のエスカレーションと危機管理体制
YOKOGAWAグループは、経営に深刻な影響を及ぼす恐れがあり、また社員の生命が危ぶまれる重

大災害、事故、事件などが発生した場合に、被害を最小限にとどめるためには迅速な初動対応と経営
トップへの報告が重要と考えています。そのため、「YOKOGAWAグループ重大災害、事故、事件などの
報告に関するガイドライン」で、報告すべきこと、報告ルート、報告手段などの詳細を定めており、グ
ループ全社員に周知徹底しています。このガイドラインを定期的に見直し、情報のエスカレーション
の強化を図っています。また、危機が発生した際には、人的な安全を確保し、経済的な損失を最小限に
抑え、企業の社会的責任を果たすため、代表取締役社長を委員長とした危機管理委員会を設置してい
ます。

事業継続管理活動
　YOKOGAWAの事業は、電気・ガス・上下水道などの社会インフラに深く関わっています。地震や
風水害などの自然災害や事故などの人為的災害の発生時にも事業活動を継続し、社会インフラの
維持や復旧にできる限り迅速に対応し、貢献することを目的として、事業継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan）を策定しています。
　大規模地震や風水害などの自然災害、感染症の流行などグループ経営に重大な影響をもたらす
リスクを想定した対応計画や行動ガイドラインを作成し、グループ各社と連携しながら内容の拡
充に取り組んでいます。策定したBCPの有効性、実効性を高めるために、経営層をはじめ危機管理
組織のメンバーによる訓練を定期的に実施して課題を抽出し、BCPの継続的な改善を図っていま
す。さらに、社員の安否を迅速に確認するためのシステムを導入し、定期的に訓練を行って習熟度
を高めるとともに、防災・BCPの基本に関する教育を実施するなど、有事に備えています。これらの
活動は、2023年5月に発生した令和5年奥能登地震などの際、迅速な初動対応に生かされました。ま
た、近年増加しているサイバー攻撃に備え、毎年最新情報の共有や訓練を経営層向けに実施し、対
応力強化を図っています。

グローバル社員を危機から守るために
昨今、世界各地で一般犯罪やテロ・暴動の発生、渡航者に対する犯罪による被害などがみられ、海外

赴任・出張に際しては、一層の事前準備と適切な安全対策が求められています。グローバルで活躍する
社員を危機（テロ・暴動・一般犯罪など）から守るため、アラート情報を配信しています。また、海外赴任・
出張時に自分の身の安全を確保するためセミナーや教育を行っています。 

 テロ・一般犯罪から身を守るための訓練
YOKOGAWAでは、外部のセキュリティ専門家を講師に招き、テロ・暴動、一般犯罪などに遭遇した

場合に被害を最小にするための具体的な対処方法など自己防衛に関するセミナーとして、英語と日
本語による講義およびデモンストレーション、受講者参加型の実演型訓練を実施しています。

訓練の様子（2019年度）

リスクマネジメント
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YOKOGAWAグループ行動規範
YOKOGAWAグループで働くすべての社員が遵守すべき行動指針は「YOKOGAWAグループ行動規

範」で定められています。この内容は、取締役会にて決議され、グループ内のあらゆる社規、ルールに
優先されるGroup Management Standards (GMS）の体系全体を司る基本方針として定められてい
ます。第1章ではYOKOGAWAグループの基本方針として、企業理念の実現、法令遵守、人権尊重、持続
可能な社会の実現に貢献するなどが明記されています。第2章ではYOKOGAWAグループの行動基準
として、ステークホルダーとの関係、労働者の権利、経営陣の責任などが明記されています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン
社員への周知、教育用として、「YOKOGAWAグループ行動規範」をわかりやすく解説し、具体的に

取るべき行動について示した手引きが、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」
です。YOKOGAWAグループの社員一人ひとりが日常の業務活動の中で遭遇するさまざまな倫理、
法令上の問題について、遵守すべき事項が具体的に記載されています。14言語に翻訳するととも
に、社員それぞれの就業形態に応じた周知方法を工夫するなど、グループ全体に周知徹底すること
で企業倫理の浸透と遵守にあたっています。

国際規範の尊重
 国連グローバル・コンパクト
YOKOGAWAは、2009年に国連グローバル・コンパクトに署名し、提唱する人権・労働・環境・腐敗防止

に関する10原則の支持を表明しました。日本のローカルネットワークであるグローバル・コンパクト・
ネットワーク・ジャパンに参加するなど、ステークホルダーとも協力して10原則の実現に向けた取り
組みを進めています。国連グローバル・コンパクトは、1999年に当時の国連事務総長のコフィー・
アナン氏が世界経済フォーラムで提唱し、2000年に発足しました。賛同する企業に対し、人権・労働・環
境・腐敗防止に関する国際的な規範を支持し、実践するよう求めるものです。

ISO26000
ISO26000は、国際標準化機構（ISO）が2010年11月に発行した、組織の社会的責任に関する国際規

格で、組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行などの7つの中核主題を提示しています。
YOKOGAWAはグローバル市場でビジネスを行う企業としてISO26000を参照し、コーポレートガバ
ナンスを企業経営の根幹と位置付け、事業を通じた社会貢献や、環境・人権など、ステークホルダーの
期待に配慮した活動を行っています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン

トップコミットメント

YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」の「基本方針」で、企業理念の実現、法令の遵守と社会
との協調、人権の尊重、公正な事業慣行、社会・環境への貢献、ステークホルダーとの信頼関係の6つを定
め、事業活動を通じた社会への貢献やコンプライアンスなど、企業にとって基本的な責
任を果たすべく努めています。また、2009年に国連が提唱する国際的なイニシアチブ

「国連グローバル・コンパクト」に賛同・署名し、人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原
則の支持、実践にも取り組んでおり、世界中のグループ各社およびお取引先様と共有し
ています。今後も、世界各地で事業展開するグローバル企業としての責任を果たすべく
努めていきます。 代表取締役社長　奈良　寿

行動規範とコンプライアンス
YOKOGAWAは「コンプライアンス最優先」を礎とし、法令、条例、その他すべての社会規範を遵守し、高い倫理観をもって事業活動を行っています。企業理念を実現していくために社員が遵守す

べき行動指針は「YOKOGAWAグループ行動規範」で、社員一人ひとりが取るべき具体的な行動は「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」で定められています。

「YOKOGAWAグループ行動規範」全文はウェブサイトで紹介しています。
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コンプライアンス推進体制
不正や不祥事を未然に防止するために、「不正をしない風土」と「不正をさせない仕組み」の構築をコンプライアン

ス推進の2本の柱とし、健全で風通しの良い企業活動を推進しています。YOKOGAWA グループでは、コンプライアン
ス推進体制の整備と問題点の把握・対処のための企業倫理担当部署を設置し、コンプライアンス経営を強力に推進し
ています。また、職場に密着したコンプライアンス推進体制をグローバルに整備しています。企業倫理担当部署および
個社のコンプライアンス担当組織・担当者は、連携して、コンプライアンス意識の浸透・定着に向けた推進活動を展開
しています。

● 意識サーベイ結果分析
● 活動の振り返りと問題分析

●  前年の振り返りとサーベイ結果
に基づいた年間活動計画策定

● 意識サーベイ実施
● ヘルプラインの運営状況の検証

●  活動計画実行
　・教育活動　　・啓発活動
　・規定・マニュアルの整備
●  ヘルプラインの適正な運営

Act Plan

Check Do

PDCAサイクルによるコンプライアンス推進活動

コンプライアンス推進体制コンプライアンス徹底への基本的な考え方

横河電機　企業倫理本部
監査役

経営監査部

法務部・人財総務本部

横河電機各部門

社外弁護士事務所

コンプライアンス委員会

職場の相談役

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

国内グループ会社

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

海外グループ会社

コンプライアンスマネージャー

コンプライアンスコーディネーター

国内
内部通報・相談制度

海外各社
内部通報・相談制度

横河電機　社長

情報交換

�本の柱

意識の変革 ルールの適正化・徹底
●リーダーのメッセージ
●教育と研修
●コミュニケーションの活性化
●風通しの良い職場づくり

●推進者、通報・相談窓口の活用
●違反者への懲戒
●システム改定他再発防止策
●規定・マニュアルの整備

法令・ルールを
遵守した業務運営の

実践、定着

行動規範とコンプライアンス
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腐敗防止の取り組み
「YOKOGAWAグループ行動規範」に、お取引先様との関係、政治や行政との関係、利益相反行為の禁

止を定め、権限を個人の利益のために濫用することや、強要・贈収賄などを含むあらゆる形態の腐敗
防止に取り組んでいます。具体的には、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」や「贈
収賄防止規程」などのルールを定めて運用するとともに、コンプライアンス推進の一環として教育・
啓発活動を通じて腐敗防止の意識の浸透と徹底を図っています。

 贈収賄防止の取り組み
YOKOGAWAは、国内および海外の公務員や民間人に対する贈収賄防止について、グループ各社が事

業活動を行う各国の贈収賄防止に関する法令を遵守しています。また、贈収賄に関するリスク評価を行
い、グループ各社で管理しています。「贈収賄防止規程」を全社員に周知したうえで、贈収賄の防止と公
正かつ適正な事業活動の実践を図っています。また、「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドラ
イン」で贈収賄防止を定め、お取引先様とともに贈収賄防止に取り組んでいます。2022年度において、
贈収賄に関する違反や制裁を伴う事例はありませんでした。

反競争的行為防止の取り組み
YOKOGAWAは、競 争 法 の 遵 守 を グ ル ー プ 経 営 に お け る 重 要 事 項 の1つ と 位 置 付 け て お り、

「YOKOGAWAグループ行動規範」においても、競争会社との公正・透明・自由な競争をグループの基本
姿勢として掲げています。また、競争法遵守をより確実なものとするため、「YOKOGAWAグループ 
コンプライアンスガイドライン」や「競争法コンプライアンス規程」でより具体的なルールを定め、競
争法に関する社内教育を実施することにより、社員のさらなる意識向上を図っています。2022年度
において、反競争的行為、反トラスト法、独占的慣行により受けた法的措置はありませんでした。

反社会的勢力排除の取り組み
「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」に、「秩序・安全に脅威を与える反社会的

勢力への対応」について記載し、グループ全体で反社会的勢力排除に取り組んでいます。さらに、東京
都暴力団排除条例に対応して、お取引先様、請負業者様、お客様との取引基本契約等への反社会的勢
力排除条項の記載や「反社会的勢力の排除に関する覚書」の締結の取り組みを行っています。

税務方針
YOKOGAWAは、事業のグローバル化に伴い、事業活動を行う国・地域において納税義務を適正に履

行することで、企業としての社会的責任を果たし、持続可能な経済に貢献することができると理解して 
います。税務処理にあたっては、適切な税務リスク管理を実施するために下記事項を遵守しています。 

  各国の税務関係法令等の遵守を最優先し、立法趣旨を逸脱する解釈による優遇税制等の適用は行わ
ず、適正に納税します。 
  税務に関係ある会計処理およびその関連措置については、適切な税務対応を行います。 
  税務に関するガバナンス体制を整備し、税務コンプライアンス意識の向上に努めます。 
  OECD移転価格ガイドライン、BEPS※行動計画などの税務の国際基準を尊重し、税務対応を行い
ます。 
  各国外関連者の機能およびリスク分析に基づき、それぞれの貢献に応じた適切な利益配分を設定し、
独立企業間原則に則った取引を実現します。 
  事業実体の伴わない意図的な租税回避行為や軽課税国を利用した濫用的な税務プランニングは行い
ません。 
  租税回避を目的としたタックスヘイブンの利用は行いません。なお、実効税率の引き下げや法令改正
等によりタックスヘイブン税制の対象となる場合には、適正に申告納税を行います。 
  二重課税の排除や適切な優遇税制の適用など税金費用の適正化に努めます。 
  法令の適用・解釈に関して不確実性がある場合は、外部専門家への助言を求めた上で税務リスクの低
減に努めます。 
  各国における税務当局と誠実で良好な協力関係を構築し、維持、発展させることに努めます。

※ BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）：税源浸食と利益移転

行動規範とコンプライアンス
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 コンプライアンス週間の実施
コンプライアンス・マインドのさらなる浸透・定着を図ることを目的とした「コンプライアンス週

間」を実施しています。2022年度は、YOKOGAWAグループ全社員を対象に、「YOKOGAWAグループ行
動規範」と「職場の利益相反」をテーマにした学習（eラーニング）を実施するとともに、コンプライ
アンス スローガンの募集、作品の紹介などの取り組みを行っています。

社員のコンプライアンス意識の確認
2022年度は、YOKOGAWAグループ全社員を対象に、コンプライアンス意識サーベイを実施しまし

た。サーベイ結果について、職場・職位別にコンプライアンス意識の前回結果との比較を見える化し、
グループ会社へフィードバックすることで、次年度の活動につなげています。

通報・相談窓口の運用
コンプライアンスに関する問題を早期に発見し未然に防止するため、通報・相談窓口を設置し運用

しています。社員は、eメール・電話・紙文書などにより自分の言語で、実名・匿名のどちらでも通報・相
談することができます。

通報された案件に行動規範やコンプライアンスに反する可能性がある場合、担当部署は内部通報・
相談規則に従って任命された調査担当者、人事・法務部門、外部弁護士と連携して規則に沿った調査
を行い、問題の解決を図っています。また、通報者のプライバシーを保護するとともに、通報者への報
復や通報者の不利益な取り扱いは一切認めていません。

引き続き、内部通報・相談制度の周知を図るとともに、通報者が安心して通報できる環境整備を進
めています。

また、お客様やお取引先様、地域社会
など、あらゆるステークホルダーからの
人権に関するものを含むコンプライアン
ス関連の通報・相談については、ホーム
ページの「お問い合わせ」や「ヘルプラ
イン（お取引先様 通報・相談窓口）」で受
け付けています。

なお、2022年度について、経営に大き
な影響を与える問題に発展した案件は
ありませんでした。

インサイダー取引防止の徹底
インサイダー取引を未然に防ぐために、Group Management Standards（GMS）で「インサイダー

取引防止に関する規程」を定めているほか、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」
の中にもインサイダー取引の禁止に関する項目を設けています。さらに、グループ全体で遵守体制を
整備し、教育などによりインサイダー取引の防止を徹底しています。横河電機の株式の買付・売却を
行うグループ各社の役員および社員は、各社のインサイダー取引防止担当者を通じて、事前確認の手
続きを行っています。また、以下の対象者については、四半期決算期末日から各決算発表日までの期
間の売買を一律禁止しています。

なお、2022年度においても、インサイダー取引事例は発生していません。
  横河電機、横河ソリューションサービス、横河マニュファクチャリング、横河計測の役員および管
理職 

  横河電機および国内グループ会社において四半期決算の作成・公表に直接従事する者 

教育・啓発活動の実施
YOKOGAWAは、社員一人ひとりがコンプ

ライアンスに関する意識・気づきのセンスを
養い、クリーン・クリアでオープンな高い倫理
観をもった風土の醸成を図ることを目的とし
て、コンプライアンス研修や教育などのさま
ざまな啓発活動を実施しています。

 コンプライアンス研修・教育の実施
グループ全体へのコンプライアンス意識の浸透と定着を目指し、2022年度は「YOKOGAWAグループ行動

規範」「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」をベースとして、「差別・ハラスメントの禁止」
「公務員などへの接待・贈答の禁止」などのコンプライアンス研修を実施しました。また、マネージャー昇格

時、海外赴任時、新入社員の入社時など、さまざまな機会や役割に応じた研修を実施しました。

 コンプライアンス・ニュースの発行
職場風土や最近の企業不祥事など時節に合ったテーマを選んで、「コンプライアンス・ニュース」を

年間6回発行しています。2022年度は「ビジネスと人権」「内部通報・相談窓口の状況」「コンプライアン
ス意識サーベイの結果」「贈収賄防止」等を取り上げ、グループ全体に広報し、社員一人ひとりのコンプ
ライアンス意識の向上を図っています。

約7,650名

約16,350名

約1,000作品

海外コンプライアンス研修
（eラーニング）

国内コンプライアンス研修
（eラーニング）　

コンプライアンス
スローガン応募

行動規範とコンプライアンス

（参考）2022年度 国内内部通報・相談受付件数の内訳

ハラスメント 
��件

その他 
�件

経理（会計・資産） 
�件

人事・労務
�件

知的財産・情報
�件

職場環境
�件 32件
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       活動のPDCAサイクル
　2019年度に制定したKPIに基
づき、お取引先様とのコミュニ
ケーションを行ってサプライ
チェーンのCSRリスクを軽減す
るよう努め、右の図に示す活動
のサイクルを実行しています。 

 
       グローバル調達としての連携 

　 グループとして統合されたデータを活用しつつ、各国の関連会社とのお取引先様との関係性も重
視しグローバルに連携を取りつつサプライチェーンマネジメントを進めています。

       SAQ（Self-Assessment Questionnaire）実施計画と実績  
　3年計画で、グループ統合取引情報を確認し、取引金額および調達品の内容から重要なお取引先
様を600社選定し、毎年200社を目標にSAQを実施しています。プロバイダーの事業所からの回答
を基に、サプライチェーンのリスクについて分析・評価しました。

サプライチェーンマネジメント
統制とコミュニケーションを強化し、
サプライチェーンにおけるサステナビリティを推進

YOKOGAWAはお取引先様との関わりを含む業務プロセス全般について、内部統制の一環としてグ
ループ全体の調達プロセス基準を制定し、サステナビリティに配慮した公平で公正な取引の実施に
努めています。

また、JEITA※“CSR委員会・資材委員会”などの業界団体の委員会やグローバル・コンパクト・ネット
ワーク・ジャパンの研究会などに積極的に参画し、自社のみならず、業界としてのサプライチェーン
のサステナビリティ推進に貢献しています。 

サステナブル調達活動  
YOKOGAWAでは、RBA※の行動規範を参照し、ISO20400(持続可能な調達ー手引き)の考えを盛

り込んだ「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」を策定し、お取引先様に遵守をお
願いしています。

ガイドラインに従い、「人権・労働」、「安全衛生」、「環境」、「倫理」の4つの項
目の実情の把握を中心に、お取引先様とサステナブル調達を阻害するリスク
の特定を進めています。顕在化したリスクについては、お取引先様と協力し
改善を行います。また、サステナブル調達に関する教育を、社内外に展開して
います。これらの活動は、指標（KPI）を定めて進捗を管理しています。 

 

 活動計画と実績  
2020~2022年度に渡り人権デューディリジェンスを基本としたサプライチェーンにおけるCSRリ

スクを低減する活動を実施しました。お取引先様の事業所へ環境保全や人権に関する質問票（以下、
SAQ）を送付し、その回答を評価することで高リスクな事業所を特定しています。

　　

※  JEITA （Japan Electronics and Information Technology Industries Association）:一般社団法人電子情報技術産業協会 ※ プロバイダーとは、お取引先様およびお取引先様の（弊
社への納入品の）購入先の総称です。

KPI項目 累計送付予定企業数 累計送付企業数 累計回答事業所数 年度 

SAQを実施いただく
お取引先様の事業所の数

200社 191社 166事業所 2020年度

400社 389社 333事業所 2021年度

600社 588社 491事業所 2022年度 

※ RBA（Responsible Business Alliance）：グローバルなサプライチェーンにおける社会的責任を推進する企業同盟 

年度ごとの実施状況
を公開

2019年度
YOKOGAWA全体を俯
瞰したリスク評価を
実施し、KPIを設定

2020年度〜2022年度
重要なお取引先様へのSAQ（Self-Assessment Questionnaire）

を基盤とし、サステナブル調達を実施

特定
SAQ回答の分析

評価
SAQ回答分析

結果の評価

統合と行動
SAQ評価結果の
送付と改善要求

追跡
モニタリングと改善
へのフィードバック

コミュニケーション
簡易

フィードバックSAQ送付

グループ横断のデー
タを基に重要なお取
引先様を選定

低リスクプロバイダー※

製品別情報と調達情報の連携
ルールの展開と統制
サプライヤーからの情報収集
データアクセス

関連会社
調達部門

関連会社
調達部門

製品法規制管理部門

関連会社
調達部門

関連会社
調達部門

グループ統合取引情報
横河電機

グローバル・ビジネス・サービス本部

「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」はウェブサイトで紹介しています。
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SAQは、人権労働・安全衛生・環境・コンプライアンス遵守などを含むサステナブル調達全般につい
ての質問からなっています。3年間の平均スコアは以下のとおりで、年度ごとにお取引先様からの回
答の内容や得点の傾向を分析しています。このプロセスは、YOKOGAWAのお取引先様に対するリス
ク分析として有効と考えており、SAQの見直しと改善を継続しています。

       改善への取り組み   
 　お取引先様と連携し改善への道を歩むため、YOKOGAWAグループ
のサプライチェーンにおけるサステナブル調達についての賛同を確
認し、確認先の約8割の事業所様から賛同をいただいています。
 　SAQの回答は、すべて採点し、平均点および改善ポイントのコメン
トを付けて、回答先に返却しています。スコアによっては、改善の確
認を行っています。また、重要な回答先には、個別にヒアリングを行
い、改善に関わる詳細な報告を提示しています。

 サステナブル調達教育  
社内では、サステナブル調達に関するeラーニングプログ

ラムがあり、社員はオンデマンドで聴講することができます。
社外に対しては、YOKOGAWAグループのサステナブル調達

ガイドラインの解説冊子を展開するなどし、サステナブル調
達に関わる法令や環境方針の理解の浸透を支援しています。

サプライチェーンマネジメント

グリーン調達の推進 
YOKOGAWAでは、お客様に提供する製品・ソリューションのライフサイクル全体を考慮し、環境

負荷の低減と付加価値の増大を図るため、環境負荷の少ない製品（商品）・サービスの購入促進や、
生物多様性・環境配慮等に積極的に取り組んでいるお取引先様との取引を推進しています。オフィ
ス機器においても筐体がバイオプラスチック素材のPCを標準品として採用するなど、調達戦略に
もSDGsへの貢献を考慮しています。また、新たなお取引先様には、「YOKOGAWAグループグリーン
調達ガイドライン」を提示し、取引契約を締結しています。化学物質などに関する法規制（REACH
規則・RoHS指令・TSCAなど）遵守のため、製品含有化学物質の管理推進体制を構築し、資材・部品に
含有される化学物質について調査・管理しています。また、お取引先様へ情報伝達・教育啓蒙のため
の説明会も適宜開催しています。

お取引先様とのパートナーシップの強化   
YOKOGAWAでは、拠点別に主要なお取引先様の経営層やご担

当者の皆様と交流を行い、パートナーシップの強化に努めてい
ます。武蔵野本社では、定期的に「パートナーズデー」を開催し、
経営方針、事業計画、購買戦略などをご説明すると同時に、当グ
ループに貢献いただいたお取引先様への表彰を行っています。

また、メーカー様の「部品展示会」や「技術セミナー」を開催し、
開発者との交流の場を設けています。 

コンプライアンス調達の強化    
グループ共通のマネジメントルールとして、調達におけるコンプライアンス遵守のための基準

を定め、グループ会社の責任者と密にコミュニケーションをとりながらグループ全体でコンプラ
イアンス調達の強化に取り組んでいます。また、取引基本契約にコンプライアンス条項を明記して
います。コンプライアンスに違反、または、その疑いがあるとお気づきになられたお取引先様の通
報窓口として「ヘルプライン」を設置しています。

■ ����年度　■ ����年度　■ ����年度

A�.
強制労働、
児童労働

A�.
労働時間、

賃金

A�
労働人権

全般

A.
人権・労働
（平均）

B�.
職場の安全

B�.
労働者の

健康

B�.
安全衛生

全般

B.
安全衛生
（平均）

G.
サプライヤー

情報

Total
（平均）

��
（％）

��

��

�

「YOKOGAWAグループ グリーン調達ガイドライン」はウェブサイトで紹介しています。
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サプライチェーンマネジメント

調達統制部門
 （調達戦略·統制）

製造責任部門
（製造・工務）

製品責任部門
（営業・企画）

製品法規制管理部門
（調査）

YOKOGAWAグループ
人権の取り組みと連携

お客様 お取引先様

下請法の遵守     
下請法を遵守するため、国内関連会社はパートナーシップ構築宣言を行い社外講習会の受講

や、購買関係者を対象にしたeラーニングによる自社オリジナルテキストの学習および受講者の理
解度確認用の簡易試験を定期的に実施し、意識向上に努めています。また、各部署・グループ各社に
責任者を設置し、下請法に関する情報の共有を図り、遵守体制を構築しています。 

調達BCPの実行      
お客様が必要とする製品の安定供給は重要な社会的責任であると認識し、調達BCPの取り組みを

行っています。近年、各国での新たな法令に対応すべく、グローバルな調達組織で連携し、お取引先様
のご協力の元、生産地情報の管理・物流状況を把握し、お客様への影響を最小化するように努めてい
ます。また短期的な活動のみならず、主要な製品の重要な部品の調達情報を分析し今後の状況を踏ま
えた、長期的な視点でのサプライチェーンマネジメントの改革を進めていきます。

紛争鉱物問題に関する取り組み      
 基本方針

YOKOGAWAグループでは、“YOKOGAWAグループ人権方針”に基づき、グローバルカンパニーと
して、紛争地域および高リスク地域からの鉱物の採掘、取引、取扱いなどに関連し発生する可能性が
ある人権侵害などに加担してしまうといった重大リスクを防止するため、責任ある鉱物調達に取り
組 ん で い ま す。YOKOGAWAグ ル ー プ で は 経 済 協 力 開 発 機 構(OECD)の「OECD Due Diligence 
Guidance for Responsible Supply Chains of Minerals from Conflict-Affected and High-Risk Areas

（OECD DD Guidance)※1」を参考に、グループ企業として体制を構築し、ご提出いただいたCMRT※2の
内容は関連部署で共有し情報を確認するなどしてサプライチェーンにわたる鉱物調査、サプライ
チェーン管理などを実施し、紛争地域および高リスク地域で発生する人権侵害や贈収賄などのリス
クに関わる鉱物を含む製品の購入を防止する活動に取り組んでいます。 

 体制
OECD DD Guidanceに記載されている手順を参考に、関連する部門が連携し、YOKOGAWAグ

ループの体制を整えています。この体制に従い、お客様の要望などを踏まえ、お取引先様の協力の
もと、紛争鉱物の使用に関する調査を進めています。調査の結果、武装勢力の資金源となっている
事実が判明した場合は、直ちにその使用回避のための活動に取り組みます。

さらに業界団体であるJEITAの「責任ある鉱物調達検討会」にメンバーとして参加し、業界連携
を図りつつ最新情報の把握に努めています。最新情報および紛争鉱物に関する調査のために標準
化された手順をYOKOGAWAグループにも展開しています。

※1 OECD DD Guidance： 経済協力開発機構（OECD）の「紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのため
のデュー・ディリジェンス・ガイダンス」  

※2 CMRT（Conflict Minerals Reporting Template）:RMI（Responsible Minerals Initiative）の発行する紛争鉱物調査帳票

YOKOGAWAグループの責任ある鉱物調達についての取り組みはウェブサイトで紹介しています。 
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情報セキュリティ推進体制
YOKOGAWAでは、ISO27001の考え方をベースに情報セキュリティ活動を展開し、方針や施策は情報

セキュリティマネジメント統制の担当役員が務める情報セキュリティ統括管理責任者から各事業部／
本部および関係会社に通達されます。また、運用がルールどおりに行われているかについて事務局によ
る実地確認などで把握し、必要な改善を図っています。

 情報セキュリティを推進するため、YOKOGAWAの各事業部・本部・関係会社に情報セキュリティ体制
を整備しています。各組織はそれぞれ毎年期初に活動計画を立案し、年度末に成熟度確認チェックシー
トを用いて自らの組織のレベルをチェックするなどして、円滑な情報セキュリティ推進活動の鍵として
PDCAサイクルを回しています。

情報セキュリティ委員会
あわせて、サイバー攻撃への対応力を高め、お客様が安全に安心して事業活動を継続できるよう、情

報セキュリティ委員会を運営しています。この委員会は、情報システム担当部署の担当役員を委員長と
し、製品を含めた各分野のサイバーセキュリティ担当者で構成されており、グループ内での情報共有や
最新動向の把握に努めています。

サイバー攻撃への対応
サイバー攻撃は後を絶たず手口も巧妙になっており、サイバー攻撃によるリスクを顕在化させ

ないために、YOKOGAWAではインシデント対応チーム「CSIRT」が対処しています。近年、ランサム
ウェアによる被害が世界的に増加していますが、2022年は日本でもランサムウェア攻撃によるサ
イバー被害が多発し、多くの企業や団体が攻撃を受けました。YOKOGAWAでは自社のシステムや
ネットワークの脆弱性情報を調査して問題がなかったことを確認しています。

また、リスク低減のためには、多くの関係者を巻き込むなど他部門との連携が極めて重要な意
味を持ちます。2023年度も緊急度の高いインシデントに対応できるよう体制強化を行い、CSIRTの
対応能力の向上を図っていきます。

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ推進体制
情報セキュリティ委員会ISMS※

経営監査 情報セキュリティ
マネジメントシステム 

情報インフラに関する
セキュリティインシデント管理

製品に関する
セキュリティインシデント管理

内部統制展開システムの�つ

CSIRT 製品セキュリティ担当部署

マーケティング担当部署

セキュリティビジネス
担当部署

委員長：情報システム担当役員
事務局：情報システム担当部長

サイバー攻撃の状況把握、
取り組み
グローバルセキュリティ活動　

製品のセキュリティ管理
製品マネジメント規程の
策定と維持

・
・

・

・

情報資産に対する内部不
正や人的セキュリティ対策
の取り組み

・ セキュリティインシデントへの対応方
針の決定
全社セキュリティ体制の整備と管理
力強化

・

・ ITセキュリティの最新動
向のリサーチ

・

セキュリティビジネスの市
場動向

・

情報セキュリティ
統括管理責任者

各事業部／本部
および関係会社の長

各組織の部門長

情報セキュリティ
管理推進者

情報セキュリティ管理推進者

各組織の部門長

情報セキュリティ
管理推進者

各組織の部門長

情報セキュリティ
管理推進者

情報セキュリティ
YOKOGAWAはお客様にソリューションを提供し、お客様と一体となって課題の解決に取り組んでいます。ステークホルダーの皆様から信頼をいただいてお預かりする大切な情報を守るため、

人・物・ITの観点から情報セキュリティ対策に取り組んでいます。

※  情報セキュリティ推進体制を参照してください。
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YOKOGAWAの情報セキュリティ対策
　秘密情報の適切な管理のため、客観的に秘密として管理していると認識できる状態にあることが
必要です。YOKOGAWAでは秘密情報に対して秘密情報区分を設定し、区分に応じた管理をしていま
す。また、秘密情報を守るために、人・物・ITの３つの観点から情報セキュリティ対策に取り組んでい
ます。

  人：情報セキュリティ教育の実施
情報を守るためには、社員一人ひとりの意識が重要です。手にした情報をどのように取り扱うか、

自ら考え対策を実践できるよう、YOKOGAWAではeラーニングを活用した全社教育を毎年実施し、情
報セキュリティに関する最新の知識を共有し、セキュリティインシデント発生時の対応や、事例を通
じた再発防止策を掲載した社内ニュースを都度発行して社員へ周知しています。また、より実践的な
内容として、有識者を招いての情報セキュリティに関する講演、フィッシング、ビジネスメール詐欺、
標的型攻撃対応に関する教育・訓練や、ライン・マネージャー向けやモバイルユーザー向けなどの役
割に応じた教育を行っています。さらに、その成果が日頃の情報セキュリティ活動へ反映されている
かについて情報セキュリティ監査で確認しています。

  物：わかりやすく、安心に　（構内セキュリティ）
情報セキュリティは「わかりやすい」ことが大切です。社員、来訪者ごとに立入ることのできるエリ

アを明確にして、来訪者がゲストエリア以外へ立ち入る際は「構内立入カード」を着用します。オフィ
スエリアでは24時間施錠の入退館管理で、本社構内の財産・情報資産の保護に努めています。
　また、個人認証で必要なときに必要なものだけを印刷する仕組みMPS（Managed Print Service）に
より、印刷物の置き忘れや混入を防いでいます。

  IT：見えないところで守っていく
うっかり漏洩、知らないことによる誤用といった人間の過ちをITの仕組みで防ぐとともに、外部

からのサイバー攻撃への備えも多層化して実施しています。日々多様化しているサイバー攻撃に
対しては、最新の脆弱性対応情報を入手し、セキュリティ機器の設定をチューニングしたり、クラ
ウドと機械学習の技術を使用したプライベートSOC（Security Operation Center）を設置したり
し、不正アクセスの予兆やインシデントの早期発見に努めています。加えて、このプライベート
SOCの技術は、IT/OT SOCの基盤となっています。

プライバシーとデータ保護
YOKOGAWAはコンプライアンスを最も重視していることから、グローバル・プライバシーデー

タ保護チームを設置し、プライバシーとデータ保護コンプライアンスプログラムをさらに発展・拡
張してきました。2022年度は年間を通して、国際的な規制とベストプラクティスを遵守しながら、
厳格なデータ保護対策を優先しました。加えて、新規プロジェクトにおいては、包括的なプライバ
シー影響評価を実施し、プライバシーバイデザインの原則が当社の実務に組み込まれていること
を確認しました。当社のグローバル・プライバシーデータ保護専任チームは、日々の業務における
透明性を重視しながら、プライバシーに関する問い合わせや懸念事項を把握し対応しています。

情報セキュリティ

情報セキュリティ対策

［物］ 個人認証
プリントシステム

［物］ 構内
セキュリティ強化

必要な時に必要な
ものだけ印刷

ゲスト/オフィス
エリアの明確化

��時間施錠の
入退館管理

構内立入カード
業務用PC

URLフィルタなど

ファイアウォール・侵入対策など

メール

Web

［人］ 教育 全社員教育・訓練・講演・
マネージャー教育など

迷惑メールフィルタ・
マルウェアチェックなど

YOKOGAWA

セキュリティパッチ・エンド
ポイント対策・メール誤送
信防止＆暗号化ツール・
多要素認証など

［IT］ 内部対策

［IT］ 出口対策

インターネット［IT］ 入口対策

OUTIN

［IT］ ログ管理

外部からの攻撃

IT/OT SOCについてはP.30でも紹介しています。
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製品・サービスに関するセキュリティマネジメント
YOKOGAWAグループは、サイバー脅威への継続的な対策がお客様および社会における重要な課題と

認識し、製品およびサービスの提供を通して、お客様とともに取り組んでいます。
昨今のサイバー攻撃リスクの高まりを受け、世界各国では公共の秩序や安全性を維持するため、重

要インフラ等へのセキュリティ要求を高め、法規制化を進めています。また、その他多くのビジネス領
域でも、DX化やサプライチェーンリスクマネジメントの観点から、今まで以上に広い視野および視点
でサイバー攻撃リスクを捉える必要が生じています。各企業において、リスクを把握しセキュリティ対
策を改善していくことは、事業継続性を確保するうえでの喫緊の課題となっています。

このような背景を踏まえ、YOKOGAWAグループは各国の法規制やセキュリティの国際標準化団体、
各種業界団体によるセキュリティ動向の把握・理解に努めるとともに、それらが求めるセキュリティ要
件に適合した製品・サービスを提供するための活動を積極的に展開しています。

主な取り組み
製品開発からシステム導入、システム運用までをシステムのライフサイクルと捉え、ライフサイク

ルを通してお客様のセキュリティ活動を支援することで、サイバー空間に起因する重要インフラの
リスク軽減に取り組んでいます。

 製品開発
   セキュリティ対策の基本方針と対策基準を設け、それらを開発プロセスに組み込み、製品からの脆弱

性排除とセキュリティ向上に取り組んでいます。
   当社制御システムの製品開発部門は、国際的なセキュリティ認証推進組織ISCIが推進するISASecure 

SDLA認証（Security Development Lifecycle Assurance)を取得しています。この認証は、制御システム
製品の開発プロセスがセキュアな製品の開発に必要な要件を満たすことを
第三者が評価する認証で、国際標準規格IEC62443-4-1に準拠した開発が行
われていることを審査するものです。当社は、国内でこの認証を取得した初
めての制御システム製品サプライヤーです。

   セキュリティ品質確保のため、主要製品のCENTUM VPとProSafe-RSでは
ISASecure CSA認証 (Component Security Assurance) を取得しています。 
ISASecure CSA認証は制御機器のセキュリティに関する国際標準規格
IEC62443-4-1およびIEC62443-4-2に準拠した認証です。

  システム導入
   エンジニアへのセキュリティトレーニングやセキュ

リティラボを中心としたセキュリティ技術の調査・
研究とシステムへのセキュリティ対策導入サポー
トにより、システムインテグレーションにおいて、
セキュリティの均質な実装とセキュアなインテグ
レーションの遂行に取り組んでいます。

 システム運用
   セキュリティプログラムを運用することで、お客様

のシステムにおけるサイバーセキュリティリスクを
ライフサイクルにわたり低減すること、またOTのセ
キュリティリスク管理と経営リスク管理をつなぐこ
と、そ れ をIT/OT Convergence(融 合)、SoS(System of 
Systems)などの時代に合わせてお客様が安全・安心
な経営をとれるように最適なセキュリティ体制を実
現することを目指します。本プログラムはPDCAサイ
クルを追求し、継続的な改善と更新を行う全6フェー
ズを提供します。

    YOKOGAWAは、お客様に必要となる対策を導出する
コンサルティングからOpreXTM Managed Serviceや
OpreXTM IT/OT Security Operations Center（IT/OT SOC）による対策の実装・運用まで、幅広くサポート
しています。 

  PSIRT（Product Security Incident Response Team）
   製品に関わる脆弱性情報を広く情報収集し、入手した情報をグループに展開、調査、該当する脆弱性

情報を対策情報も含めお客様に開示し、お客様のセキュリティ活動を支援しています。

ISASecure SDLA認証

セキュリティラボラトリー

情報セキュリティ

セキュリティプログラム

IT/OT SOCについてはP.30でも紹介しています。
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品質保証の基本方針
   創業の精神である「品質第一」に基づくお客様重視、および経営品質向上による「健全で利益ある経

営」の実現を目的とする品質マネジメントを実行する。
   法令・規制要求事項およびお客様要求事項を満たす製品を提供する。
   国際規格ISO9001の要求事項に適合する適正水準の品質マネジメントシステムを確立し、実行し、

その有効性を継続的に改善する。
   すべての組織および要員の成果によってお客様満足を向上する。そのために、一人ひとりが「品質

第一の心」をもって良質な仕事を行う。
   組織の長は、担当業務品質に直接的責任を負う。これには資源が使用できることを確実にすること

を含む。

お客様満足と品質  
YOKOGAWAは、質の高い製品とソリューションを提供することで、お客様にご満足いただいて

います。これを支えるのは、100年以上守り続けてきた創業の精神である「品質第一」です。品質マ
ネジメントの基本的な考え方は、QA、QI、Qmの3つの輪で構成されています。

この3つの要素すべてが調和することで、初めてお客様の満足と永続的な信頼を得ることがで
きると考えています。YOKOGAWAの高い品質を守るためには、特に「品質第一の心」が重要と考え
ています。「品質第一の心」をもつことの重要性をグループ全社員が認識し、グループ共通のルール
や考え方のもと各業務の中で、品質をつくりこんでいます。 

品質保証の活動 
YOKOGAWAは創業以来、お客様に満足いただける製品とソリューションをお届けするため開発・

企画・設計・製造から販売・サービスまでの各プロセスで、品質マネジメントシステムを構築してきま
した。1992年にはISO9001の認証を取得し、国内および海外の主要グループ会社でも、ISO9001の認証
を取得しています。製品のサポートについては、お客様のさまざまな問題やトラブルに、スペシャリス
トが対応しています。グローバルレスポンスセンターにより、お客様設備の安全を絶えず見守るサー
ビス体制を、グローバルに展開しています。また、YOKOGAWAの品質保証体制の中で計測器のトレー
サビリティを確保しています。このうち、電気・圧力・流量・時間においては、Japan Calibration 
Service System (JCSS：計量法校正事業者登録制度)の登録事業者となっています。

 YOKOGAWA QHSE月間 
日本では、1960年に日本科学技術連盟、日本規格協会、日本生産性本部、日本能

率協会が、毎年11月を品質月間に定めました。YOKOGAWAでも継続して品質月
間活動を行っています。 

さらに、2018年からは、品質だけでなく、経営の基盤となる労働安全衛生と地
球環境保全に関する内容も加え、「QHSE月間」と名付け、毎年11月にグループでさ
まざまな活動を展開しています。 

品質、労働安全衛生、地球環境保全の大切さを浸透させるため、グループ社員が
デザインした「QHSE月間ポスター」を掲示しています。また、品質第一だけでなく、労働安全衛生、地球
環境保全に関する経営トップの考えをQHSE月間メッセージとして、グループ社員に配信しています。 

 YOKOGAWA QA手帳
品質を維持向上するため、日々の作業に関する心構えをわかりや

すく解説する「QA手帳」を作成しました。グループで運用できるよう
に5か国語に展開しています。作業者は常に持ち歩き、「品質第一の
心」を確認しています。

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考えのもと、お客様により良いものを

永続的に提供しています。

品質改善（QI）の輪
質の高い製品とサービスを提供するための体制づくりに取り組んでい
ます。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である「品質第一の心」をもっています。

品質マネジメント3つの輪

Quality Assurance
品質保証

QA

Qm

QI

Quality mind
品質第一の心

Quality Improvement
品質改善

QHSE月間ポスター 

製造作業者向け「QA手帳」

品質保証
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社会データ

データ項目 2018 2019 2020 2021 2022

従業員数（人） YOKOGAWAグループ 17,848 18,107 17,715 17,258 17,084
横河電機単体 2,574 2,496 2,536 2,503 2,342

マネージャーに占める女性比率（％） YOKOGAWAグループ 9.4 10.2 11.7 12.6 13.3
横河電機単体 5.4 6.3 8.5 8.6 8.7

従業員に占める女性比率（％） YOKOGAWAグループ 21.9 21.7 21.9 22.5 23.1
横河電機単体 15.5 16.5 17.4 18.1 18.8

障害者雇用率（％）
国内 2.27

（2019/6）
2.27

（2020/6）
2.40

（2021/6）
2.46

（2022/6）
2.52

（2023/6）
労働組合組織率（％） 国内 73.7 73.1 73.7 72.7 77.7

データ項目 2018 2019 2020 2021 2022
休業災害発生率
（休業災害件数÷延べ実労働時間数×100万）

従業員 0.28 0.34 0.11 0.41 0.34
派遣・請負 0.46 0.28 0.00 0.23 0.32

死亡災害発生件数（件）
従業員 0 0 0 0 0
派遣・請負 0 0 0 0 0

寄付・コミュニティ投資
（百万円）

活動内容

金銭寄付 194.3 184.4 229.7 199.5 177.8
社員の参加・派遣 1.7 1.0 0.6 0.7 0.5
現物寄付・施設開放 7.4 45.9 4.1 12.7 3.5
管理費用 18.0 18.0 18.0 18.0 18.0
合計 221.4 249.3 252.4 230.9 199.8

国内外
国内 178.9 175.6 180.7 191.3 178.2
海外 42.5 73.7 71.7 39.6 21.6
合計 221.4 249.3 252.4 230.9 199.8

データ項目 2018 2019 2020 2021 2022

エネルギー使用量（GJ）

国内 684,085 632,217 623,618 641,173 567,187
海外 854,898 831,180 758,685 745,515 750,264
合計 1,538,983 1,463,397 1,382,303 1,386,688 1,317,451
売上高原単位（GJ/億円） 381 362 369 356 289

再生可能エネルギー使用量（MWh） 131 112 175 2,594 10,730

温室効果ガス排出量（t-CO2e）

国内 34,447 30,745 29,850 28,331 25,127
海外 49,439 48,025 42,966 42,155 41,958
合計 83,886 78,770 72,816 70,486 67,085
売上高原単位（t-CO2e/億円） 20.78 19.48 19.46 18.08 14.70
Scope 1 15,015 14,000 11,727 12,015 15,390
Scope 2 68,871 64,770 61,089 58,471 51,695

データ項目 2018 2019 2020 2021 2022

水資源投入量（㎥）

国内 315,766 246,539 240,379 187,040 203,373
海外 244,876 266,087 248,092 237,927 298,307
合計 560,642 512,626 488,471 424,967 501,680
売上高原単位（㎥/億円） 139 127 130 109 110

排水量（㎥）
国内 266,833 246,248 235,432 184,289 197,012
海外 232,110 228,154 227,369 218,831 242,676
合計 498,943 474,402 462,801 403,120 439,688

廃棄物発生量（t）

国内 2,566 2,414 1,977 2,530 2,203
海外 2,624 2,499 2,406 2,162 2,310
合計 5,190 4,913 4,383 4,692 4,513
売上高原単位（t/億円） 1.29 1.22 1.17 1.20 0.99

非有害廃棄物（t）

リサイクル 3,528 3,333 2,851 3,142 2,877
焼却 126 393 481 434 393
埋立 784 613 524 333 489
合計 4,438 4,339 3,856 3,909 3,759

有害廃棄物（t）

リサイクル — — — 708 546
焼却 — — — 75 207
埋立 — — — 0 1
合計 752 574 527 783 754

環境データ

データ項目 区分 カテゴリー 2021 2022

サプライチェーン温室効果ガス排出量
Scope３（t-CO2e）

（―）は対象外

上流

1 購入した商品とサービス 225,275 272,104
2 資本財 24,926 25,997
3 Scope１または２に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 10,722 11,033
4 輸送と配送 15,055 16,032
5 事業で発生する廃棄物 1,055 1,119
6 出張 5,460 20,217
7 従業員の通勤 3,448 4,208
8 リース資産 — —

下流

9 輸送と配送 — —
10 販売した製品の処理 — —
11 販売した製品の使用 492,060 513,699
12 販売した製品の廃棄 1,003 1,015
13 リース資産 — —
14 フランチャイズ — —
15 投資 — —

合計 779,004 865,424

サステナビリティデータ
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第三者保証
YOKOGAWAは、社会・環境データの信頼性向上のため、外部の第三者（LRQA）による保証を受けています。
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▶商号 横河電機株式会社

▶英文社名 Yokogawa Electric Corporation

▶代表取締役社長 奈良　寿

▶本社所在地 東京都武蔵野市中町2-9-32

▶創立 1915年9月1日

▶設立 1920年12月1日

▶資本金 434億105万円

▶従業員数 17,084名（YOKOGAWAグループ）
  2,342名（横河電機単体）

▶関係会社数 海外115社
国内  13社

（2023年3月31日現在）

編集方針

▶ 対象期間
　 2022年度（2022年4月1日～2023年3月31日）
　 過去の主要な活動や、2023年度の最新情報も一部含みます。
▶ 対象範囲
　 横河電機株式会社および国内、海外の連結対象会社
　 対象範囲の異なるデータについては、各記載箇所に明記します。
▶ 発行時期
　 2023年10月（年1回発行）
▶ 想定している読者
　 お客様、株主・投資家、お取引先様、社員、地域社会、NPO・NGO、行政など幅広いステークホルダー（利害関係者）
▶ 社名標記について
　 「YOKOGAWA」／「YOKOGAWAグループ」は、横河電機株式会社および国内・海外の連結対象会社を指します。
　 「横河電機」／「横河電機単体」は、横河電機株式会社を指します。
▶ 参照ガイドライン
　 ・「GRI スタンダード」（Global Reporting Initiative）
　 ・「環境報告ガイドライン（2018年版）」（環境省）

本レポートでは、YOKOGAWAグループのサステナビリティ情報について開示しています。掲載内容について
は、サステナビリティ情報開示の国際的ガイドラインであるGRIスタンダードに準拠するとともに、ステークホル
ダーの意見を取り入れ、YOKOGAWAの重点課題について開示しています。また、情報の信頼性を高めるために第
三者保証を取得しています。 

今年度は、「貢献と成長のストーリー」を拡充し、6つの貢献分野を通じて「社会課題の解決への貢献」と「自社の
成長」両面の実現を目指すYOKOGAWA特有の取り組みを数多く紹介しています。また、多様なステークホルダー
とのエンゲージメントを推進し、その取り組みを具体的に示しました。加えて、温室効果ガス削減や生物多様性保
全の取り組み、サステナビリティ委員会についても開示を拡充しました。

財務情報や経営戦略と関連性の高いESG情報については「YOKOGAWAレポート（アニュアルレポート）」をご参
照ください。GRIスタンダード対照表はウェブサイトに掲載しています。 

企業概要
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横河電機株式会社
〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
サステナビリティ推進部
https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/
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